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⃝  シンボルマークは「地域社会の繁栄に貢献し、地域ととも
に歩む」「堅実経営に徹し、たくましく着実な発展をめざす」
という経営理念をデザイン化したものです。

 ＜デザイナー：祐泉 隆（ゆうせん たかし）氏＞
⃝  コンセプトとしては「笑顔」を素材にして、「紀州の太陽」

を擬人化し、未来社会に向けて温かいサービスを提供する
というイメージを表現しました。

⃝  顔は太陽、髪はアンテナで情報源、鼻は三日月で宇宙を暗
示しています。口は笑顔のハート型で地域のお客さまへの
感謝の気持ちを表しています。

コンセプト

『顔・紀州の太陽』

当行シンボルマークの由緒

役職員の行動指針
大切にする価値観

経 営 戦 略

長期的にめざす
あるべき姿

理 念

地域社会の繁栄に貢献し、地域とともに歩む　
堅実経営に徹し、たくましく着実な発展をめざす

経営理念

お客さまとの価値共創と企業変革への挑戦を続け、
人が未来を創造する地域金融グループとなる

長期ビジョン

⃝ 経営の基本姿勢
⃝ 行動憲章
⃝ 役職員行動規範 ⃝ お客さまの期待をこえる

⃝ 銀行という枠をこえる
⃝ 地域の壁をこえる

銀行をこえる銀行へ

～お客さまの期待や地域の壁をこえ、
　銀行という枠をこえることをめざします。

● 基本方針
地域の金融リーディンググループとしての機能発揮による地元地域との価値共創
● コンセプト
中小企業「取引」を起点としたビジネスモデルへの変革
● メッセージ
KX ～Kiyo transformation～
長期ビジョンの達成・企業価値の向上に向けた企業変革への挑戦

第7次中期経営計画　KX ～Kiyo transformation～

紀陽フィナンシャルグループ理念体系 CONTENTS

Ⅰ. 紀陽フィナンシャルグループの価値創造

Ⅲ. 価値創造を支える経営基盤

Ⅱ．企業価値向上に向けた取り組み

紀陽銀行は、すべてのステークホルダーの皆さまに紀陽銀行グループ
の持続的な価値創造に向けた取り組みについてご理解いただくため、
本報告書を作成いたしました。編集にあたっては、国際統合報告評議
会（IIRC 現 : IFRS財団）が提示する「国際統合報告フレームワーク」
および経済産業省の「価値協創ガイダンス2.0」などを参考にしました。

本報告書には将来の業績に関する記述が含まれています。こうした記
述は将来の業績を保証するものではなく、さまざまなリスクや不確実
性を内包しています。将来の業績は、経営環境の変化などにより、見
通しと異なる可能性があることにご留意ください。

見通しに関するご注意

報告対象期間　2024年４月～2025年3月（一部2025年4月以降～）

編集方針

03 マネジメントメッセージ

15 価値創造ストーリー

27 経営戦略

51 ステークホルダーとの価値共創

43 人的資本経営

83 財務・企業情報

62 コーポレート・ガバナンス

57 環境への取り組み

03  トップメッセージ

15  紀陽銀行の歩み

27  第7次中期経営計画

43  人的資本経営の高度化

52  創立130周年記念事業

83  主要財務データ

62  コーポレート・ガバナンス

73  役員一覧

75  リスク管理態勢

81  コンプライアンス態勢

53  法人のお客さま

85  企業情報

69 特 集  社外取締役 ダイバーシティ座談会

55  個人のお客さま

56  地域社会

17  事業基盤

31  中小企業分野における取り組み

49 特 集  未来創造室座談会

19  価値創造プロセス

33  戦略系グループ会社の取り組み

35  サステナビリティ戦略

41  株主・投資家とのコミュニケーション

42  株主還元の充実

37 特 集  スタートアップ支援拠点「Key Site」座談会

21  サステナビリティ経営

23  マテリアリティ(重要課題)

25  財務・非財務ハイライト

09  財務担当役員メッセージ
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“創立130周年の節目の年を迎え、
次なる成長ステージへ”

すべての
ステークホルダーへの
“感謝”を胸に、

地域とともに成長し続ける、
金融グループを目指して

私が頭取に就任し４年が経過しましたが、その間、新型コロナ
ウイルスの蔓延や、ウクライナ・中東情勢の緊迫化、そして我々
の経営環境を一変させる“金利のある世界”の到来など、未だか
つてない“変化の時代”に直面していると感じています。

そのような中、当行は２０２５年５月に創立１３０周年を迎えるこ
とができました。これもひとえにステークホルダーの皆さま方の
ご支援の賜物と心より感謝申し上げます。１３０年という長い歴史
の中で様々な経験を経て、現在の当行グループの経営理念や経
営基盤、そして経営戦略があるわけですが、目まぐるしく経営環
境が変化するこの時代においては、存在意義や企業価値の源泉
など「次世代へ紡いでいくもの」と、変革を恐れず成長に向け
て我々自身が「変わらなければならないもの」の両面を持ち合わ
せていく必要があると考えています。

金利のある世界という新たな経営環境に身を置く中で、我々
が思い描く次なる成長ステージ、そして企業価値向上への道筋
についてお話しさせていただきます。

当行グループは、過去バブル崩壊時の不良債権の発生や取
り付け騒ぎなど、長い歴史の中で非常に厳しい時代も経験して
きましたが、地元地域をはじめとする多くのステークホルダーの
方々にご支援いただき、現在の紀陽フィナンシャルグループが
存在します。現在、当行グループは中小企業分野を強みとして、
同分野への経営資源の集中投下を続けていますが、バブル崩壊
後の厳しい時代に培った中小企業取引における本業支援や再生
支援などの知識やノウハウは、現在も企業文化として定着して
おり、中小企業取引における競争優位性の源泉となっています。
中小企業分野への経営資源の選択と集中を進めてきた結果、収
益性や自己資本比率は、全国の地方銀行の中でも上位の水準
まで伸長するなど、当行グループの成長の原動力となっており、
経営戦略における中小企業分野の位置づけやあり方については、
今後も次世代に紡いでいくべきものと考えています。

その反面、成長を続ける中で課題として見えてきたテーマもあ
りました。過去厳しい時代を経験してきたことから毎年度の着実
な業績の伸長に重きを置いてきたように感じる面もあり、環境変
化の激しい時代に突入する中、我々自身が変わらなければなら

ないポイントであると認識しています。以前に比べ経営基盤の厚
みも増してきたこともあり、業績の伸長をコミットするだけではな
く、中長期的な成長ビジョンをステークホルダーの方々にお示し
し、企業価値の向上をコミットしていくことが我々経営の大きな
役割であると考えています。その一環として、当行グループの中
長期的なあるべき姿を行内で議論し、２０２２年に長期ビジョンを
策定しました。そして、長期ビジョンとして目指す１０年後のある
べき姿の実現に向け、バックキャストによる経営戦略の策定を行
い、そのファーストステップとして２０２４年４月より第７次中期経営
計画を進めています。

２０２５年３月期、第７次中期経営計画の初年度を終えましたが、
主要ＫＰＩはすべて達成し、本業の収益力を示す「顧客向けサービ
ス業務利益」が過去最高となる１６９億円を計上するなど、着実
な手ごたえを感じています。役務取引等利益についても、過去
最高となる９５億円を計上し、金利上昇による利益の押上効果だ
けではなく、本業における営業活動自体も順調であったと評価し
ています。また、第７次中期経営計画の初年度を終える中、金
利環境の変化に加え、本業自体も想定以上に好調であったこと
から、当初掲げていた最終年度の目指す経営指標についても、
大幅な見直しを行いました。※１　特に、企業価値の向上を図る上
で重要な要素となるＲＯＥについては、拘りをもって取り組んでき
ましたが、初年度の２０２５年３月期は当初の最終年度「目標」で
あった７％を上回る７．４６％となり、今後の目指すＲＯＥ指標につい
ても第７次中期経営計画最終年度に８％以上、中長期的には１０
％以上へと見直しを行いました。

第７次中期経営計画のコンセプトは、“中小企業「取引」を起
点としたビジネスモデルへの変革”であり、「貸出」起点という従
来の概念からマインドチェンジを行いました。本業支援活動を起
点にお客さまのすべてのバリューチェーンに関与していく高付加
価値型の営業活動を行うことは、競争優位性に繋がるとともに、
本業支援に関する非金利収益の増強など、資本効率という面で
も重要な取り組みとなります。そして何より、長期ビジョンに掲
げる“お客さまとの価値共創”を実現する上では、質の高い本業支
援活動が必要不可欠であり、第７次中期経営計画を通して更な
る活動の高度化を進めたいと考えています。

※1 財務担当役員メッセージ　 P.09

株式会社紀陽銀行
取締役頭取

トップメッセージ はじめに

130年の歴史
－過去の経験が成長の原動力に－

第7次中期経営計画
－進捗は良好、目指す経営指標を上方修正－
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Ⅰ.	紀陽フィナンシャルグループの価値創造
	 マネジメントメッセージ



社会環境はかつてない速さで変化し、価値観の多様化も進ん
でいます。そのような中、今後の中長期的な成長に向けたある
べき姿を明確化し、ステークホルダーの方々ともビジョンを共有
しておく必要があると感じ、２０２２年に紀陽フィナンシャルグルー
プの長期ビジョンを策定しました。長期ビジョンには、「お客さま
との価値共創」、「企業変革への挑戦」、「人が未来を創造」の３
つの想いが込められています。 

企業変革への挑戦
当行は過去厳しい時代を経験する中で、営業体制の見直しや

店舗機能の見直しなど、他行に先駆けて大胆に実施し、また、
そうせざるを得なかった部分もありますが、結果的には資本効率
を意識した筋肉質な経営基盤の構築に向けた足掛かりとなり、マ
イナス金利下でも本業利益を着実に伸長できる体制へと成長しま
した。引き続き、中小企業分野への経営資源の集中投下を進め
ながら、営業体制の更なる見直しや、グループ機能の高度化な
ど、コア事業における競争優位性の発揮に向けた挑戦を続けて
いきます。※4　

そして、新たな成長ステージを迎える中で、伝統的な銀行業
務の枠にとらわれない、新領域での事業拡大を目的に、２０２４年
４月、経営企画部内に「未来創造室」を新設しました。未来創
造室では、新たな収益ドライバーの創出に向けた新規事業の検
討を進めているほか、全役職員を対象とした行内起業プロジェク
トの実施など、企業変革に向けたグループ全体のマインド醸成に
も取り組んでいます。※5　

人が未来を創造
無形商材を扱う我々金融機関にとって、最大の資本は「人」

であり、行員の成長こそが、長期ビジョンの達成、企業価値の
向上に向けた大きな原動力になると考えています。私が頭取に
就任した際の役職員に向けた所信表明では、行員にとって「信
頼できる会社」、「安定した会社」、「働いてよかったと思える会社」
を目指すという想いを伝え、就任以降、取り組みを進めていま
す。私自身も“直接行員の声を聞きたい”、そして“直接行員に伝
えたい”という想いから、２０２４年度より各エリアを訪問し、若手
行員との座談会を開催しています。行員一人一人が銀行経営の
中でどのような役割を担い、どのように企業価値向上に貢献し
ているかについて理解することで、経営の“自分事化”を進め、企
業価値向上に向けて同じベクトルを目指す行員を一人でも多く増
やしたいと考えています。創立１３０周年事業として実施予定の、
行員への譲渡制限付株式交付もその一環となっています。

また、多様性が求められる社会の中で、価値共創を実現して
いくためには、性別や年齢などに関係なく、すべての行員が成
長・活躍できる組織作りが大切です。

ダイバーシティ＆インクルージョンの実現に向けて、制度や規
則などのハード面の整備は当然のことですが、企業文化などのソ
フト面にも気を配り、従業員エンゲージメントの向上にも取り組
んでいます。※6　

お客さまとの価値共創
当行グループの経営理念には、“地域社会の繁栄に貢献し、

地域とともに歩む”とありますが、お客さま、そして地元地域との
価値共創を通じて、地域社会の成長に貢献したいと考えていま
す。中小企業分野における本業支援活動もその取り組みの一環
であり、地域の事業者の成長は、そこで働く従業員の方々の暮
らしも豊かにするなど、サステナブルな地域社会を構築していく
上で大切な取り組みとなります。

その一方、あるべき姿からバックキャストし課題を抽出する中
で、今後の大きなテーマとなるのが、人口減少に伴う地域経済
の縮小です。人口減少は、我々の地元地域だけではなく、全国
的にも深刻な課題となっていますが、とりわけ地域金融機関とい
う業態は、他業態に比べ影響度は大きいものと考えており、持
続的な成長を目指す上で、向き合わなければならない課題であ
ると認識しています。そして、このような背景をもとに１３０周年
事業の一環として２０２５年３月に開設したのが、スタートアップ
支援拠点の「Ｋｅｙ Ｓｉｔｅ」です。※2　マネーフォワードグループや
行政、大学など多くの外部機関と連携し、地域全体が本気とな
ってスタートアップ企業の育成・創出に取り組むことで、地域に
おける雇用の拡大、ひいては人口増加へと繋げていきたいと考
えています。

また、地域での“人手不足”という問題も深刻化しており、地
域の持続性を考える上で対処すべき課題であると認識し、取り
組みを進めています。人手不足に対しては、雇用を確保するこ
とも大切ですが、同時にＩＴ技術の活用による業務の生産性向
上も重要な取り組みであると考えています。当行グループでは、
グループ会社である紀陽情報システムとも連携しながら、和歌
山県、堺市からの受託事業として地域事業者のＤＸ診断なども
行い、地域全体のＤＸ化に取り組むことで、地域との価値共創
を進めています。※3

企業価値の向上は、すべてのステークホルダーに対して果たさ
なければならない最大のコミットメントであると考えています。現
状では、ＰＢＲ１倍を下回っている状況であり、まずは早期の１倍
達成に向けて、第７次中期経営計画を中心に、ロジックツリーに
基づく各種戦略を進めています。資本効率を示すＲＯＥについて
は、２０２５年３月期は７．４６％と、計画値を大幅に上回る結果とな
りましたが、こちらも未だ十分な水準とは考えておらず、中長期
的な目標とする１０％の早期達成を目指しています。また、持続
性のある企業価値向上を目指す上では、政策金利の動向などの
外部環境要因を除外した、当行グループ独自の強み・戦略によ
る外部環境要因「＋α」の成長ストーリーを明示することが大切
であると考えています。２０２５年３月期の貸出金利息の増加要因
を見ると、残高要因が利回り要因を上回るなど、当行の強みと
する“中小企業分野”での競争優位性が発揮されている結果と捉
えていますが、今後も自助努力によるＲＯＥ向上を目指してまいり
ます。

また、ＰＥＲについては、現在のＲＯＥ水準と比較すると決して
十分な水準であるとは考えておらず、株主還元の充実や戦略的

ＩＲの実施など、ＰＥＲ改善に向けた取り組みを進めています。機
関投資家の方々との積極的なエンゲージメントにも注力しており、
頂いたご意見や課題については、定期的に経営で議論し、企業
価値向上に向けた取り組みを進めています。２０２４年１１月に実施
した株主還元方針の変更についても、機関投資家の方々とのエ
ンゲージメントを通じて抽出した経営課題の一つであり、企業価
値の最大化に向けた還元施策を検討する中で、大幅な還元方針
の見直しを行いました。※7

エリア特性に応じた営業戦略の展開
当行は和歌山市内に本店を置き、２０２５年５月に創立１３０周

年を迎えましたが、実は大阪エリアへの店舗展開も７５年の歴史
があり、現在の事業性貸出金残高に占める割合は、和歌山エリ
アが２０％程度に対して、大阪エリアは５５％と過半数以上を占め
ています。当然エリア毎にニーズや、マーケット状況は異なりま
すので、第７次中期経営計画では、各エリア毎の活動ウェイトイ

企業価値の向上
－まずは早期のPBR1倍達成へ－

⃝ お客さまの期待をこえる　⃝ 銀行という枠をこえる　⃝ 地域の壁をこえる

銀行をこえる銀行へ

～お客さまの期待や地域の壁をこえ、　銀行という枠をこえることをめざします。
役職員の行動指針
大切にする価値観

長期的にめざす
あるべき姿

理 念

※2 スタートアップ支援拠点 「Key Site座談会」　 P.37

※3 ステークホルダーとの価値共創_地域社会　 P.56

※4 戦略系グループ会社の取り組み　 P.33 ※7 株主還元の充実　 P.42

※6 社外取締役　ダイバーシティ座談会　 P.69

※5 未来創造室座談会　 P.49

地域社会の繁栄に貢献し、地域とともに歩む　
堅実経営に徹し、たくましく着実な発展をめざす

経 営 理 念

お客さまとの価値共創と企業変革への挑戦を続け、
人が未来を創造する地域金融グループとなる

長期ビジョン

成長戦略
－中小企業分野への選択と集中－

長期ビジョン
－現状とのギャップを認識し、着実に前進－
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メージを明確化し、地域のニーズにマッチした営業活動を展開し
ています。例えば大阪市内を中心とする大阪事業部では、マー
ケットでのシェアの拡大余地はいまだ大きいため、事業性取引拡
大への活動ウェイトを高めています。一方で、メインバンクシェア
率が全国第２位の和歌山事業部では、地域の事業者への成長支
援活動に注力し、サステナブルな地域社会の構築に活動の重点
を置いています。特性の異なる隣接する２つのエリアを地元とす
る地方銀行は全国でも珍しく、当行の強みの一つでありますが、
地域特性に応じた活動を展開することで、お客さまとの価値共創
を実現するとともに、活動する行員自身のやりがいやエンゲージ
メントの向上にもつながっています。

また、２０１８年４月に開始した第５次中期経営計画以降、７年
間で大阪エリアの貸出金は約８，０００億円増加し、増加率５０％以
上と大きな伸びとなっていますが、大阪府下における当行の貸出
金シェアは依然３％程度となっており、更なる業容拡大の余地は
十分にあります。２０２５年３月には、約５年ぶりに新たな事業性の
取引拠点として大阪市内に九条支店をオープンしましたが、金利
のある世界を迎える中で、規模拡大の足掛かりにしたいと考えて
います。今後中長期的な成長を目指す中では、営業エリアの拡
大なども検討しながら、当行の強みが最大限に発揮される営業
体制の構築を進めてまいります。

事業性分野における競争優位性
競合の激しい大阪エリアで、着実に規模の拡大を図ってきまし

たが、事業性分野における競争優位性や持続性についてご質問
をいただくことが多くあります。事業性取引に関するノウハウを
定量的にお示しすることは、なかなか難しい部分もありますが、
一つは長い歴史の中で培われた本業支援ノウハウであると考え
ています。バブル崩壊以降、当行は多くの不良債権を抱えたこ
ともあり、本業支援や再生支援に注力してきた歴史があります。
現在も、本業支援を専門とする本部部署である「ソリューション
戦略部」には約７０名が在籍し、分野ごとに専門知識を有する行
員が各営業店と連携しながら、日々お客さまへの本業支援活動
を展開しています。

融資部にも経営サポート室を設置し約３０名が在籍しています
が、同室では財務面・本業面の両面でお客さまのサポートを行っ
ています。また、グループ会社にある、紀陽情報システムも本
業支援という面では、他行との競争優位性を発揮する大きな強
みとなっています。約２７０名のＩＴ人材を抱えており、銀行業高度
化等会社の認可も取得していますので、ＩＴ人材の派遣や、お客

さまからのシステム開発を直接受注するなど、銀行の枠をこえた
業務をおこなっています。

そして、当行グループの戦略におけるもう一つの特徴が、事
業性取引における「メイン取引化の推進」です。実効性のある
本業支援活動を行うためには、お客さまの経営そのものに入り込
む必要があり、メイン取引金融機関となっていく必要があります。
メイン取引化を推進する上では、適切な資金供給に向けた審査
ノウハウや、実効性のある本業支援活動、そして何よりお客さま
との強固なリレーションシップの構築が重要です。当行では、第
５次中期経営計画以降、コアカスタマー戦略※8 を展開しており、
当行の経営資源を優先配賦する層を明確化することで、コアカス
タマーとのリレーションを強化し、高付加価値型の営業によるメ
イン取引化の推進を図り、他行との差別化を進めてきました。本
店所在地以外でのメイン取引化の推進は、他行ではなかなか例
のない取り組みでありますが、長期ビジョンであるお客さまとの
価値共創に直結する活動であるほか、当行の安定した経営基盤
の構築にも大きく貢献しています。大阪エリアでは、事業性取引
における規模拡大に向けた経営資本の投下を、和歌山エリアで
は、地域経済の持続性向上に向けた経営資本の投下を行い、「安
定性と成長性」の両輪を意識しながら、企業価値の向上に取り
組んでまいります。

次なる成長ステージを迎える中で、地域社会、そして当行グ
ループの持続性向上に向けたサステナビリティ経営の高度化は、
非常に重要な取り組みであり、第７次中期経営計画でも、サステ
ナビリティ戦略を大きな柱の一つとしています。２０２３年に当行
グループの「サステナビリティ基本方針」を策定しましたが、同
時に地域社会が抱える課題についても検討し、５つのマテリアリ
ティ（重要課題）としてリスクと機会の特定を行い、解決に向け
た取り組みを進めています。※9　スタートアップ支援拠点「Ｋｅｙ  
Ｓｉｔｅ」の開設も人口減少というリスクへのアプローチになります
が、その他、気候変動への対応も我々地域金融機関にとっては
重要な課題であると認識しています。特に、和歌山県は過去重
厚長大型産業が主流であったこともあり、ＧＨＧ排出量は近畿２
府４県で最も多い水準となっています。当行グループのＣＯ₂排
出量は、２０３０年度の目標であった７０％削減（２０１３年度比）を
２０２４年度に前倒しで達成しましたが、更なる削減を進めるとと
もに、地域金融機関として地域全体の排出量の削減に取り組む
ことが責務であると感じています。政府が掲げる２０５０年のネット
ゼロの実現に向け、当行グループでは、お客さまへの脱炭素コ
ンサルティングの提供や、サステナブルファイナンスの取り扱い
など、様々なメニューを取り揃え、２０２４年７月には、和歌山市と
の「和歌山市における脱炭素経営の支援に関する連携協定」も
締結しました。足元では、大手製鉄所の一部廃炉や大手石油精
製所の閉鎖など、地域産業も大きな転換期を迎えていますので、
地域とともに脱炭素に向けた取り組みを進めてまいります。

そして、当行グループでは、２０２５年６月にＴＮＦＤ提言にも賛
同し、まずは地元地域の自然資本への依存と影響の分析に着
手し始めました。特に和歌山エリアは、熊野古道や高野山、南
紀白浜など豊かな自然資本を有しており、観光産業への結びつ
きも深いことから、今後さらに自然資本への理解を深め、サス
テナブルな地域社会の構築に活かしていきたいと考えています。
また、社会分野では、人権課題への対応も重要性を増していま
す。企業活動における人権尊重は、ＥＳＧの観点からも重要な取
り組みであり、当行グループでは、２０２４年５月に「紀陽フィナ
ンシャルグループ人権方針」を策定しました。今後も、持続可
能な地域社会の実現に向け、当行グループの役職員をはじめ、
ステークホルダーの方々とともに、人権尊重への取り組みを進
めていきます。

２０２５年５月、お陰様で無事創立１３０周年を迎えられたことに、
改めて感謝申し上げます。バブル崩壊前から、そしてバブル崩
壊後にも継続して支えていただいた、お客さま、株主さま、ま
た、当時の当行グループを支えていただいた我々の先輩行員に
も改めて感謝申し上げるとともに、当行グループの経営基盤に
ついても、やっと地域社会への恩返しができる水準まで成長する
ことができました。創立１３０周年記念事業の一環として本店建替
についてもリリースしましたが、これからの１０年は次世代に繋が
る成長ステージとなります。当行グループの強みである、中小企
業分野における競争優位性に磨きをかけながら、企業価値の向
上を図るとともに、今後は企業価値の持続性にも重点を置き、サ
ステナビリティ戦略を進めることで、地域社会とともに成長し続
ける“紀陽フィナンシャルグループ”を目指します。

今後もステークホルダーの皆さま方とのコミュニケーションを通
じて、地域課題の解決や社会価値の創出に取り組み、地域金融
機関としての存在意義を発揮することで、長期ビジョンの達成、
企業価値の向上を図ってまいります。当行グループの更なる成
長に向けて、引き続き皆さま方からの温かいご支援を賜りますよ
う、心からお願い申し上げます。

ステークホルダーの皆さまへ

サステナビリティ経営
－地域社会の持続性向上を目指して－

※8 中小企業分野における取り組み　 P.31 ※9 マテリアリティ(重要課題)　 P.23

安定性と成長性を
兼ね備えた経営基盤

P17 事業基盤

紀陽フィナンシャルグループの強み

高度なグループ
機能の活用

P33 戦略系グループ会社の
取り組み

中小企業分野に
おける競争優位性

P31 中小企業分野における
取り組み
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企業価値の向上に向け、当行は中長期的に目指す経営指標と
してPBR1倍以上を掲げており、ロジックツリーに基づいた経営
戦略、および施策を展開しています。各戦略の有機的な連動が、
結果的にPBRの向上に結びつくことを意識しながら諸施策の意思
決定を行っています。特に「金利のある世界」に突入したことで
経営環境が従前と大きく変化したため、過去の認識を改め、大
きく価値観を変化させなければならない分野と、根本的な価値を
変えずにより深化させていかなければならない分野がより明確化
されたと認識しています。2025年3月末時点のPBRは0.62倍と
依然1倍を下回っている水準であり、まずは早期の1倍達成を目
指しています。資本コストについては、CAPM（資本資産価格モ 
デル）で6-7%程度と考えており、リスクフリーレートの変化を受
け、資本コストも上昇傾向にあると認識しています。今後も環境

変化に対してフレキシブルに対応しながら各施策を展開すること
で、ロジックツリーと経営戦略の連動性を高め、企業価値の向
上に努めてまいります。

PBRを向上させる上で、業績がストレートに反映するROE
の向上が重要であると認識しており、中長期的に目指す経営
指標、および中期経営計画の経営指標にそれぞれROEを採用
しています。昨年度は中小企業取引を起点としたビジネスモ
デルの浸透により事業性貸出金を中心に貸出金残高が計画以
上に増加したことに加え、政策金利が2度引き上げられたこと
もあり、本業の業績が順調に推移しました。その結果、ROE
については7.46%となり、中期経営計画初年度で計画最終年
度計の目標としていた7%以上を達成したため、計画最終年度
の目標値を7%以上から8%以上へと引き上げました。加えて
中長期的に目指すROEについても、8%以上から10%以上へ
と引き上げを行っています。

中長期的なROE目標の達成に向けては、収益性を示す指標
であるRORAの向上が不可欠であり、アセットごとのRORA
やエリア別のRORA等、それぞれの特性と経営戦略をリンク
させながら主要セグメントのアセットの拡大、およびRORA
の改善等、トータルコントロールを意識しています。アセッ
ト別のRORAについては、まず当行のコア事業である事業性
貸出分野におけるアセットの拡大とRORAの改善が重要テー

マと捉えています。地域金融機関として、地域経済の成長と
いった観点からも一定のリスクテイクを行うことが必要であ
るとも考えており、収益性と中長期的な成長のバランスを考
慮しながら判断し、アセットの拡大とともに、RORAの改善
にも取り組んでまいります。事業性貸出分野以外の、コーポ
レートファイナンス、ストラクチャードファイナンス、リア
ルエステートファイナンス分野については戦略的な観点のも 
と、RORAを重視した取り組みを行っています。エリア別RORA
については、和歌山エリアでは地域企業向けの本業支援活動
の強化による非金利収益の増強に取り組むことでRORAの改
善を図りつつ、地域経済の成長に資する活動を展開していま
す。一方で、大阪エリア、特に大阪市以北については当行の
シェアは依然低く預金・貸出金ともにシェア拡大の余地は大き
いと認識しており、積極的に経営資源を投下しながら事業規模
の拡大とRORA向上を両立させる取り組みを進めています。

RORAについては、行内での理解も重要であると認識して
おり、個社別RORAデータの営業店への還元や、一部店舗で
は目安とするRORA水準を設定するなど、今後も組織全体へ
のRORA浸透を進めてまいります。

ロジックツリーに基づくＰＢＲ向上へ向けた取り組み

ＲＯＥ向上に向けた取り組み

当行の最大の資本である人的資本の価値を最大化し、当行の強みである「中
小企業取引」を起点としたビジネスモデルへの変革を進めていくことで、和歌
山・大阪と環境の異なるそれぞれのマーケットのポテンシャルを引き出し、企
業価値の向上とステークホルダーの皆さまへの還元強化を図ってまいります。

取締役専務執行役員　丸岡 範夫

財務担当役員メッセージ

5.89
6.37

1.69 

6.54 当初目標
ROE : 8％以上当初目標

ROE : 7％以上
外債の損失処理

に伴う減益

中計初年度実績
ROE : 7.46％

修正後目標
ROE : 10％以上

政策金利 1．00%

修正後目標
ROE : ８％以上

政策金利 ０．５0%

第6次中期経営計画 第7次中期経営計画 中長期的目標

ROE : 9％ 程度政策金利 ０．75%

ROE : 10％ 程度政策金利 1．00%

政策金利の上昇スピードがメインシナリオより前倒しとなった場合
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不動産業向け貸出

事業性貸出
ストラクチャードファイナンス

コーポレートファイナンス 住宅ローン
アパートビルローン

● 実線：2024 年度実績
点線：今後の方向性

（円の大きさ：リスク経費控除後収益）
　　  ：2020 年度からの遷移トレンド

0.0

（%）

RORA

ROA

0.5

1.0

1.5

2.0

2.5

大阪 和歌山※２

東京
（コーポレートファイナンス）

● 実線：2024 年度実績
点線：今後の方向性

（円の大きさ：リスク経費控除後収益）

0.0 0.5 1.0 1.5 2.0（%）

収益力強化
RORAを意識した貸出金ポートフォリオの再構築 RORA浸透

非金利収益の増強 「中小企業取引」を起点とした ビジネスモデルの追求

コストコントロール
経費削減 BPR推進室の新設

与信費用コントロール メイン取引先増強、サポート機能強化

RWAコントロール 収益性と健全性のバランスを意識した
リスクアセットコントロール

RF推進室※1、SF推進室※2の設置による
戦略的な貸出金ポートフォリオの構築
※1 リアルエステートファイナンス推進室
※2 ストラクチャードファイナンス推進室

RORA向上

財務レバレッジ
適正化

資本の最適配分
政策投資株式の縮減 縮減目標の引き上げ

成長分野への経営資源配賦 新たな収益機会創出　　

成長期待醸成

事業リスク低減

株主還元

サステナビリティ
経営の高度化

株主還元充実

持続可能性の向上・ESGの取り組み

累進的配当の導入

人材投資による人的資本強化

機動的な自己株式取得

地域経済成長への貢献

戦略的IRの実施

株主還元方針に基づき機動的に検討

インキュベーション施設開設
地域DX推進、地公体との接点強化

「対話 ➡ 課題抽出 ➡ 実行」サイクルの実践

ボラティリティ抑制
グループガバナンス高度化 組織横断によるWGの新設

安定的な事業ポートフォリオ構築 戦略系グループ会社への経営資源傾斜配賦

PER向上

ROE向上

PBR向上

ロジックツリー 経営戦略

● ＰＢＲロジックツリー

● ROE 目標の修正

● 主要アセット別 RORA ● 事業性貸出エリア別 RORA ※ 1

※1 事業性貸出・ストラクチャードファイナンス・不動産業向け貸出・コーポレートファイナンスの合計
※2 奈良県は和歌山県に含む

2015/3 2016/3 2017/3 2018/3 2019/3 2020/3 2021/3 2022/3 2023/3 2024/3 2025/3

0.62倍0.60

0.42
0.55

0.51 0.48 0.46 0.48

0.36
0.44

0.53

（倍）

● PBRの推移

09 10統 合 報 告 書  2025KIYO FINANCIAL GROUP

マ
ネ
ジ
メ
ン
ト
メ
ッ
セ
ー
ジ

経
営
戦
略

価
値
創
造
ス
ト
ー
リ
ー

人
的
資
本
経
営

ス
テ
ー
ク
ホ
ル
ダ
ー
と
の
価
値
共
創

環
境
へ
の
取
り
組
み

コ
ー
ポ
レ
ー
ト
・
ガ
バ
ナ
ン
ス

財
務
・
企
業
情
報

Ⅰ.	紀陽フィナンシャルグループの価値創造
	 マネジメントメッセージ



2025年3月期は第7次中期経営計画初年度でありましたが、
当行が重要な指標と位置付けている「顧客向けサービス業務利
益」が過去最高の169億円を計上するなど本業の収益が順調に
推移しました。その結果、連結の「親会社株主に帰属する当期
純利益」は当初業績予想を31億円上回る176億円となり、第7
次中期経営計画を順調にスタートさせることができました。こち
らについては、貸出金残高が大阪エリアの事業性貸出を中心に
増加し前年比8.2%増加となる3,177億円増加したことや、計画
策定時に織り込んでいなかった金利環境の変化により貸出金の
利回りが上昇し、資金利益が前期比96億円増加の507億円とな
ったことが主な要因となっています。加えて、役務取引等利益に
ついても事業性取引関連手数料が増加したことにより過去最高
となる95億円を計上するなど、本業での収益力が着実に強化さ
れているものと評価しています。

あるため、基本的には満期まで保有する方針でありますが、金
利情勢を見ながらしっかりとリスクコントロールを行い、本業以外
での一時的な益金が発生した場合には、ポートフォリオの見直し
を検討する等、資本効率も意識しながら対応してまいります。

2026年3月期の業績予想については、政策金利が現状の
0.5%で推移することを前提としていますが、貸出金利回りの上
昇に加え、貸出金の増強による貸出金利息の増加、および役務
取引等収益の増加を見込んでいます。一方で預金利息について

与信コストについては、引当方法の見直しに伴う貸倒引当金
戻入益等を計上した結果、1億円の戻入計上となりました。与信
コストは一般的に業績へのボラティリティが大きい項目となります
が、当行の強みである中小企業分野における審査ノウハウやお
客さまへのサポート体制、またバブル崩壊後の実体験に基づく大
口与信先の抑制を目的とした個社別与信残高管理の徹底が与信
コストにおけるボラティリティの抑制にも寄与していると考えてお
り、株主資本コストを抑制しつつ、ROEを高めていきたいと考え
ています（P31 中小企業分野における取り組み）。また、市場部
門については、国内金利の上昇を受け保有する国内円貨債券の
評価損が拡大していますが、2025年3月期には、貸倒引当金戻
入益等、本業のトップラインに基づく収益以外で計上した一時的
な益金を活用しながら低利回り債券を中心に一部売却し、ポート
フォリオの見直しを行いました。評価損の大半は国内円貨債券で

も増加する見通しであることに加え、人材への投資や物価上昇
等の影響を勘案し、経費面についても16億円の増加を見込んで
います。また、創立130周年記念事業の一環として本店の建替
を予定しており、旧本店の除却や取り壊し費用の引当、本部部
署の引越し費用など、一時的な費用を計上した予想としていま
す。

これらを踏まえ、単体の当期純利益は前期比10億円の増加と
なる168億円を見込んでいます。

２０２５年３月期決算振り返りと２０２６年３月期業績見込み（単体）

当行の特徴は和歌山、大阪という特性の異なる2つのマーケッ
トで事業を展開し、それぞれのエリアのニーズに応じた営業戦略
を策定・実行している点にあり、強みである中小企業分野におけ
る競争力を最大限に発揮できる体制構築を進めています。第7次
中期経営計画ではエリア特性に応じた営業活動のウェイトイメー
ジを設けており、特に大阪エリアでは、事業性取引に注力した貸
出金の増強に努めています。

大阪市内を中心に経営資源を集中投下することで、大阪エリ
アの貸出金は順調に増加していますが、依然シェア拡大の余地
は大きく、引き続き経営資源を投下していくことで更なる成長を
見込んでいます。

また、第7次中期経営計画では、「中小企業取引を起点とした
ビジネスモデルの追求」をテーマに掲げ、当行との融資取引の
有無にかかわらず、当行営業エリア内の事業者、および地域の

成長・発展に寄与することを目的に、今後も中小企業分野への
更なる経営資源の投下を進めていく方針としています。その方針
の中心となるのが、2018年4月に導入したコアカスタマー戦略で
す。コアカスタマー戦略とは取引残高のボリューム基準とOHRの
収益基準の2軸で取引先を4領域にセグメント化し、セグメントに
応じて当行の経営資源を配賦し、お客さまとの価値共創・当行収
益の最大化を目指す戦略であります。その領域のひとつであるコ
アカスタマー層は収益貢献度が非常に高いとの分析結果が示さ
れており、経営資源を優先的に配賦する対象と設定しています。
コアカスタマー戦略の導入後、継続的にコアカスタマー層に経営
資源を積極投下した結果、コアカスタマー先数、およびそのセグ
メント収益も堅調に増加しています。今後もコアカスタマー先数と
個社別の採算性の向上にこだわった営業戦略を展開し、「金利の
ある世界」においてより一層の収益の向上を目指してまいります。

今後の成長戦略について

2021/3末 2022/3末 2023/3末 2024/3末 2025/3末

（先）　■ 和歌山　■ 大阪　■ その他

143 
7,400

4,113 

3,144 

146
8,342

4,671

3,525

155
8,581

4,963

3,463

189
8,989

5,211

3,589

221
9,761

5,777

3,763

2021/3末 2022/3末 2023/3末 2024/3末 2025/3末

（百万円）　■ 資金利益　■ 役務取引等利益　■ クーポンスワップ収益

337
15,054

3,917

10,799

587
16,851

4,594

11,671

2,064

19,120

4,869

12,187

1,578
19,917

4,874

13,465

2,593
25,033

5,666

16,773

● 2025年3月期決算及び2026年3月期業績予想

● コアカスタマー先数 ● コアカスタマー先の収益推移

単体（単位：億円） 2024/3期 2025/3期 前期比 2026／3期
業績予想

業務粗利益 428 501 73 609
資金利益 411 507 96 519

うち貸出金利息 364 427 62 536
役務取引等利益 88 95 6 100
経費（△） 319 335 16 351
実質業務純益（一般貸倒引当金繰入前） 109 165 56 258

うちコア業務純益（除く投資信託解約損益） 189 253 63 262
臨時損益 74 43 △30 10
経常利益 183 208 25 263
当期純利益 139 158 18 168
与信コスト総額（△） △23 △1 21 30
顧客向けサービス業務利益 146 169 23 202

2024年4月からスタートしている第7次中期経営計画につ
いては、2024年7月に、お客さまにご負担をおかけするこ
となくお客さまの担当店舗を最寄り店舗に移管する「管理移
管」という手法により営業体制の最適化を実施し、営業担当
者が車等の移動で費やしていた年間約9,400時間の移動時間
を、お客さまとのコミュニケーションの時間や本業支援活動
を行う時間等に転換することができました。加えて大阪市中
心部へ人員の再配置を実施したこともあり、大阪エリアにお
けるお客さまからの融資案件の相談件数は増加し、相談金額
については約9,500億円と前年に比べ約25%の増加となりま
した。当行が注力するコアカスタマー先数とその収益額の大

幅な増加を実現し、貸出金利息の増加内訳についても残高要
因が利回り要因を上回る結果となっています。
このように本業が順調に推移するなかで、「顧客向けサー
ビス業務利益」は既に第7次中期経営計画最終年度の目標
を上回っている状況でもあり、計画最終年度の目標として
いる4つの指標のうち、連結ROE・親会社株主に帰属する
当期純利益・顧客向けサービス業務利益の3項目を以下の
通り見直すこととしました。政策金利の上昇を受けた貸出
金利息の増加に加え、自助努力が反映される役務取引等利
益なども過去最高となる実績を計上するなど、業績が想定
以上に順調であることが目標見直しの主な要因と言えます。

第７次中期経営計画の進捗状況と目指す経営指標の見直し

目指す経営指標 当初計画
（修正前） 修正後 当初

計画比
2025/3期

実績
ROE 〈連結〉 7.0%以上 8.0% 以上 +1.0% 7.46%
当期純利益 〈連結〉 180億円以上 210億円以上 +30億円 176億円
顧客向けサービス業務利益 〈単体〉 150億円以上 220億円以上 +70億円 169億円
自己資本比率 〈連結〉 10ー11%程度 （変更なし） ー 12.0%
政策投資株式の縮減額（計画期間中、時価ベース） 40億円 100億円 +60億円 77億円

● 中計 KPI 見直し（政策金利シナリオ：0.5％）

連結（単位：億円） 2024/3期 2025/3期 前期比 2026／3期
業績予想

連結粗利益 468 545 77 664
経常利益 201 233 31 292
親会社株主に帰属する当期純利益 150 176 25 185
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株主の皆さまをはじめとするステークホルダーの方々に
我々の経営戦略、および将来の展望をご理解いただくために
は、積極的な情報開示とコミュニケーションの充実が重要で
あると認識しており、質の高いコミュニケーションを重ねる
中で新たな価値が共創されていくものと認識しています。

ステークホルダーの皆さまとの対話は企業価値向上に向け
た気付きを得る大変貴重な機会であり、今後も皆さまとの深
度あるコミュニケーションを通じて企業価値向上に向けた取
り組みを充実してまいりますので、皆さまの一層のご理解と
ご支援のほどよろしくお願い申し上げます。

成長分野への投資については、2023、2024年度に引き続
き2025年度もベースアップや人材育成に資する投資を実施す
るなど、当行グループの最大の資本である人的資本への投資
を積極的に行っています。また、今年度中に2本の新規ファン
ドの設立を予定する他、業務効率化による生産性向上を目的
としたシステム投資等、将来の成長分野に振り向ける経営資
源の最大化を目指した取り組みも進めています。

新規事業の検討については、2024年4月に経営企画部内に
新事業領域の企画・遂行を行う「未来創造室」を設置しており、
行内兼業による新規事業の検討や行内起業プロジェクトなど、

新たな取り組みを実施しています。年齢・役職を問わず幅広
い行員からの参加、応募の中から複数案件の事業化を検討し
ており、徐々にではありますがイノベーションにつながる組
織風土が芽生えつつあると感じています。

また、グループ戦略については、戦略系グループ会社への
経営資源の傾斜配賦と連携強化を進めることで、関連会社の
連結決算における収益寄与額は着実に増加しています。今後
もグループとしての一体感を醸成し、相互連携による課題解
決力の向上を目指してまいります。

成長分野への投資

ステークホルダーとの対話

資本政策については、株主還元の充実・成長への投資・健
全な財務体質のバランスを意識しながら実施する方針として
います。2024年11月には株主還元方針を大幅に変更し、配
当性向40%を目安とし、利益の成長とともに累進的な配当を
行う方針としました。その結果、昨年度は1株当たりの年間配
当金を2023年度の50円から110円へ増配し、今年度も1株当
たり116円の配当を予定しており、自己株式取得については
機動的に実施しながら、今後も株主還元の充実に努めてまい
ります。

政策投資株式については、地域金融機関として「経営戦略

上の必要性」等の保有意義を検証しながら、その意義が認め
られない場合には取引先企業との対話を行い、縮減を進めて
いく方針としています。第7次中期経営計画中に「時価ベース
で累計40億円程度（10%相当）」の縮減、連結純資産の20%
以下の水準を目指す計画としていましたが、昨年度1年間で時
価ベース77億円（簿価ベース13億円）の縮減を実現し、その
比率についても17.8%となり、初年度で計画数値を達成しま
した。これに伴い、中計期間中の縮減目標を100億円に変更
し、引き続き連結純資産の20%以内の水準を維持していく方
針としています。

資本政策

第7次中期経営計画における経営指標の見直しに伴い、サス
テナビリティKPIについても一部見直しを実施しました。本業
付加価値の増加に伴い、行員の処遇改善や成長機会の提供な
ど様々な取り組みを通じ、人的資本への投資を加速させるこ
とで人的資本経営の更なる高度化を目指してまいります。特
に当行の独自指標である「本業支援人的資本ROI」（※）は、人
的資本投資の成果や人的資本の成長度合いを示す、一つの重
要な指標として考えています。2025年3月期の本業支援人的
資本ROIは0.93倍と前期比+0.09ポイントの上昇となりまし
たが、引き続き積極的な人的資本投資を行い、人的資本の最
大化による本業収益の向上に取り組んでまいります。

また、行員のエンゲージメントスコアも上昇傾向にありますが、
行員のエンゲージメントは業績への影響が大きいものと捉えてお
り、こちらも更なる向上に向けて各種施策を進めてまいります。

サステナビリティ戦略（サステナビリティＫＰＩ修正）

2021/3末

684

27.8%
時価ベース累計 △40億円程度 ➡ △100億円に変更

連結純資産比 20%以下水準25.2%

20.9% 20.9%

293 261

613

468

209

498

189

421

176

2022/3末 2023/3末 2024/3末 2025/3末 2026/3末 2027/3末

（億円）　■ 時価　■ 簿価　 ●  連結純資産比（時価)

17.8%

2021/3期 2022/3期 2023/3期 2024/3期 2025/3期 2026/3期
17.4%配当性向 17.4% 66.9% 21.8% 40.4% 40％目安

10
24

35
27

40

20 26

40

30

33

50

110 116

71

 ■  自己株式取得額（億円）
 ■  配当総額（億円）
 ●  1株当たり配当金（円）

● エンゲージメントスコア

● 政策投資株式縮減方針の見直し● 株主還元

2024年度
ベンチマーク比 総合スコア キャリア機会の

提供 挑戦する風土

当行 70.8 73 63

金融業界 × 同規模 68.8 74 64

全業界 × 全企業規模 72.0 79 70

59
63

70.8

73

69.2

71

2024年度2023年度 2026年度 2029年度 2032年度

●  総合スコア　●  キャリア機会の提供　● 挑戦する風土
80以上

72以上

70以上

株主還元
方 針

2022年５月
株主還元方針策定 ▶︎

2023年11月
株主還元方針変更 ▶︎

202４年11月
株主還元方針変更

配当と自己株式の
取得を合わせ、

30％以上

総還元性向は、
配当と自己株式の

取得を合わせ、40%以上

配当性向40％を目安とし、
利益の成長とともに累進的な配当を行い、

自己株式取得は機動的に実施（※） 本業支援人的資本ROI＝顧客向けサービス業務利益÷人件費

0

2

4

6

8

10

12

14

自己資本比率
〈連結〉

バッファー資本2%
リーマンショック級のストレス発生想定

2025/3末 2027/3末 中長期的目標

利益蓄積 リスクアセット増加

配当 等（自己株式取得）● 成長投資の実施
● 株主還元の充実
● 成長投資の検討
● 適正自己資本比率内での資本蓄積

● 安定した株主還元の実施
● 適正自己資本比率に向けた資本蓄積
● リスクの抑制

● 株主還元方針の見直し
● リスクの削減

当行が認識している維持したい自己資本比率

規制上の必要最低自己資本比率

● 資本増強

バーゼルⅢ
完全適用の影響

適正自己資本比率 〈連結〉 10-11% 程度
12.05%

（％）

● キャピタルアロケーションイメージ
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Ⅰ.	紀陽フィナンシャルグループの価値創造
	 マネジメントメッセージ



202020102000199019801970196019501890 - 1940

(億円）
■ 貸出金　■ 預金

0

10,000

20,000

30,000

40,000

50,000

2016 マイナス金利政策開始

1895 株式会社紀陽貯蓄銀行設立 1995 5月 創立100周年
8月 財団法人紀陽文化財団設立

2012 紀陽堺ビルに大阪本部設置 2024   4月 第7次中期経営計画スタート P27

11月 株主還元方針の変更 P42

1922 普通銀行に転換
商号を「株式会社紀陽銀行」に改称

1996 紀陽リース株式会社設立 P34

2013 公的資金完済　
株式会社紀陽ホールディングスと合併

2025   2月 東貝塚コミュニティプラザが当行初の
 ZEB認証取得
  3月 大阪市内に5年ぶりの出店・九条支店オープン
 和歌山県発のスタートアップ支援拠点
 「Key Site」オープン P35

  5月 創立130周年 P52

 第7次中期経営計画経営指標上方修正 P27

 本店建替着手 P52

1948 県外店舗第一号として五条支店開設

1997 風説の流布による預金の流出

2015 紀陽大阪ビルに融資部大阪分室を設置
1950 大阪府下第一号店舗として深日支店開設

1999 和歌山県商工信用組合の事業譲受 2017 監査等委員会設置会社へ移行
1973 東京・大阪両証券取引所第二部に上場

2006 株式会社紀陽ホールディングス設立
株式会社和歌山銀行と合併
公的資金315億円導入

2021 紀陽情報システム株式会社銀行業高度化等会社認可取得
紀陽キャピタルマネジメント株式会社設立 P34

1975 東京・大阪両証券取引所第一部に昇格

2008 和歌山県に本店を置く唯一の地方銀行に
2022 東京証券取引所プライム市場へ移行

勘定系システムを「BankVision on Azure」
（パブリッククラウド）に移行
長期ビジョン策定

1985 紀陽ソフトウェアサービス株式会社
（現 紀陽情報システム株式会社）設立 P33

1991 シンボルマークの使用を開始

1992 「紀陽ピクシス」（現 本業支援推進室）設置

1991 バブル崩壊

1995 阪神・淡路大震災

1996 日本版金融ビッグバン構想

2005 ペイオフ完全実施

2008 リーマンショック

2011 東日本大震災 2024 マイナス金利政策解除

2020 新型コロナウイルス感染拡大

1895 20101900 2000 2020

提供：株式会社竹中工務店

41

第
1
部
／
第
１
章

紀陽貯蓄銀行の時代第 １ 章
〈明治28（1895）年～大正10（1921）年〉

大正初期の当校役職員（秋葉山公園にて）

本店の営業室内

新築落成の本店外観
湊支店新築広告 新聞広告

（大8.8.15 和歌山新報）

営業室以外は鋼板ぶき、2階造りの堂々たる店舗

であった。

更なる「飛躍」へ向けた挑戦

1984.3

貸出金残高 1兆円達成

2008.3

預金残高 3兆円達成

2020.3

貸出金残高 3兆円達成

2021.3

預金残高 4兆円達成

1980.3

預金残高 1兆円達成

2025.3

貸出金残高 4兆円達成

地域の皆さまとともに、130年の歴史を歩んでまいりました。
　紀陽銀行は、1895年の創立以来、和歌山県および大阪府を主要エリアとして「地域とともに」130年の歴史を
歩んでまいりました。
　バブル経済崩壊後には厳しい時代もありましたが、地域の皆さまの温かいご支援のもと、経営戦略・営業体制の
大幅な見直しなどダイナミックに変革を繰り返すことで成長し、強固な経営基盤づくりを進めてまいりました。
　130年の歴史の中で培った経験とノウハウを活かし、地域経済の発展に尽力するとともに、地域の皆さまに対
する「感謝」を忘れることなく、サステナブルな社会の実現に貢献してまいります。

紀陽銀行の歩み
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⃝  役員・従業員の地域別構成は、和歌山と大阪で
同水準となっており、人的基盤についても両エリ
アを地元とする

和歌山県 大阪府

※ 出向者、嘱託行員、パート除く

※総務省、和歌山県の統計資料等により当行調査

※　出所：金融ジャーナル増刊号「金融マップ」2025年度版より

※　出所：帝国データバンク「メインバンク調査2024年」より

※　出所：金融ジャーナル増刊号「金融マップ」2025年度版より

※総務省、大阪府の統計資料等により当行調査

外
部
環
境
　

外
部
環
境
　

特
徴
・
強
み
　

特
徴
・
強
み
　

和歌山
33,590億円
71% 

奈良・東京等
675億円
1% 

大阪
13,326億円
28% 

預金等残高

47,593億円
（2025/3末）

和歌山
12,359億円
30% 

奈良・東京等
6,593億円
16% 

大阪
22,739億円
54% 

貸出金残高

41,690億円
（2025/3末）

34.1% 45.0%
エリア内
総預金※

9.8兆円

エリア内
総貸出金※

2.7兆円
1.1% 3.7%

エリア内
   総預金※

116兆円

エリア内
  総貸出金※

56兆円

2018/3末 2021/3末 2024/3末 2025/3末

■ 和歌山　■ 大阪　■ その他

11,098

14,733
2,932

第4次中計最終
2.8兆円

第5次中計最終
3.2兆円

第6次中計最終
3.8兆円

大阪エリア
約8,000億円の増加（増加率54%）

第7次中計初年度
4.1兆円

12,359

22,739

6,593

従業員

■ 和歌山　■ 大阪　■ その他

役　員

1,077
52%

923
45%

65
3%

9
56%

7
44% 16

2,065

（2025/3末時点）

事業基盤

安定性と成長性を兼ね備えた2つの経営基盤

⃝  リゾート地の白浜や世界遺産に登録されている高野山・
熊野エリアなど観光資源・自然資源が豊富

⃝  和歌山エリアでは幅広い店舗網に加え、2021
年に和歌山営業本部を新設し、質の高い営業体
制を構築

⃝  大阪エリアでは事業性取引拠点を中心に展開し、
中小企業向け取引を強化

紀陽大阪ビル
⃝ 融資部大阪分室
⃝ 法人新規開拓室
⃝ リアルエステートファイナンス推進室
⃝ 

紀陽堺ビル
⃝ ソリューション戦略部
⃝ 
⃝ 

本店（和歌山市）

堺市

大阪市

大阪府

和歌山県

店舗数 42 店舗

営業拠点数 37 拠点

事業性取引拠点数 22 拠点

店舗数 68 店舗

営業拠点数 39 拠点

事業性取引拠点数 11 拠点

⃝  エリア特性に応じた本部を大阪に配置し、
　 融資審査や本業支援の提案スピード力を強化

⃝  事業所数、総生産が全国２位の日本有数の経済圏
⃝  経済規模は和歌山県の 約１０倍

⃝  本州最南端に位置し、温暖な気候から果物が豊かに実る地域
⃝  国内民間初のロケット発射場「スペースポート紀伊」が誕生

⃝  ２０３０年開業予定の統合型リゾートやインバウンド需要の
回復により、今後も成長が期待されるマーケット

⃝  大阪エリアで着実な成長を実現

⃝  更なるシェア拡大の余地は大きい

⃝  大阪への出店は７５年前から開始しており、貸出
金残高の５割超を大阪エリアが占める

⃝  和歌山での歴史は１３０年にのぼり、預金等残高
の７割超を和歌山エリアが占める1 長崎県 十八親和銀行 84%

2 和歌山県 紀陽銀行 63%

3 島根県 山陰合同銀行 62%

4 奈良県 南都銀行 60%

5 宮崎県 宮崎銀行 60%

⃝  預金シェア、貸出金シェアともにトップを誇る

⃝  和歌山県でのメインバンクシェアは全国2位の水準

特徴 特徴

マーケット マーケット

県内メインバンク先数

7,785社

全国
2位

県内総生産

3.7兆円
全国38位

府内総生産

41兆円
全国2位

人口

88万人
全国40位

人口

876万人
全国3位

スペースポート
経 済 効 果

670億円
10年間 高野山・熊野古道みかん・うめ・柿

統合型リゾート
経 済 効 果

1兆円/年

事業所数

4.5
万事業所
全国38位

事業所数

38.4
万事業所
全国2位

世界遺産

1か所

うめきた2期開発
総 事 業 費

6千億円

インバウンド

1,463万人
全国2位

生産量

全国1位
2027年2030年

Key Site 

和歌山県発のスタートアップ支援拠点を開設
P.35

事業性メインバンクシェア（全国ランキング） 地域別貸出金残高推移

和歌山県内金融機関に占める当行シェア 大阪府内金融機関に占める当行シェア

店舗ネットワーク　

預金等 地域別構成 

役員・従業員 地域別構成 (単位：人）

本部機能の戦略的配置　

貸出金 地域別構成
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取締役会の
実効性向上 地域DX

コンサルティング
グループ戦略 営業戦略

サステナビリティ
戦略

デジタル
バンキング戦略

地域経済の発展

人的資本の最大化と
持続性向上

2027年度目標
ROE8%以上
中長期的目標
ROE10%以上

ガバナンスと
コンプライアンス

の強化

気候変動への対応

脱炭素
ソリューション

人事戦略と
経営戦略の融合

マテリアリティ

第７次中期経営計画
中小企業「取引」を起点としたビジネスモデル

多様な働き方

BCP体制の強化

サイバー
セキュリティ

オペレーショナル・
レジリエンス
の確保

INPUT ACTIVITY OUTCOME

社会価値の創出

企業価値の向上

サステナビリティ推進

リスクマネジメント

コーポレート・ガバナンス

コンプライアンス

内部監査体制

価値創造プロセス
　当行は経営理念「地域社会の繁栄に貢献し、地域とともに歩む」「堅実経営に徹し、
たくましく着実な発展をめざす」のもと、130年の歴史を通じて培ってきた経営資本
を最大限に活かし、事業活動による創出価値の最大化を通じて「お客さまとの価値共創と
企業変革への挑戦を続け、人が未来を創造する地域金融グループ」をめざします。

お客さまとの価値共創と
企業変革への挑戦を続け、

人が未来を創造する
地域金融グループ

人的資本

知的資本

社会関係資本

財務資本

自然資本

⃝ 従業員数 2,065人
⃝ ソリューション営業人材 518人
⃝ 経営戦略企画人材 38人
⃝ 本部専門人材 84人
⃝ DX人材 958人
⃝ 戦略系グループ会社 271人

⃝ 中小企業取引における目利き力
⃝ 本業支援活動のノウハウ
⃝ グループ機能の活用による
　 高度な課題解決力

⃝ 130年の歴史で培ったリレーション
⃝ 店舗ネットワーク
　 和歌山68店舗、大阪42店舗、
　 奈良2店舗、東京1店舗
⃝ エリア特性に応じた各種本部機能
⃝ 事業性コアカスタマー数 9,761先
⃝ 産官学との連携

⃝ 預金調達 4兆7,593億円 
⃝ 貸出資産 4兆1,690億円
⃝ 自己資本比率（連結） 12.05%

⃝ 電気使用量 11,730千kwh
⃝ 豊かな自然環境
⃝ 地域の観光資源

マテリアリティに基づいた経営戦略と事業活動

⃝ 地域経済の活性化

⃝ 地域DX高度化

⃝ 新たな雇用の創出

地域

⃝ 質の高い金融サービスの提供

⃝ 本業支援による経営課題の解決

⃝ 理想のライフプランの実現

お客さま

⃝ 新たなビジネスの創出・成長支援

⃝ 持続可能な地域社会

⃝ カーボンニュートラルの実現

未来世代

⃝ 働きがいのある職場

⃝ 自律的キャリアの実現

⃝ ダイバーシティ ＆ インクルージョン

役職員

⃝ RORA向上

⃝ 積極的な対話

⃝ 株主還元の充実

株主
持続的な成長を支える経営基盤

経営理念

⃝ 人口減少・少子高齢化 ⃝ 金融政策の変更　⃝ 金融規制緩和
⃝ デジタル技術の進展 ⃝ 環境問題に対する意識の高まり

外部環境

経営資本の増強

社会課題解決への貢献
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サステナブルな地域社会実現への貢献には、当行が持続可能な環境・社会・企業統治（ESG）の実現を含めた
サステナビリティ経営を高度化する必要があります。

当行はコーポレート・サステナビリティを意識した経営の高度化と、グループの中長期的な企業価値向上のため、
「サステナビリティ委員会」「サステナビリティ推進室」を設置しております。

責任ある投融資に向けた取組方針

サステナビリティ基本方針

マテリアリティ（重要課題）の特定プロセス

サステナビリティ推進体制

経営企画部（サステナビリティ推進室）
⃝ サステナビリティに関する取り組みの総括、開示　⃝ 気候変動問題、生物多様性の損失等への取り組み　⃝ 社会貢献活動の推進　など

地
域
の
お
客
さ
ま

※既存の取り組みのほか、今後新たに実施する取り組みも含む

基本方針

リスク・負の影響を低減する分野

積極的に支援する分野

投融資の取り組みにあたっては、ESG（環境・社会・ガバナンス）の視点に配慮し、社会の持続的な発展、社会的課題の解決に努
める必要がある。そのため、環境・社会問題に真摯に向き合っている取引先に対しては、地域金融機関として適切な知見の提供や積
極的な支援をおこなう。

一方で、環境、社会に対してリスク、負の影響を与える投融資については慎重に判断し、その影響を低減・回避するよう努める。

紀陽フィナンシャルグループは、経営理念である「地域社会の繁栄に貢献し、地域とともに歩む」を不変の使命であり存在意義と捉え、
地域経済の成長と社会課題の解決の両立をめざし、持続可能な社会の実現に貢献してまいります。

社会および地域から取り組みが強く求められており、かつ当行グループの持続的な企業経営に重大な影響を及ぼすものをマテリアリティ
（重要課題）と位置づけ、中長期的な視点から解決に向けた取り組みをおこなってまいります。

重要な社会課題および地域の課題に対する当行グループの企業活動における役割を明確化するため、マテリアリティ（重要課題）を特
定し、取り組みを関連付けて示すことで地域金融機関として持続的な地域社会への貢献を示します。

巨大な社会変化の潮流（メガトレンド）の整理1

2 メガトレンドから地域社会を取り巻く社会課題を抽出

3 当行グループの重要度とステークホルダーの
重要度の2軸によりマテリアリティを特定

環境や社会に与えるネガティブな影響が大きいと考えられる、下記に示す特定の業種、セクターに対して投融資取引をおこなう際に
は十分に留意する。

環境や社会に与えるポジティブな影響が大きく、地
域の持続的発展に寄与する、右記に示す取り組みに対
して投融資取引をおこなう際には積極的に支援する。

❶ 森林資源や生物多様性の保全や環境負荷軽減に資する取り組み
❷ 再生可能エネルギー等の脱炭素社会への移行にかかる取り組み
❸ 非財務情報の把握を前提とした顧客課題の解決に資する取り組み
❹ 地域振興や地域の雇用創出・維持につながる取り組み

❶ 兵器　❷ 石炭火力発電　❸ 森林伐採　❹ パーム油農園開発

行内環境の整備

人事部 DX戦略部 営業統括部

市場営業部

融資部

本業を通じた取り組み

ソリューション戦略部

営業店 等

地方創生部総務部 BPR推進室

リスク統括部 事務システム部

経営会議

取締役会 サステナビリティ委員会
⃝ サステナビリティ経営への取り組み

⃝ TCFDにかかる気候変動リスク等への対応
⃝ TNFDにかかる生物多様性損失等への対応

経営理念である「地域社会の繁栄に貢献し、地域とともに歩む」の実現に向け、あらゆる企業活動において地域経済の成長と社会課題の解決に貢献します。
ステークホルダー（地域社会・顧客・株主・従業員等）と当行グループ双方にとって重要な課題をマテリアリティ（重要課題）として設定し、中長期的な観点
から経営と一体化した取り組みを推進します。

サステナビリティ基本方針（2023年6月策定）

当行グループの重要度

社会的な重要性が高いが、
現時点では企業経営に与える影響が
他の課題と比較して少ないもの

当行グループの企業経営にとって
重大な影響を及ぼすもの

ス
テ
ー
ク
ホ
ル
ダ
ー
の
重
要
度

マテリアリティ

特定

地域社会の繁栄に貢献し、地域とともに歩む
堅実経営に徹し、たくましく着実な発展をめざす

お客さまとの価値共創と企業変革への挑戦を続け、
人が未来を創造する地域金融グループとなる

サステナビリティ基本方針

マテリアリティの解決

マテリアリティへの取り組み

経営理念

長期ビジョン

行動指針・行動憲章・役職員行動規範

経営戦略

存在意義

サステナビリティ経営
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マテリアリティ(重要課題） リスクと機会 主な取組み サステナビリティKPI ２０２4年度実績 2026年度 
第7次中計最終年度

2032年度
長期ビジョン達成時

地域経済の発展
P53

リ
ス
ク

事業者数減少による地域の産業構造の変化
労働人口減少による地域の生産力の低下 ⃝ 事業者への本業支援の強化

⃝ 創業・スタートアップ支援の強化
⃝ 事業者に対するDX提案

本業付加価値【長期ビジョンKPI】 495億円 550億円 800億円

創業支援相談先数 累計117件 累計370件 累計1,500件

機 

会

融資および本業支援による
事業者の成長・発展
創業やスタートアップ支援による
地域経済の活性化

DX関連事業の受託件数 累計16件 累計100件 累計300件

人的資本の
最大化と持続性向上
P43

リ
ス
ク

環境整備不足による
優秀な人材の流出、採用難
スキル承継の停滞による競争力の低下

⃝ 人事戦略と経営戦略の融合
⃝ 働きがいのある職場づくり
⃝ 多様な働き方に対する環境整備

本業支援人的資本ROI【長期ビジョンKPI】 0.93倍 1倍以上 1倍以上

ソリューション営業人材一人当たりの本業付加価値 95.7百万円 100百万円 130百万円

ソリューション営業人材の配置人数 518人 536人 620人

エンゲージメントスコア（総合） 70.8 70以上 72以上

機 

会 人的資本経営の実践による企業価値の向上

エンゲージメントスコア（挑戦する風土） 63 60以上 70以上

エンゲージメントスコア（キャリア機会の提供） 73 75以上 80以上

時差勤務・在宅勤務等の利用者数 379人 400人以上 500人以上

ガバナンスと
コンプライアンスの強化
P62

リ
ス
ク

取締役会の機能不全による
不適切な企業統治
不祥事の発生による
金融機関としての信用の失墜 ⃝ 取締役会の実効性評価

⃝ 行動憲章・役職員行動規範の浸透
⃝ 人権方針の浸透

外部機関評価による取締役会の実効性向上 外部機関評価による
取締役会の実効性評価実施 外部機関評価導入 外部機関評価導入

機 

会

取締役会の実効性向上
顧客本位の営業体制構築による
営業基盤の確立

継続的な実施および各方針の浸透 ― ― ―

気候変動への対応
P57

リ
ス
ク

環境破壊による自然資本の毀損
地域脱炭素化の停滞による地元経済の減退 ⃝ サステナブルファイナンスの推進

⃝ TCFDを活用した気候変動対応
⃝ 脱炭素に関するソリューション営業の展開

サステナブルファイナンス実行額 累計4,303億円 累計7,000億円（2029年度目標）

CO₂排出量削減割合（2013年度比） 75% 70%（2030年度目標）
機 

会
地域脱炭素化による
事業者の収益機会の創出 脱炭素ソリューション実績件数 累計61件 累計180件 累計800件

オペレーショナル・
レジリエンスの確保
P75

リ
ス
ク

大規模災害による金融インフラの停止
情報流出（サイバー攻撃等）による
信用の失墜 ⃝ 激甚災害に対するBCP体制強化

⃝ サイバーセキュリティの強化
継続的な実施および取組内容の高度化

⃝ 「緊急時対策マニュアル」改定
⃝ 「金融分野におけるサイバー
　 セキュリティに関するガイドライン」
　 評価実施

― ―

機 

会
顧客目線での危機時の影響の極小化
ブランドイメージの向上

2025年5月に「本業付加価値」「本業支援人的資本ROI」「ソリューション営業人材一人あたりの本業付加価値」の目標値を上方修正いたしました。
※ 本業付加価値は取引先に対するサービスの付加価値（本業の売上高）を示す（計算式：貸出金平残×預貸金利回差＋役務取引等利益）
※ 本業支援人的資本ROIは本業における人件費の投資利益率を示す（計算式：顧客向けサービス業務利益÷人件費）
※ 累計は2024年4月以降分を集計（サステナブルファイナンス実行額のみ2022年4月以降分を集計）

マテリアリティ（重要課題）
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（億円） ■ 和歌山県内　■ 大阪府内　■ 奈良県・東京都 等

2024/3末 2025/3末2022/3末 2023/3末

34,240
3,495
18,331

12,414

36,098
4,118

19,439

12,540

38,513
5,101

20,874

12,538

41,690
6,593

22,738

12,358
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59.5 58.9
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54.5
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（億円） ■ 和歌山県内　■ 大阪府内　■ 奈良県・東京都 等

2024/3末 2025/3末2022/3末 2023/3末

45,964
681

12,523

32,759

46,142
691

12,555

32,894

0

20,000

40,000

60,000
47,057

677

12,893

33,487

47,593
675

13,326

33,590

（億円）

2024/3期 2025/3期2022/3期 2023/3期

124

0
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200

150 139 146

169

（%）

2024/3期 2025/3期2022/3期 2023/3期
0

20.0
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60.0

80.0
66.9

17.4 21.8

40.4

2024/3期 2025/3期2022/3期 2023/3期
0

2.0

4.0

6.0

8.0

6.4

1.7

（%）

6.5

7.5

貸出金残高 41,690 億円

※ バーゼルⅢ最終化を2023年3月から早期適用

※ 株主還元方針：配当性向40%を目安

親会社株主に帰属する当期純利益（連結） 176 億円

OHR（コア業務粗利益ベース） 54.5% 自己資本比率（連結） 12.0 %

預金等残高 47,593 億円

顧客向けサービス業務利益 169 億円

配当性向 40.4 %ROE（連結） 7.5 %

サステナブルファイナンス
累計実行額

Environment（環境）

Social（社会）

Governance（ガバナンス）

紀陽文化財団での活動

女性管理職比率

CDPスコア ネイチャーポジティブに
向けた取り組み

社外からの評価

育休取得率

女性取締役比率 

CO₂排出量
（Scope1・Scope2）削減割合

社外取締役比率

実行目標 7,000億円
（2022年4月～2030年3月）

4,303億円

2025/3末

目標：2030年度に
2013年度比70%以上削減、

2050年度カーボンニュートラル

75%

2025/3期

（4/12人）

33.3%

2025/6末

（2/12人）

16.6%

2025/6末

財務ハイライト 非財務ハイライト

P42

美術館・博物館等無料招待者数

1,282名

2025/3期

紀陽コンサート入場者数

1,947名
（２回開催）

⃝ 6年連続で「健康経営優良法人」に認定
⃝ 2018年6月 「プラチナくるみん」認定を取得
⃝ 2024年10月 「えるぼし（２段階目）」を取得

2025年6月

TNFDフォーラム参画

気候変動レポート2024

「B」スコア評価

（前年度比＋1.5%）

25.6%

2025/3末

※ 詳細データ P46

女性 102.8%

男性 88.8%

2025/3期

※ 年度をまたいで取得した従業
員を含むため、100%を超え
る場合があります。
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バックキャスト

2018/3期

5.32 5.08

6.11 5.89
6.37

1.69 

6.54

当初計画
201９/3期 20２０/3期 20２１/3期 20２２/3期 20２３/3期 202４/3期 20２５/3期 20２６/3期 20２７/3期 20２８/3期 20２９/3期 20３０/3期 20３３/3期

7.46%
8.0%
以上

7.0%
以上

8.0%
以上

PBR
１．０倍以上

10.0%
以上

第5次中期経営計画 第6次中期経営計画 第8次中期経営計画 第9次中期経営計画第7次中期経営計画

12.77

12.05 11.9

10-11程度

2024/3末 2025/3末 2026/3末
（業績予想）

2027/3末
（計画）

基本方針

コンセプト

メッセージ

地域の金融リーディンググループとしての機能発揮による地元地域との価値共創

中小企業「取引」を起点としたビジネスモデルへの変革

KX ～Kiyo transformation～　長期ビジョンの達成・企業価値の向上に向けた企業変革への挑戦

主要戦略❶
営業戦略

主要戦略❹
サステナビリティ戦略

主要戦略❸
デジタルバンキング戦略

主要戦略❷
グループ戦略

目指す経営指標

中長期的に目指すROE指標

Ⅱ. 企業価値向上に向けた取り組み コンテンツ

計画概要

目指す経営指標

⃝  2024年3月、長期ビジョンからのバックキャストと前中期経営計画までの課題解決を両立する経営計画として策定しました。
　  また、2025年5月には貸出業務を中心とする本業収益が順調に推移していることに加え、計画策定時に織り込んでいなかった政策金

利の引上げにともなう影響を踏まえ、計画最終年度における目指す経営指標を上方修正しました。
⃝  中長期的に目指す経営指標をROE10%以上とし、本中期経営計画の最終年度目標である8%以上の実現に向け、各種戦略ならびに

施策に取り組んでいます。

当行グループでは企業価値向上に向けて、ROE向上に向けた本業収益の強化を主軸にROE・PERの両面からの取り組みを進めています。
本章では、当行の強みである中小企業分野における経営戦略のほか、人的資本経営やステークホルダーとの価値共創、環境への取り組
みについてご紹介させていただきます。

⃝  管理移管による事業性顧客への営業
体制最適化

⃝  ストラクチャードファイナンス等の貸出
金ポートフォリオの増強

⃝  ソリューション戦略部の新設によるコ
ンサルティングの強化

⃝  お客さまのライフプラン実現に向けた
リテール営業体制

⃝  地方創生部の新設、スタートアップ
支援室の新設によるサステナビリティ
経営の高度化

⃝  インキュベーション施設の新設による
創業・スタートアップ支援

⃝  戦略系グループ会社への経営資源の
傾斜配賦

⃝  未来創造室の新設による新たな収益
機会の創出

⃝  非対面チャネルの充実によるデジタル
バンキングの推進

⃝   DX支援、ITコンサルティングによる
地域DXの推進

⃝   DX戦略部の新設による組織横断的
なDX推進

※ 顧客向けサービス業務利益＝貸出金平残×預貸金利回差＋役務取引等利益－営業経費

● ＲＯＥ〈連結〉 （%）

6.54

7.46 7.60

8.0以上

2024/3期 2025/3期

（政策金利0.5%シナリオ）

2026/3期
（業績予想）

2027/3期
（修正後計画）

● 親会社株主に帰属する当期純利益〈連結〉 （億円）

139
11

150
158
18
176

168
17
185

195
15

2024/3期 2025/3期 2026/3期
（業績予想）

2027/3期
（修正後計画）

■ 紀陽銀行　■ グループ会社寄与額 210以上

● 顧客向けサービス業務利益〈単体〉 （億円）

146
169

202

2024/3期 2025/3期 2026/3期
（業績予想）

2027/3期
（修正後計画）

220以上

● 自己資本比率〈連結〉 （%）

第7次中期経営計画（2024年4月～2027年3月）

企業価値向上に向けた取り組み

修正後計画 当初計画

ROE（連結） 8.0%以上 7.0%以上
親会社株主に帰属する当期純利益（連結） 210億円以上 １８０億円以上
顧客向けサービス業務利益（単体） 220億円以上 150億円以上
自己資本比率（連結） 10-11%程度 10-11%程度（変更なし）

株主還元の強化

収益力強化

⃝ サステナビリティ戦略  P35

⃝ 【特集】スタートアップ支援拠点 「Key Site」座談会  P37

⃝ 環境への取り組み  P57

⃝ 株主・投資家とのコミュニケーション  P41

⃝ 株主還元の充実  P42

⃝ 第７次中期経営計画  P27

⃝ 中小企業分野における取り組み  P31

⃝ 戦略系グループ会社の取り組み  P33

⃝ 人的資本経営の高度化  P43

⃝ 【特集】未来創造室座談会  P49

⃝ ステークホルダーとの価値共創  P51PBR向上

ROE向上

PER向上
サステナビリティ経営の高度化
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主要戦略 進捗状況

営業戦略

事業性顧客への営業体制の最適化 貸出金ポートフォリオの増強 コンサルティング機能の強化 リテール営業体制

管理移管の実施
⃝  移動時間を年間約9,400時間削減し、
　 本業支援活動時間を捻出。

事業部別活動ウエイトイメージ
⃝  地域特性を考慮した営業活動ウエイトイ

メージを設定し、創出価値の最大化を目
指す。

2024年４月
営業支援部をソリューション戦略部へと改組

グループ戦略

戦略系グループ会社への経営資源傾斜配賦 新たな収益機会の創出

2024年4月
経営企画部内に未来創造室を新設
2024年4－9月
未来創造室による行内兼業ＰＪの実施
[ＰＪテーマ]
０から１を創り出す
～新事業創出を通じ紀陽FGの未来を創造する～
2024年月12月
行内起業ＰＪの実施

デジタルバンキング戦略

地域DXの推進 デジタルバンキング 組織横断的なDX推進

2024年4月
DX戦略部を新設
2024年7月
デジタルストラテジー2.0を公表

サステナビリティ戦略

サステナビリティ経営の高度化 創業・スタートアップ支援 公共貸出・PFIの取り組み

2024年４月　地方創生部の新設
2024年7月
和歌山県・南海電気鉄道株式会社との包括
連携協定の締結
2024年12月
紀伊半島の地方銀行４行による「紀伊半島
地域における観光産業の活性化に関する連
携協定」の締結

2025年2月
CDP2024気候変動レポート
｢B｣ スコア獲得
2025年6月
TNFDフォーラムへの参画

2024年10月
スタートアップ支援室を新設

2025年3月
スタートアップ支援拠点

「Key Site」オープン

紀陽ヘルスケア
ファンド

総額 30億円

行員からの応募件数 

62件

2024/3末 2025/3末

1,220

1,527
（億円） ＋307

2024/3末 2025/3末

（億円）
  ■和歌山事業部　■南大阪事業部　■堺事業部　■大阪事業部

4,895
2,015
2,810

7,404
17,124 ＋1,457

4,891
2,085
2,802

8,803
18, 581

2024/3末 2025/3末

4,614

42,064

4,919

45,102
（億円）■預かり資産残高　 ●  NISA口座数

＋305

2024/3末 2025/3末

107

130

（千口座）
＋23

ストラクチャードファイナンス残高

事業性貸出残高 預かり資産残高

通帳レス口座「スマ通帳。」口座数（累計）

紀陽スタートアップ
デットファンド

総額10億円

移動時間

9,400
時間削除

ビジネスマッチング

9.7億円

事業承継・M&A

2.2億円

クーポンスワップ

31.5億円

DX関連事業の受託件数

地元企業向け 16件 自治体向け 2件

紀陽ビジネスポータル契約先数

16,974先

役務取引等利益関連

本業支援案件相談会の実施

2024/3末 2025/3末

4,254

4,344
（億円） ＋90

公共貸出（期末月平均残高）

2024/3末 2025/3末

203

243
（億円） ＋40

リース債権残高

2024/3期 2025/3期

2,574

1,062
135
3,771

2,566

1,189
115
3,870

（百万円）　■公共部門　■金融部門　■民間部門

＋99

部門別売上高 ファンド投資累計額 新規ファンドの設立
（2025年度予定）

2023/12末 2024/12末

1,155
1,245

（百万円）
＋90

主要戦略の進捗状況（初年度／２０２５年３月期）

本業支援

本
部
・
グ
ル
ー
プ
会
社

各
営
業
店

本業支援案件相談会

事業承継

マッチング

人材紹介

DX支援

不動産

保険

リース

その他
和歌山事業部
南大阪事業部

堺事業部

大阪事業部 事業性関連 本業支援
関連

本業支援
関連事業性関連

事業性
関連

本業支援
関連

リテール関連

リテール関連
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　当行グループの最大の強みは、「中小企業取引」における競争優位性にあります。
　第７次中期経営計画では、中小企業「取引」を起点としたビジネスモデルへの変革を進めており、本業支援活動を
はじめとする様々なお取引を通じて、お客さまとの価値共創を実現してまいります。

中小企業分野における競争力の源泉

コアカスタマー戦略

競争優位性を生み出す営業体制
⃝  中小企業分野における競争優位性の向上に向けた営業体制の構築を進めています。

⃝  中小企業分野における競争力の源泉は、長い歴史の中で培ったノウハウと、そのノウハウを最大限発揮するための営業体制がベース
となっています。また、限られた経営資本からの創出価値の最大化を目的に、コアカスタマー戦略に基づく営業活動を展開し、「メイ
ン取引化」を推進することでお客さまとの価値共創の実現と、当行グループの企業価値向上を目指しています。

⃝  第５次中期経営計画より、お客さまとの価値共創の最大化、当行グループの収益力の一層の向上を目的にコアカスタマー戦略を実施
しています。当行をメインバンクとしてご利用いただいているお客さま（＝コアカスタマー）に対して、当行グループの経営資源を優
先的に集中投下するものであり、　コアカスタマー先数も順調に増加しています。

非対面チャネル等を通じて
効率的にアプローチする層

ローコストカスタマー

マス層

コアカスタマー

ボリュームカスタマー

収益基準を満たしているが、
ボリューム基準を満たしていないセグメント

収
益
基
準
（O

HR

）

ボリューム基準

収益基準・ボリューム基準ともに
基準を満たしていないセグメント

収益基準・ボリューム基準ともに
基準を満たしているセグメント

ボリューム基準を満たしているが、
収益基準を満たしていないセグメント

経営資源を集中投下する層 ● コアカスタマー先数

2021/3末 2022/3末 2023/3末 2024/3末 2025/3末

7,400
8,342 8,581

8,989
9,761

ノウハウ
与信審査・本業支援に関する

ノウハウと提案力

・与信審査ノウハウ
・本業支援ノウハウ

・コアカスタマー戦略
・メイン取引化の推進

・ソリューション戦略部
・融資部
・戦略系グループ会社

営業体制
競争優位性を

生み出す営業体制

戦 略
コアカスタマー戦略に基づく

経営資源の戦略的配賦

2017/3末 2025/3末

10億円

マイナス金利政策下においても100億円以上増加

2016年1月
マイナス金利政策導入

169億円

［財務へのインパクト］

お客さまとのメイン取引化の推進は、長期ビジョンの達成だけ
ではなく、当行の財務面においても企業価値向上に結び付く
重要な取り組みとなっています。

中小企業分野に経営資源を集中投下することで、本業の利益
を示す「顧客向けサービス業務利益」は大幅に増加しています。
※ 顧客向けサービス業務利益　
　 ＝ 貸出金平残×預貸金利回差＋役務取引等利益－営業経費

● メイン取引化推進の目的 ● 本業利益（顧客向けサービス業務利益）の成長

長期ビジョンの達成

お客さまとの価値共創と企業変革への挑戦を続け、
人が未来を創造する地域金融グループとなる

トップラインの増強
適切な資金需要把握による貸出金の増強

収益力の強化（RORAの向上）
役務取引の拡大による非金利収益の増強

安定基盤の確保
決済口座獲得による粘着性の高い預金の獲得

ボラティリティの抑制
適切な予兆管理による与信コストの抑制

本
業
支
援
に
よ
る
価
値
共
創

ス
ピ
ー
デ
ィ
ー
な
審
査
体
制

グ
ル
ー
プ
機
能
の
高
度
化

活
動
時
間
の
創
出

⃝  本業支援の専門部署として、ソリューション戦略部
を和歌山・大阪の２拠点に設置。約７０名が在籍し、
高度な本業支援活動を展開しています。

⃝  顧客の顕在的・潜在的な経営課題へのアプローチ
を目的に、営業店・本部・グループ会社が一体と
なり本業支援に特化した「案件相談会」を実施し
ています。

理想的なサイクル

⃝  審査部門を本店（和歌山市）だけでなく、大阪分
室（大阪市、紀陽大阪ビル、約30名）を設置し
スピーディーな審査体制を構築しています。

⃝  大阪エリアにおいて、メイン取引行として資金繰り
支援をはじめ、本業支援や経営管理面の支援等の
深度ある本業支援に取り組んでいます。

⃝  グループ会社より戦略系グループ会社として、紀
陽情報システム（システム開発業）、紀陽リース

（リース業）、紀陽キャピタルマネジメント（投資業）
に経営資源を優先配賦しています。

⃝  特に、紀陽情報システムはIT人材が約２７０名在籍
する地銀でも上位規模のシステム会社で、当行と
連携し顧客のDX支援やIT人材供給等に取り組ん
でいます。

⃝  事業性顧客の所在地により近隣店舗への 「管理移
管」を実施し、移動時間を大幅に削減。

⃝  営業支援ツールの好事例共有化等、システムを開
発中。

⃝  本業支援にかかる活動時間の創出に取り組んでい
ます。

管理移管前 管理移管後

営業時間

移動時間
移動時間を
約9,400時間／年
削減

融資部（大阪分室）●

融資部（本店）●

メイン取引化
推進

 ⃝   メイン取引行としての本業支援
 ⃝   顧客の事業成長／行員のやりがい向上
 ⃝   当行の企業価値向上

中小企業分野における取り組み

31 32統 合 報 告 書  2025KIYO FINANCIAL GROUP

Ⅱ.	企業価値向上に向けた取り組み
	 経営戦略

マ
ネ
ジ
メ
ン
ト
メ
ッ
セ
ー
ジ

経
営
戦
略

価
値
創
造
ス
ト
ー
リ
ー

人
的
資
本
経
営

ス
テ
ー
ク
ホ
ル
ダ
ー
と
の
価
値
共
創

環
境
へ
の
取
り
組
み

コ
ー
ポ
レ
ー
ト
・
ガ
バ
ナ
ン
ス

財
務
・
企
業
情
報



　お客さまとの価値共創ならびに企業価値向上に向けた経営資源の最適配賦の一環として、グループ会社を「戦略
系グループ会社」と「サポート系グループ会社」に区分し、各社の役割を明確化しました。
　当行グループの成長ドライバーとなる戦略系グループ会社には、紀陽情報システム株式会社、紀陽リース株式会
社、紀陽キャピタルマネジメント株式会社の３社を選定し、経営資源の優先配賦や戦略的人員配置を進めております。
　戦略系グループ会社が中心となり、グループ収益の増強を図ることで、第７次中期経営計画の最終年度では連単差

（連結決算・単体決算の当期純利益の差額）１５億円以上をめざしております。

2024/3期 2025/3期 2026/3期 2027/3期(計画） 中長期的目標

（百万円）　■ 公共部門　■ 金融部門　■ 民間部門

2,574

1,062

37億円
135

2,566

1,189

38億円
115

2,690

1,310
300

43
億円

2030年ビジョン
50
億円

2019/3期 2022/3期2021/3期2020/3期 2023/3期 2024/3期 2025/3期 2026/3期 2027/3期
(計画)

■ リース債権残高（億円）　● うち紀陽銀行向け（%)
第5次中期経営計画 第6次中期経営計画 第7次中期経営計画

7.0 6.0
5.1

85 120
132

149
180 203

243
300

3.5
2.3 1.5 1.2

100

100 99 99 104
未公表

111 128
159 180

216

2020/3期 2021/3期 2022/3期 2023/3期 2024/3期 2025/3期

 ●  紀陽リース　 ●  地銀系リース
※ 当行独自調べ：基準＝100（2020年3月期）

代表取締役

押村 浩

代表取締役

楠本 真也

代表取締役

西川 隆示

紀陽情報システム

紀陽リース

　当社は１９８５年に設立し、公共と金融の両分野で強みを発揮するＳＥ集団として業容拡大を続けてきました。現在では約２７０名のＩＴ人
材を擁し、全国の地方銀行の中でも上位規模のシステム会社となり、当行グループの強みの一つとなっています。

　当社は、１９９６年に紀陽リース・キャピタル株式会社として設立し、主にリースや投資業務を行ってまいりました。２０１３年には大阪地
区営業部を設立し、現在は本社、紀南地区営業部、大阪地区営業部の３拠点より、紀陽銀行のお客さまに向けたリース取引を中心に、
業容拡大を続けております。

　２０２１年７月に銀行業高度化等会社の認可を取得し、お客さまから直接システムを受注することや、
デジタル人材を派遣することが可能となり、業務範囲が大幅に拡大しました。これを機に地元企業へ
のＩＴコンサルティングを成長分野として位置づけ、銀行と連携しながら地域の事業者へのＤＸ推進に取
り組んでいます。人手不足が深刻な地方経済にとって、ＩＴ技術の活用による生産性向上は非常に重
要な取り組みとなります。公共・金融・民間のいずれの部門からもＩＴ分野における当社へのニーズは
年々高まっており、引き続き経営資源の優先配賦を続け業容拡大を目指すとともに、ＤＸを起点とした
サステナブル社会の実現に貢献してまいります。

　２０２３年４月には社名を現在の紀陽リース株式会社に変更し、リース業務に特化した企業として新た
なスタートを切りました。
　戦略系グループ会社として経営資源を優先配賦している効果は財務面にも着実に表れており、リー
ス残高の増加率は地方銀行系リース会社の中では、トップクラスの水準となっています。リース取引
業務の高度化にも取り組んでおり、債権譲渡型の不動産建物リース案件や、自家消費型太陽光発電
設備へのリース取り組みなど、業務範囲の拡大を図ることで、更なる成長を目指します。

　紀陽銀行の若手行員を営業担当者として配置するなど、戦略的な人員配置を行い、グループ全体を意識した経営資源の配賦を進めて
います。銀行と当社の人材交流を活発にすることで、行員の知見やノウハウの蓄積にもつながり、人材育成という意味でも大切な取り組
みとなっています。

　当行グループでは当社を中長期的な成長ドライバーを担う１社として位置づけし、増員などの戦略
的な人員配置を通じて積極的な資本投下を続けております。
　２０２５年度上期には「紀陽スタートアップデットファンド」、「紀陽ヘルスケアファンド」の２本を新たに
設立予定であり、２０２５年４月には新たに２名増員するなど、ヒト・モノ・カネの経営資源を優先的に
配賦しております。また人材への成長投資も積極的に行っており、外部企業への長期派遣研修を行う
など、ファンド投資におけるノウハウや知見の蓄積も進んでおります。

　投資先の１つである株式会社シンカ様が２０２４年３月に東証グロース市場に上場しました。また、成長支援１号ファンドの投資先も順調
に事業成長を続けており、ＩＰＯも視野に更なる成長が期待されます。当社では、投資家として単なる資金の出し手となるのではなく、投
資先への成長支援を通じて投資先と当社の双方がＷＩＮ－ＷＩＮの関係となるようなエンゲージメントを大切にしております。

公共部門
⃝  自治体向けガバメントクラウド、標準化準拠システムの導入
⃝   窓口タブレット端末など、自治体向けDX支援ツールの提供
金融部門
⃝  紀陽銀行基幹系システム「BankVision」エンハンス（機能強化）
⃝  農林中央金庫様、株式会社商工組合中央金庫様などへの基幹系

システム「BankVision」の導入支援
⃝  リース基幹系システム「LeaseVision」の導入支援
民間部門
⃝  コーナン商事株式会社様、フジ住宅株式会社様など、銀行と連携し

た地元優良企業向けITコンサルティングの実施
⃝  自治体のDX支援ツール「デジタル経営診断（和歌山県）」「堺DX

診断（大阪府堺市）」のシステム開発、運用を受託

成長に向けた業務領域の拡大

地銀トップクラスの成長率

グループ内の人材交流

将来の成長ドライバーを目指して

投資企業の成長

第2次中期経営計画

ワクワクするシステム会社にしよう！

新技術への挑戦、働き方改革の追求、地方創生への貢献

⃝ 新領域への事業拡大
⃝ 新技術の活用によるサービス拡大
⃝ 業務効率化と働き方改革の追求
⃝ 人材育成の高度化
⃝ 地域社会との接点強化
⃝ ＩＴを通じて地域社会へ貢献

「公共」と「金融」を「安定」した基盤分野とし一般企業
へのＩＴコンサルティング等を「成長」分野として、日々

「挑戦」する。

「地域DX」地域から頼られるシステム会社になろう！

各事業のフィールドで圧倒的な強みを発揮するシステム会社になろう！

付加価値の向上

生 産 性 の 向 上

企業価値の向上

地域の枠を超えた圧倒的な存在感　　　　　

第1次
中期経営計画

2021-2023

2030年
ビジョン

第2次
中期経営計画

2024-2026

大阪
東京

和歌山

紀陽キャピタルマネジメント
　当社は、紀陽リース・キャピタル株式会社を前身とし、スタートアップ企業への投資事業を引き継ぐ形で、２０２１年３月に設立しました。
また、地元地域の後継者不足問題が深刻化していることを受け、次世代への橋渡しを目的とする事業承継投資についても設立を機にス
タートしました。

2022/12末 2023/12末 2024/12末
(計画)

2025/12末 2026/12末 2027/12末
(計画)

中長期的
目標

※ ファンド決算期 12 月時点の累計額
（百万円）

795 1,155 1,245

4,300

地域の未来をデザインする

地域金融を変革し、新たな価値の提供者となる
Finance 資金調達の新たな選択肢を提供する
Innovation 地域に革新的な価値を創造する
Governance 世代を超えて、想いをつなぐ

価値観
Excite and Excited with Passion
Open your Mind
Act as a Professional

行動指針
Think by yourself
Respect for Beliefs
Humble and  Proud

Mission

Vision

Value

● ファンド投資累計額（計画）

● 売上実績・計画

● 紀陽リースと地銀系リース（61社平均）のリース債権残高増加率

● 理念体系

ITを通じて
社会へ貢献

銀行業の高度化 地域のＤＸ推進

IT人材の育成

取
組
事
例

戦略系グループ会社の取り組み

新たなフィールドへ「挑戦」
金融、 公共、 企業のＩＴソリューションを和歌山から全国へ
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　当行グループのマテリアリティである「地域経済の発展」に資する活動を展開し、地域の持続可能性向上ならびに
サステナビリティ経営の高度化を進めてまいります。
　持続的な成長をめざすうえで人口減少に伴う地域経済の縮小は重要な課題であると認識し、当行グループではス
タートアップ企業の育成・ 創出に注力しています。

和歌山発のスタートアップ支援拠点「Key Site」

スタートアップ企業の支援

新ファンドの設立

　2０２５年３月27日、株式会社ATOMica、株式会社マネーフ
ォワードのグループ会社であるマネーフォワードベンチャーパート
ナーズ株式会社が運営する「HIRAC FUND」と連携し、インキ
ュベーション施設「Key Site」を和歌山市内にオープンしました。
　当施設にはコワーキングスペースやレンタルオフィスが設けら
れており、創業相談受付から、創業拠点としての利用、そして
その後の成長支援まで、一気通貫で創業支援する体制が構築さ
れております。

1F  カフェスペース
2F  イベントスペース／コワーキングスペース
3F  コワーキングスペース
4F  紀陽銀行オフィス
5F  レンタルオフィス

施設テーマ

施 設 内 容

“Region Bridge”
~スタートアップと地域をつなぐ懸け橋~

　２０２５年3月、Ｋｅｙ Ｓｉｔｅで行う企画およびプログラムについて、 連携・協力することで、和歌山経済の持続的な発展に寄与することを
目的に、当行、株式会社マネーフォワード、マネーフォワードベンチャーパートナーズ株式会社、ＳＤＦキャピタル株式会社の4社で「和歌
山県におけるスタートアップ支援・ＤＸ推進に関する連携協定」を締結しました。

❶  Key Siteで行う企画及びプログラムに関すること
❷  当行の展開エリアに向けた、マネーフォワードグループのサービスによる

DX推進に関すること
❸  当行の展開エリアに向けた、ベンチャーデット支援に関すること

　2025年4月にTAKIBI＆Co.※×HIRAC FUND×当行で和歌山の魅力を知ってもらう
「経営者と行く”和歌山共育ツアー”」を開催し、Key Siteにてトークセッションを実施
しました。県内外のスタートアップ企業や後継ぎ事業者など約60名の方が集まり、ツ
アーを通して地域や業種の異なる方々の新たな交流が生まれました。

❶  和歌山の地元企業、地元スタートアップと地域活性化の取り組み
❷  和歌山からIPO企業を出すには

※ アトツギ（後継者）とスタートアップの共創コミュニティ

企業名 事業テーマ

株式会社ロジカ・エデュケーション 人の感情に寄り添うAIアシスタント

企業名 事業テーマ

株式会社フツパー AIで１クリック人員配置！
業務省力化・生産性向上を実現！

株式会社With Midwife 「PHR」を活用し、従業員のSOSを
早期にキャッチ「THE CARE」

企業名 事業テーマ

株式会社たがみ コメ再生二期作による業務用米の価
格競争力・安定供給力強化事業

企業名 事業テーマ

アグリショット株式会社 AI駆動型病害虫防除システムによる
農家負担の軽減と収益最大化

株式会社マウンテンビュー ネイチャーポジティブ・脱炭素を意識
した新しい林業システム

第10回 最優秀賞
株式会社ロジカ・エデュケーション
代表取締役CEO　関 愛さま（右）

⃝ 和歌山市創業支援セミナー
    （経営、財務、人材育成、販路開拓）
⃝ ＤＸ化で実現できる会社の未来セミナー

⃝ Kii SPACE HUB キックオフイベント
    ～宇宙ビジネスのリアルと入口～
⃝ 学生キャリア向けイベント

⃝ 地方企業の成長戦略
⃝ 2050年の飲食業界の未来を考える
⃝ 経営相談会、個別相談会 等

　創業後まもない企業やベンチャー企業、新技術・新サービスによる新規事業の創出をめ
ざす事業者や、新たな事業展開をめざして大学や研究機関と共同開発をおこなっている事
業者の皆さまから「研究開発テーマ」を募集し、優れたテーマに対して事業計画の策定支
援や事業化までの課題解決等長期的なサポートをおこなっています。

　当行は、紀陽キャピタルマネジメント株式会社とＳＤＦキャピタ
ル株式会社とともに、２０２５年度中に「紀陽スタートアップデット
ファンド」を設立いたします。
　本ファンドは投資対象の５０％以上を当行の地元エリアである関
西圏に接点のあるスタートアップ企業に投融資することを目指し
ており、多様化するスタートアップ企業の資金調達ニーズに応え
ることで、地域の未来を担うスタートアップ企業の成長を支援し、
地元地域経済の持続的な発展に貢献してまいります。

　当行は、紀陽キャピタルマネジメント株式会社と株式会社日本
経営が１００％出資する株式会社ブルーライン・パートナーズとと
もに、当行営業エリアである関西圏を中心とする医療・介護事
業者支援に特化した「紀陽ヘルスケアファンド」の組成を進めて
まいります。
　医療・介護事業者支援に特化したファンドの組成は当行グルー
プ初の取り組みであり、専門性の高い協業企業と連携すること
で、新たな事業領域への展開および地域へのファイナンスの強
化をめざします。

・経営者と行く“和歌山共育ツアー”

［トークセッション内容］

最優秀賞 部門賞：ビジネスモデル賞

優秀賞 部門賞：テクニカル賞

連携事項

⃝ 紀陽イノベーションサポートプログラム

⃝「和歌山県におけるスタートアップ支援・ＤＸ推進に関する連携協定」締結

⃝ イベント実績

⃝ 紀陽スタートアップデットファンド ⃝ 紀陽ヘルスケアファンド

第10回 採択企業一覧

採択企業数 6 社（２０２４年度） 延べ 57 社（2015年度以降）実 績

スタートアップ企業

GP

医療・介護産業

紀陽スタートアップデットファンド
2025年度　総額10億円（予定）

LP
⃝ 成長分野への投資
⃝ 地域課題解決

目 的

紀陽ヘルスケアファンド
2025年度上期　総額30億円（予定）

サステナビリティ戦略

ブルーライン・パートナーズ
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紀陽銀行は2025年3月に、株式会社ATOMica、ベンチャー支援ファンドのHIRAC FUNDと連携し、和歌
山市内にスタートアップ支援施設「Key Site」を開設しました。地域経済が抱える課題とKey Site設立の背
景、そしてKey Siteを起点とした和歌山でのスタートアップ支援のあり方などについて、Key Siteの主要メ
ンバーである三者が意見を交わしました。

株式会社紀陽銀行
理事 ソリューション戦略部長

柴田 昌良 

マネーフォワードベンチャーパートナーズ株式会社
HIRAC FUND　パートナー

岡田 康司 

株式会社ATOMica
代表取締役　Co-CEO

南原 一輝 

スタートアップと和歌山の
懸け橋となるワークサイト

柴田　地方都市はどこも同じだと思いますが、我々の地元エリ
アである和歌山県においても人口減少が最大の課題となってい
ます。和歌山県の人口は20年後に69万人になると予想されて
いて、今より20%程度も減るというのは衝撃的な数字です。人
口減少に伴って、事業所数も減っています。当行としても事業
承継やM&Aに力を入れて事業所の減少を食い止めようと努力し
ていますが、それだけではこの大きな流れを止めることはできま
せん。当行の経営理念にもありますが、地域金融機関にとって、
地域経済の発展は使命であり、また我々が成長していくために
は必要不可欠な活動です。人口減少という大きな課題に目を背
けることなく、中長期的な成長を目指していま取り組めることを
議論した結果、見出した一つの答えが“スタートアップ支援”でし
た。スタートアップ企業を輩出し、新たな雇用を創出することで、
関係人口を含む、人口増加につなげ、地域を盛り上げていきた
いと考えています。そして、このような想いに賛同し、Key Site
の構想段階から協力いただいているのが、本日お越しいただい
ているATOMicaの南原さん、HIRAC FUNDの岡田さんです。
両者にはスタートアップ支援のサポートで連携いただくとともに、
ATOMicaさんにはKey Siteの施設運営を、HIRAC FUNDさん
にはファンドからの資金供給面でご協力いただいています。

南原　私たちはコワーキング施設を全国でプロデュース・運営し
ています。そういった経験・ノウハウの蓄積から、Key Siteで必
要だと感じるのは、まずは起業しようという機運を醸成していく
ことだと思います。和歌山大学の学生に、Key Siteでアルバイト
をしてもらったり、インターンシップの受け入れをしているのです
が、起業に前向きな学生が多くいることに気づきます。しかし、
実際に起業した人や、そうした情報を発信している人が周りにあ
まりいないので、思い切って踏み出せないという人が多いように
思います。そういう意味では、実際に起業した先輩との出会いを
通じて、起業の機運を醸成していくことが何よりも大事ではない
かと思っています。

岡田　身近な人たちが起業して楽しそうにやっている姿を見せる
ことが一番ですね。そういう事例を作ることができれば、後輩
が「あの人もできるんだ。じゃあ僕もやってみよう」ということで
コミュニティが形成され、それが大きく育っていく。最初はなか
なかうまくいかないかもしれませんが、失敗から学ぶこともありま
す。そういうことを続けていくうちに、日本を代表するような企
業が出てくるという仮説を私たちは持っています。和歌山でも、
起業を目指す人たちのコミュニティは以前からあるのですが、横
のつながりはあまりありませんでした。今はこのKey Siteが起業
を目指す人たちのシンボル的な存在になって、そこに優秀な人た
ちが集まり始めています。ここからコミュニティが立ち上がってく
れば、起業家の誕生も大いに期待できると思っています。

柴田　もともと紀陽銀行は地域事業者をはじめとする地域社会全
体の持続可能性を高める「サステナビリティ戦略」を重視してお
り、第7次中期経営計画では主要戦略の一つとして位置付けて
います。今年5月には創立130周年を迎えましたが、当行の厳し
い時代も支えてくださった地元の皆さまに感謝の気持ちを示した

いという思いから、創立130周年記念事業のコンセプトは「感謝」
としています。その一環として、地域経済の活性化に少しでも貢
献したい、地域に恩返ししたいということが、スタートアップ支
援拠点Key Siteの出発点になっています。当行としては、今まで
経験の乏しい分野へのチャレンジなので手探りの部分はあります
が、スタートアップ支援に取り組むことが、最も地元への恩返し
につながるだろうということで始めました。

岡田　政府が「スタートアップ育成5か年計画」を掲げ、スタート
アップを強力に後押していますが、その動きに乗って本気で本質
的な取り組みをしている地方銀行は少ないように感じます。その中
で紀陽銀行が、Key Siteの設立によりスタートアップとの連携や起
業を推し進めることで地元経済の発展を支えようと一歩を踏み出し
たということに、大きな意義があると感じています。和歌山とスター
トアップをつなぐ懸け橋となる拠点を、地方銀行とベンチャーキャ
ピタルとスタートアップの3者で作るのは、国内でも初めての試み
と言えます。まだスタートして3か月ほどですが、地元の方々に大
勢訪れて頂いて、イベントも数多く開催されています。ATOMica
が全国で50超のコワーキングスペースを運営していますが、その
中でもトップクラスにイベントが行われている施設になりました。

南原　Key Siteの運営は紀陽銀行が関わるプロジェクトとして、
「スタートアップだけではなく、地元企業にも開かれた場であ
る」というスタンスを示すことも大切だと思ったので「Region 
Bridge」というコンセプトを掲げました。そこでスタートアップを
支援するだけでなく、そこでのプロダクトや取り組み、そこに関
わる人たちが地元の企業や人々とつながり、それらすべてが地
域全体に良い影響を与えるというストーリーを描けたことが非常
に有益だったと感じています。1階の物販コーナーには、和歌山
の企業や職人とコラボレーションした商品もたくさん並んでいま
す。スタートアップの方々が集まるイベントで、紀南エリアの白
浜町で革の細工をやっている職人さんを招いて話してもらったこ
とがあるんです。職人さんは、自分たちの取り組みを知ってもら
う良い機会になったとすごく喜んでくれました。私たちが想定し
ていたものとは、別の橋渡しのような現象も起きています。

岡田　そういうソフト面のコンセプトが、施設のハード面にも反
映されています。そもそも起業家やスタートアップがまだ多くない
ところで、彼らの支援だけに特化したクローズドな施設を運営し
ても人はあまり来てくれません。しかし、Key Siteでは1階のカフ
ェには誰でも入れて、2階3階のコワーキングスペースでは頻繁
にイベントが行われ、興味のある方々に多く参加頂いています。
そこから実際に起業に挑戦するなら、コワーキングでも登記が出
来る仕立てにしていますし、5階のレンタルオフィスを借りて、と
いう流れが作れるようになっています。

岡田　起業家が出てくるパターンには大きく3つあると思っていま
す。一つは、コミュニティが醸成されそこから自然発生的に起業家
が出てくるパターン。次に地元で価値ある事業をやっているが承
継の問題などでバトンタッチせざるを得ないところにプロ経営者や
Uターンして起業を志している方をあてるパターン。最後に我々自

Key Site設立の背景と意義 スタートアップ成功に必要な要素とKey Siteの課題

スタートアップ支援拠点「Key Site」座談会特 集
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体が事業を創造してそこにプロ経営者をあてるパターンです。い
ずれも並行して狙っていきたいですが、最後の2つのパターンがス
ピードとしては断然早いですし、成功確率も高くなるはずです。私
たちは常に起業に興味のある方にアンテナを張っていますし、興味
のある方にエールを送るためにもKey Siteに多くの方々にお越し
頂いています。東京だと数が多くてOne of Themになりがちなス
タートアップでも、和歌山であれば地元の方々や行政からかなり
歓迎されますし、和歌山で起業する魅力を感じてもらいたいです。

南原　和歌山にも潜在的な起業家は大勢いると思います。そう
いう方々が実際に一歩を踏み出せない要因の一つは、先ほども
言った通り、身近にロールモデルと出会う場が少ないからではな
いでしょうか。実際に和歌山に移住して起業した方に聞いた話で
すが、日々の刺激を得るために、毎週大阪まで足を運んでいる
そうです。同じような環境にいて頑張っている人たちのところに
行くと、多くの刺激があるんですね。東京などでは、同じ志を持
つ人が集まる場が形成されていますが、和歌山ではこれまで、そ
うした機会が限られていたかもしれません。Key Siteができたこ
とで、「ここに来れば頑張っている人たちに会える」場として育ち
つつあるので、これはいい流れだと思っています。

岡田　スタートアップ向けの資金支援に関しては、紀陽銀行の他
にも多くの金融機関が力を入れ始めていますが、和歌山もかなり
充実してきています。足りないのは起業家だけなので、そこをど
うやって見つけるのか、育てるのかが、我々が最初に取り組む
べき課題です。Key Siteという母体ができたので、これから2、
3年かけて起業家を育てていきたいと考えています。

南原　確かに和歌山のファイナンス面のサポート体制はものすご
く充実していますね。一方で、そうした支援を十分に活用するた
めの知識や経験を起業家自身がさらに高めていく余地もあると感
じています。そうした学びを後押しすることが、今後さらに多く
の起業家を生み出すきっかけになるのではないでしょうか。

柴田　起業家を多く生み出すためにはまだまだ課題がありそうで
すが、頭取の原口も、資本政策に関するアドバイス、コンサルテ
ィングの仕事はこれから力を入れていきたいと言っています。

岡田　今回3社が連携したわけですが、この連携の大前提とし
て、県外から来た私たちベンチャー支援ファンドが地元に溶け込
むには、紀陽銀行というパートナーの存在が不可欠でした。一方
で私たちHIRAC FUNDは、東京の起業家との接点を豊富に持っ
ていて、最先端の技術やビジネスに触れる機会も多くあります。
こうした人脈や情報は、おそらく私たちの介在がなければ、和歌
山で起業家を志す方には接点が持ちにくいと思うのです。私たち
は「これはもしかしたら和歌山で使えるかもしれない」というもの
を、単にマッチングするだけではなく、事業化するための枠組み
も一緒に考えています。そういうサポートがあることが刺激につ
ながり、Key Siteには何か面白いことがあるかもしれないという
ことが、起業家だけではなく一般の方にも広がって、その中から
起業を志す人が増えてくれればと願っています。

南原　ATOMicaの役割は、Key Siteの運営を通じて地元の方々
と外部の方々をつなぎ、コミュニティを形成していくことだと思っ
ています。その点で大きな役割を担うのが、当社施設の特徴で
もある「コミュニティマネージャー」です。人と人とを繋ぎ合わせ
る専門家のような存在で、基本的に現地の方を採用しています。
このコミュニティマネージャーが、起業を考えている人にスタート
アップした先輩を紹介するなどのマッチングを積極的に行ってい
ます。当社が携わる全国50以上の施設で導入していて、マッチ
ング件数は急速に増えています。訪問者の情報は各拠点をつな
いでシェアされるので、離れた場所にいる同志たちをつなぐとい
うこともできます。

柴田　これまで紀陽銀行はスタートアップ支援については、あま
り手掛けてこなかったので、起業家たちとの接点も、起業家を資
金面でサポートするノウハウもあまりありません。ATOMicaさん
とHIRAC FUNDさんと連携できたことで、ノウハウやネットワー
クなど大きなチャンスを得ました。

南原　我々自身もまさにスタートアップなんです。Key Siteで運
営しているショップも和歌山をきっかけに始めたもので、リテール
を対象にするのは初めての挑戦です。我々もスタートアップとし
て、この地域で実証実験をさせてもらっていて、和歌山発のモデ
ルをどんどん日本中に広げていきたいと考えています。

岡田　私たちが目指すのは競争というよりも連携です。オール和
歌山、さらには全国と連携していきたいと考えていて、それによ
ってお互いの価値がさらに高まるというネットワーク効果を作ろう
としています。

柴田　Key Siteだけが盛り上がるのではなく、ここを中心として
他の施設との連携の輪が広がり、和歌山県全体が盛り上がるよ
うな形になるのが一番いいと思っています。県内外含め、産学
官金と幅広く連携し、関係者全員がWin-Winの関係となり、互
いに成長していくことを目指しています。

南原　産学連携というように大学との連携も大事です。和歌山
大学という優秀な大学がありますし、県内にある他の大学、あ

るいは大阪の大学との連携も始まっています。起業を考えてい
る学生に対して、先生が「Key Siteに行ってみたら？」と勧めて
くれることもあります。Key Siteに来てもらえば、コミュニティマ
ネージャーと話しながら、先輩起業家を紹介することもできるし、
プログラムに参加してもらってメンタリングを受けることもできま
す。我々と大学ではできることや目的が違うからこそ、相互に行
き来ができる状態を作り、まさしくオール和歌山で起業を支援し
ていくというのが、当初から我々が掲げていたことであり、それ
が実現に向け進み始めています。

岡田　Key Siteは柴田さんを始め、紀陽銀行の中でも熱意のあ
る方たちの尽力で立ち上がりました。ところが、銀行や行政では
よくあることですが、熱意のある人が別の部署に異動してしまっ
た途端、活動が止まってしまうんです。やる気のある個人に任せ
るのではなく、組織として継続的にサポートしていくことが、こう
した取り組みを長続きさせるには不可欠です。紀陽銀行はKey 
Siteの開設とともに、組織改正をして「スタートアップ支援室」
が創設されたので、そういったことはないと信頼しています。も
ちろん赤字が続くのは許されないので、そこはしっかり担保しつ
つも、息の長い活動として取り組んでいただけると有難いです。

南原　期待したいことは大きく二つあります。一つは起業マイン
ドのある人材の採用です。Key Siteができ、新しい部署もでき
ました。実際に新しい事業が生まれ、地元企業に対するDX支援
のような動きも出てきています。紀陽銀行に入行すれば、新規
事業に関われて、さらには自分で起業することもできるというよ
うな文化が醸成できれば、和歌山だけでなく大阪などからも若
い人が集まるようになるかもしれません。Key Siteをその一丁目
一番地にしていきたいと思っています。もう一つはファイナンスに
ついてです。やはりスタートアップはどうしても最初は赤字ですか
ら、銀行としてはなかなかお金を出しづらいとは思います。しか
し、投資も融資も含めて、しっかりとビジネスモデルや将来性を
評価し、スタートアップを支援できるような形を模索してもらえれ
ばありがたいですね。

岡田　起業の芽は、紀陽銀行の中にも必ずあります。実際、

Key Siteの立ち上げに関わってくれたある女性行員は、紀陽銀
行が主催する起業のアイデアコンテストに応募していて、現時点
で最終選考まで残っています。紀陽銀行に限らず、地方銀行に
は地元の優秀な人が集まっているわけですから、人材のポテンシ
ャルで考えると地域で最も強い存在なんです。起業した結果銀
行を辞めていってしまう人もいるかもしれませんが、それでも地
域経済のことをトータルで考えると、銀行としてはプラスになるの
ではないでしょうか。

岡田　我々の当面の目標としては、頭取の原口さんもおっしゃっ
ている「10年以内に5社のIPOを目指す」ということです。ただ、
私はIPOが必ずしもゴールとは思っていません。一つの象徴的な
何か、例えば和歌山から全国を代表するような企業の誕生など、
力強いインパクトとなる出来事が生まれることをまずは望んでい
ます。一方で、ステークホルダーに対する説明責任という意味で
は、来場者数などの成果を数字で示していくことも大事だと考え
ています。

南原　10年で5社という目標を達成するには、起業する人のす
そ野を広げなければなりません。起業家を5人見つけて全員が上
場できるわけではありませんから、それこそ何百という挑戦者を
見つけていかなければなりません。Key Siteはそういう人たちが
集まる拠点として、大きな役割を果たせると考えています。地域
とのつながりも大事です。地元企業とスタートアップとの協業を
サポートするのもそうですし、地元の中小企業がKey Siteを通じ
て売上や販路を拡大できたという成功例を増やしていくことにも
注力したいと思います。

柴田　とにかくまずは、起業を志す人の発掘に力を入れていきた
いですね。ようやく動き出したこのKey Siteに関わる人を増やし、
関係人口を増やしていきたいというのが、目の前の目標です。そ
の先にはIPO5社、そして和歌山の核となる企業をこの施設から
出す、という大きな目標がありますが、そのためにも今はまず、
目の前のことをしっかりやっていくことです。それが将来的にKey 
Siteの取り組みが地域経済の一助となり、和歌山県のブランドを
高めることにもつながると信じています。

3社連携の強みと今後の展望

紀陽銀行に期待すること

Key Siteが目指す地域活性化
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株主還元方針
2022年５月

株主還元方針策定
2023年11月

株主還元方針変更
202４年11月

株主還元方針変更

配当と自己株式の取得を合わせ、
30％以上

総還元性向は、配当と自己株式の
取得を合わせ、40%以上

配当性向40％を目安とし、
利益の成長とともに累進的な配当を行い、

自己株式取得は機動的に実施

対話テーマ 主な意見 当行グループの対応

戦略・施策
⃝ 政策金利変更に伴う目標・計画の見直し
⃝ 地域経済における今後の成長ドライバーの明示

⃝ 第7次中期経営計画のＫＰＩ見直し
⃝ 中長期的なＲＯＥ目標の見直し
⃝ エリア別（和歌山・大阪）の事業基盤・戦略の明示

資本政策 ⃝ 株主還元の充実
⃝ 政策保有株式の縮減

⃝ 株主還元方針を総還元性向から配当性向へ変更
⃝ 中長期的な縮減目標を40億円から100億円に変更

人的資本
⃝ エンゲージメントスコアの改善と開示内容の充実
⃝ 従業員への経営戦略等の浸透

⃝  キャリア機会の提供・挑戦する風土改善に向けた各施策実施
によるエンゲージメントスコア改善

⃝ 人的資本ＫＰＩの見直し
⃝ 若手行員向け頭取座談会の実施（５会場）

サステナビリティ
⃝ 地域活性化への取り組み
⃝ 気候変動に関する開示拡充

⃝ インキュベーション施設「Key Site」の新設
⃝ ＴＮＦＤ提言に基づく開示に向けた取り組み（ヒートマップの開示）

ガバナンス
⃝ スキルマトリックスの項目の説明・選定理由
⃝ 取締役会の実効性評価の課題認識

⃝ スキルマトリックスの改定・開示の充実
⃝ 取締役会実効性向上に向けた外部機関評価導入

当行は、情報開示に関する基本的な考え方として「ディスク
ロージャー・ポリシー」を制定・公表しております。公平かつ
適時適切な情報開示を実施し、株主・投資家などステークホル
ダーの皆さまとの信頼関係の構築と双方向の建設的な対話の促
進に取り組んでまいります。

株主総会 決算説明会
（機関投資家・アナリスト）

会社説明会
（個人投資家）

個別面談
（機関投資家・アナリスト）

会社説明会
(地元取引先・株主)

参加者数 74名 開催回数 ２回
参加者数 ９１名

開催回数 ２回
ライブ配信視聴者数 ３，９１２名 面談回数 ３８回 開催回数 ５回

参加者数 ５９８名

２０2４年 7月 統合報告書　ディスクロ―ジャー誌

２０2４年 １２月 アニュアルレポート

２０2４年 １２月 ミニ・ディスクロージャー誌

２０25年 １月 中間ディスクロージャー誌

地域金融機関としての公共性に鑑み、長期的に安
定した経営基盤の確保や財務体質強化を目的とする
適切な内部留保蓄積と株主還元強化の両立を目指
し、株主還元を行うこととし、株主還元は配当性向
40％を目安とし、利益の成長とともに累進的な配当
を行い、自己株式取得は機動的に実施する方針とし
ています。

ディスクロージャー・ポリシー
https://www.kiyobank.co.jp/pdf/disclosure_policy.pdf

当行は、株主・投資家の皆さまとはコーポレートガバナンス・ガイドライン
における「建設的な対話に関する方針」に沿って、株主総会や個別面談以外に
機関投資家・アナリスト向け決算説明会や地元取引先・株主向け会社説明会等
を定期的に開催し、より緊密なコミュニケーションの充実に努めております。
また、2024年度より新たに個人投資家向け会社説明会を開催しました。今後
も様々なステークホルダーの皆さまとの対話の充実を目指してまいります。

IRを担当する経営企画本部長が、株主・投資家の皆さまとの対話に係る業務
全般を総括し、適切な情報共有など対話を補助する他部署との緊密な連携を確
保する体制を構築しており、対話において把握された当行に対する意見等をとり
まとめ、その重要性や性質に応じて、適宜、経営陣や取締役会に報告しておりま
す。2024年度は8月、12月および本年4月の計3回、対話を通じて株主・投資
家の皆さまからいただいた意見等の報告を行いました。

引き続き、株主・投資家の皆さまとの積極的なコミュニケーションを図り、持続
的な成長と中長期的な企業価値向上に努めてまいります。

2024年11月、経営基盤の確保や財務体質強化を目的とする適切な内部留保蓄積と株主還元の両立を目指しつつ、株主還元のさ
らなる充実を図るため、株主還元方針を変更いたしました。

2021/3期 2022/3期 2023/3期 2024/3期 2025/3期 2026/3期

■ 自己株式取得額（億円）　■ 配当総額（億円）　 ●  1株当たり配当金（円）

10

24
34

27
47

20

26

26 30

33
63

71
71

35

40 40

50

110

予想116円

累進的配当
（利益成長とともに）

企業価値向上

株主還元の充実

健全な財務体質 成長投資

適正な自己資本の維持 企業価値向上に向けた成長投資

企業価値
向上

実
行

対
話

課題抽出

配当性向 17.4% 17.4% 66.9% 21.8% 40.4% 40%目安

株主・投資家とのコミュニケーション 株主還元の充実

活動実績（２０2４年度）

株主還元方針

株主還元実績

ディスクロージャー・ポリシー 情報発信のための刊行物発刊
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人的資本に関する考え方

長期的に目指す人材ポートフォリオおよびKPIの見直し

人材育成方針 社内環境整備方針

事業競争力の強化

人
的
資
本
へ
の
再
投
資

カ
ル
チ
ャ
ー
の
浸
透

Be “CHANGE” の浸透

人的資本投資の強化

多様な学びの機会を提供し、挑戦と成長を後押しする環境を整
備することで、従業員一人ひとりの自律的な思考・行動を促し、
求める人材像に向けた人材育成をめざす

従業員の心身の健康の保持・増進に向けた取り組みを推進する
とともに、多様な価値観や働き方を受容する組織風土を醸成する
ことで、従業員の働きがいの向上を図り、従業員一人ひとりが
最大限に能力を発揮できる環境を整備する

ソリューション営業人材 直接、お客さまに対する付加価値（ソリューション）を提供する人材

経営戦略企画人材 長期ビジョンの実現に向けた経営戦略の企画・立案、新たな収益ドライバーを創出する人材

本部専門人材 ソリューション営業人材の本業支援活動を支える本部専門人材、IT／DX等システム関連施策の実装を実現する人材

DX人材 DX文化を醸成し、経営戦略の実現や地元企業・地域のDXによる課題解決に資する人材ポートフォリオを構築

融合

人材ポートフォリオ

⃝ 目指す人材ポートフォリオ構築
⃝ ソリューション営業人材への
　 人的資本投資

ダイバーシティ＆インクルージョン

⃝ 中途採用者の活躍推進
⃝ 女性の活躍推進
⃝ 高年齢者の活躍推進

アップスキリング/リスキリング

⃝ スキル向上に向けた自律的な学び支援
⃝ 多様な学びの機会提供

時間や場所にとらわれない働き方

⃝ 働きやすい職場環境の整備
⃝ 柔軟な働き方の推進
⃝ 時差勤務、在宅勤務等の環境整備

エンゲージメント

⃝ 主体性が発揮できる環境整備
⃝ 挑戦を後押しする企業風土の醸成
⃝ 自律的なキャリア実現機会の提供

長期ビジョン

経営戦略 人事戦略

お客さまとの価値共創と企業変革への挑戦を続け、人が未来を創造する地域金融グループとなる

企業価値の
向上

人的資本の
価値最大化と
持続性向上

中小企業取引を起点とした
ビジネスモデル

求める人材像
Be “CHANGE” の実現

項 目 2024年度 実績 2032年度 修正後計画 修正前
本業付加価値（=貸出金平均残高×預貸金利回差＋役務取引等利益）（億円） ４95 ８００ 580
本業支援人的資本ROI（顧客向けサービス業務利益／人件費） （倍） 0.93 1.00以上 1.00
ソリューション営業人材 （人） ５１８ ６２０ 620
本業付加価値／ソリューション営業人材 （百万円） 95.7 １３０ 93
経営戦略企画人材 （人） ３８ 70 70
本部専門人材 （人） 84 90 90
戦略系グループ会社 （人） ２７１ 330 330
DX人材（合計） （人） ９５８ 1,500 1,500

　中小企業分野に経営資源を集中投下するという経営戦略を実現するためには、お客さまとの価値共創を実現できるソリューション営業
人材の持続的な育成や配置が不可欠であり、当行グループでは経営戦略と人事戦略の融合に取り組んでいます。
　人事戦略においては長期ビジョンや経営戦略の実現に向け、人材育成方針および社内環境整備方針を定め、求める人材像「Ｂｅ“ＣＨ
ＡＮＧＥ”」につながる人材育成と環境整備に努めることで、人的資本の価値最大化を図ります。

　長期ビジョン実現に向けた中長期的かつ不変的な当行グループの取り組みを 「 お客さまとの価値共創（本業における付加価値の上
昇）」と「適正な人的資本投資」としＫＰＩを設定しています 。
　2025年5月には、本業付加価値の増加に伴い、人的資本への投資を加速させることで人的資本経営の更なる高度化を目指すためサ
ステナビリティKPIについて見直しを実施しました。

人的資本経営の高度化

目指す人材ポートフォリオ

人材の定義

エンゲージメント

総合 支援 人間関係 組織風土

70.8

68.8

72
74

77

73

79

70

75

71

73

74

69

6878

73

63

64

■ 当行　 ●  ベンチマーク（金融業界 × 同規模）
　　　　 ●  ベンチマーク（全業種 × 全企業規模）

キャリア機会
の提供

挑戦する
風土

課題認識
2023年度 2024年度 2026年度 2029年度 2032年度

59

71

69.2

63

73

70.8
KPI 70 以上

KPI 80 以上

KPI 72 以上

●  総合　 ●  挑戦する風土　 ●  キャリア機会の提供

● ２０２４年度ベンチマーク比較

⃝  当行グループのDX文化を醸成し、経営戦略の実現や地元企業・地域のDXによる課題解決に資する人材ポートフォリオの構築を目指します。

DX人材

行内名称 DXサポーター DXコア人材 DXスペシャリスト
KPI（2032年度) 500人 950人 50人

人材像 ITや課題解決に関する基本的な知識
を有する人材

基本的なITや課題解決に関するリテラ
シーを有し、担当業務においてＤＸを
推進できる人材

ITや企業経営に関する高い専門性を
有し、DXに向けて組織をリードでき
る人材

銀行業の
高度化人材

システム開発 ー システム開発を通じ、変革の実現に
貢献できる人材

変革に必要なデジタル技術の利活用
やシステム開発案件をプロジェクト
マネージャーとしてリードできる人材

本部企画 ー
新事業の企画立案や経営課題の解決
に向けて、変革を実務担当者として
推進できる人材

解決に向けて行内外のリソースを横
断的に活用し、変革をリードできる
人材

地域の
DX推進人材

ITコンサルティング・
地域DX ー

取引先や地域の変革、課題解決に向
けて、提案・支援活動を実務担当者
として推進できる人材

取引先や地域の変革、課題解決に
向けて行内外のリソースを活用し、
案件をリードできる人材
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2024年度 2026年度 2029年度 2032年度

■  本業付加価値（億円）
●  本業付加価値／ソリューション営業人材（百万円）

495 580
800

96
115 130

⃝  中小企業取引を起点としたビジネスモデルの実現に向け、直接お客さまと接する「ソリューション営業人材」のポートフォリオ増強と
構築に向け選択と集中を加速し、お客さまへの付加価値の提供により、本業支援人的資本ROIの向上を図ります。

⃝  ソリューション営業人材の営業スキルを３段階で可視化し、
2033年3月末までにプレミアム人材100名を目指します。

スキルレベル判定

÷

本業付加価値
＝貸出金平均残高×
預貸金利回差＋
役務取引等利益

項目 目標 2024年
3月期

2025年
3月期

1 管理監督者※1に占める
女性労働者の割合 6%以上 3.8%

(9名)
5.0%
(１２名) 

2 管理職※2に占める
女性労働者の割合 26%以上 24.1%

(82名) 
25.6%

（８６名） 

3 女性役席者（チーフ含む） 210名以上 185名
(21.8%)

199名
(24.0%)

4 女性の平均勤続年数 男性の75%以上 63.2%
(差7.2年) 

66.4%
(差6.3年)

ソリューション営業人材

営業スキル可視化 従業員・雇用に関するデータ（2025年3月期）

「女性の職業生活における活躍の推進に関する法律」に
基づく第４次行動計画における目標

外部認定

ソリューション営業人材の増員 本業付加価値/ソリューション営業人材

項 目 単位 男 性 女 性 総 数
従業員数 人 951 1,114 2,065
新卒採用者数 人 80 96 176
嘱託・臨時職員数 人 227 760 987
従業員の平均勤続年数 年 17.6 12.3 14.8
育児休業取得者数 人 24 72 96
育児休業平均取得日数 日 10.8 637 480
育児休業後の復職率 ％ 100.0 91.8 93.9

労働者の男女の賃金の差異（％）
全労働者 49.6
正規雇用労働者 63.6
パート・有期労働者 52.1

項 目 単位
中途採用者数 人 15
短時間勤務者数 人 139
障害者雇用率（2024年３月単月) % 2.5
従業員1人当たり年平均休暇取得日数※ 日 16.7
従業員1人当たり平均行内研修年間受講時間 時間 16
キャリアチャレンジ制度（本部トレーニー）利用者数（年度内累計） 人 326
外部研修派遣者数(年度内累計) 人 92
行内兼業者数 人 26
人間ドック受診率 % 91
男性労働者の育児休業取得率　 % 88.8

※ 産休・育休・慶弔・欠勤等は含まない。

※1 労働基準法における管理監督者で、当行における「マネージャークラス」を指す。
※２  女性活躍推進法において定義する「管理職（「課長級」と「課長級より上位の役職（役員を

除く）」）」を指す。

本業支援人的資本ROI ： 顧客向けサービス業務利益/人的資本投資（人件費）

2024年度 2026年度 2029年度 2032年度

（単位：倍）

0.93
1.00

2024年度 2026年度 2029年度 2032年度

（単位：人）

518 536
620

ソリューション営業人材
直接、お客さまに対する
付加価値（ソリューション）を
提供する人材

2032年度

1.00倍
以上

2024年度 2026年度 2029年度 2032年度

（単位：億円）

169

220

2024年度 2026年度 2029年度 2032年度

（単位：億円）

181

196

スキルポイント 学びポイント 人事考課

顧客向けサービス業務利益の拡大 人的資本投資（人件費）の拡大

専門的かつ高度な知見およびスキ
ルを活用し、継続的に実践的な課
題解決ができる人材

お客さまのニーズを引き出し、本部
や専門家と連携しながら質の高いソ
リューション提案ができる人材

基礎的な知見およびスキルを活用
し、対話を通じてお客さまのニーズ
を把握・提案ができる人材

【基礎研修期間】
ソリューション営業の知識醸成

プレミアム

ハイクラス

スタンダード

入行1年目

2025/3末

20名

2033/3末

100名

各種制度・取り組み

人材育成
⃝ キャリアチャレンジ制度　⃝ 行内兼業　⃝ 外部研修への派遣　⃝ 公的資格等取得奨励金制度　
⃝ 1on1ミーティング　⃝ KIYO Learning（教育システム）　⃝ 学びポイント　
⃝ リスキリング支援金　⃝ 女性向けキャリアデザインフォーラム

人材採用 ⃝ リファラル採用　⃝ アルムナイネットワーク構築　⃝ 第二新卒（内定辞退者）採用

ワーク・ライフ・バランス
⃝ ワーク・ライフ・バランスデー　⃝ 復職サポート手当　⃝ チャイルドプラン休業制度　
⃝ ウェルカムバック制度　⃝ 地銀人材バンク制度　⃝ 産後パパ育休　⃝ フレックスタイム制の導入

⃝  １３０周年事業の一環として当行グループ職員に対する「感謝」の意を示すとともに経営参
画意識の醸成を図るため、持株会RS方式でRSを交付します。

⃝ 6年連続で「健康経営優良法人」に認定
⃝ 2018年6月 「プラチナくるみん」認定を取得
⃝ 2024年10月 「えるぼし（２段階目）」を取得

対 象 者 紀陽フィナンシャルグループ
従業員持株会の加入資格者等

付与株式数 1名につき130株
交 付 方 法 自己株式より充当

目 的

❶ 当行グループ（関連会社含む）
　 職員に対する「感謝」
❷ 経営参画意識の醸成
❸ 株主との価値共有

従業員向け譲渡制限付株式（RS）の導入
当 行

株 主 職 員

企業価値
向上

⃝  2024年度、若手行員を対象に５会場で頭取座談会を開催。
⃝  頭取から当行の現状と今後についてのメッセージを直接伝えることにより若手行員の経営参画意識の醸成とエンゲージメント向上を

図りました。
⃝ 当行の決算説明、第７次中期経営計画
⃝ 銀行経営に関する考え方や想い
⃝ 本業支援活動や部店の課題等
⃝ 頭取までのキャリアパス
⃝ 今後、変えていくべきもの
⃝ エンゲージメント向上に向けた取り組み
⃝ プライベートに関する事項

若手行員の声

⃝ 頭取の人柄に触れ、経営を身近に感じた
⃝ 当行の業績や強み・弱みを考えるきっかけになった
⃝ 各施策に込めた想いを聞くことができ共感できた
⃝ 直接対話することでモチベーション向上に繋がった
⃝ ステークホルダーからの評価を聞き、当行に誇りが持て日々の活動に自信が持てた

頭取座談会

対話
⃝ 大阪会場

⃝ 堺会場

⃝ 和歌山会場

⃝ 紀南会場
新宮会場 ⃝

[参考データ]

経 験 知 識 実 績
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未来創造室が
目指す姿

　長期ビジョンに込めた想いを具現化するため、銀行業務の枠を超えた事業領域の拡大、ならびに中長期的な収益ドライバー創出を
目的に2024年4月、経営企画部内に未来創造室を新設しました。未来創造室では、新事業領域の企画・立案、挑戦する組織風土を
醸成する中心的存在として活動することで人的資本経営の実践を推進しています。

未来創造室の新設 未来創造室での取り組み

　未来創造室では、長年の銀行経営で培ったノウハウや人材などの経営資源を活用し、新たな価値を提供することで、持続可能な銀行
グループ経営の実現を目指しています。これにより、中長期的な企業価値の向上と、社会課題の解決を通じた地域社会への貢献を図り
ます。
　活動方針は、「収益性・グループシナジー」「社会課題解決」「実現可能性」の3つの軸を中心に据えています。

　蓄積された当行の無形固定資産を中心に活用し、隣接・周辺
領域を検討しています。

⃝ WHO（誰が）
⃝ WHEN（いつ）
⃝ HOW（どんな）
　 課題を抱えているか

⃝ 業界動向、市場環境
⃝ ビジネスモデル
⃝ 収支計画
 の調査、策定

⃝ マネタイズ
⃝ 実現可能性
⃝ グループシナジー
⃝ ビジネスモデル
⃝ 新規性
 を軸に検証

⃝ 法律・税制面への対応
⃝ 事業立ち上げ

⃝ 事業領域拡大
⃝ 業務効率化

　公募した行員が業務時間の一部を活用して活動す
る行内兼業制度のもと、新規事業創出に向けたプロ
ジェクトを実施しました。
　各プロジェクトメンバーが100件以上のアイデア
を出したのち、絞り込んだ案について、チームに分
かれて市場調査や競合環境の分析などを行い、事業
案の実現可能性や差別化ポイントを多角的に検討し
ました。最終日には、各事業案を頭取・役員に向け
てプレゼンテーションを行いました。

　「紀陽銀行創立130周年記念事業」の一環として全行員・関連会社を対象に新事業アイデアを募集する行内起業プロジェクトを実施し
ています。本部・営業店・関連会社から役職問わず多種多様な新事業アイデアが寄せられ、合計62件の応募がありました。2次選考を
経て、４組の応募者が最終選考に向け、所属部店と未来創造室を兼業のうえ事業案の事業化検証を継続しています。

　銀行法改正により業務範囲、出資規制が緩和され、銀行が提供可能なサービスや取り組みの幅が大きく拡充されました。これを
受けて、未来創造室メンバー各自が業種・業界を問わず自由な発想で事業アイデアを創出し、事業化に向けてマネタイズの可能性
を意識した検証と議論を継続的に行っています。

● 活動方針

事業領域イメージ

新事業案一例

活動イメージ

● 目指す事業展開

● 行内兼業の実施

● 行内起業プロジェクトの実施

● 新事業企画立案について

紀陽リース

紀陽
キャピタル

マネジメント

紀陽情報
システム

紀陽
パートナーズ

紀陽ビジネス
サービス

新規事業会社
（未来創造室）

紀陽カード
ディーシー

阪和信用保証

紀陽カード

⃝  新規事業会社は
　 戦略系グループ会社として
　 複数社設立することを目指す。

⃝  未来創造室では、
　 新事業会社全体で
   「10年後 利益30億円」を
　 目標に新事業案を検討。

社会課題を解決し、地域社会繁栄に寄与

中
長
期
目
線
で
の
当
行
グ
ル
ー
プ
収
益
寄
与

市
場
・
顧
客

ビジネスモデル

収益性・
グループ
シナジー

高

低 高

社会課題
解決

実現
可能性

収益化
事業化

事業化検証
事業計画立案

アイデアの発掘

P49

※ 隣接領域：既存事業、顧客基盤と近く、既存の強みを活かしやすい領域。
※ 周辺領域：既存事業とは距離があるが、関連性がある領域。
※ 革新領域：既存事業、市場、顧客層が全く異なる、新しい価値を創出する領域。

革新領域

周辺領域

隣接領域

中核領域
（銀行業）

人的資本

顧客ネットワーク

ブランド戦略

新規性

新
規
性

旅行 アグリ 各種
プラットフォーム シニア 金融教育
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「新規事業創出を通じ当行グループの未来を創造する」というテーマのもと、当行グループの新たな収益の柱となる
新事業を創出することを目的にプロジェクトを実施しました。メンバー全員が新規事業を考えることは初めてであり、
新規事業創出に向けた考え方や基本的なフレームワーク等を理解することから開始しました。最終プレゼンテーション
では、頭取を含めた経営陣に向けて新事業案を提案し、新事業創出に向けた熱意を伝えました。

金城　企業価値向上に向けて新たな収益ドライバーの創出が必
要不可欠であると感じ、参加しました。私自身、ゼロから新しい
ものを生み出すことは得意ではありませんが、自分自身の成長
に繋げていきたいと思っていましたし、年齢やキャリアの違うメン
バーと「答えのない」新規事業を検討することは苦しい部分もあ
りましたが、一つのものをメンバーと協力して築き上げていくこと
は良い経験になりました。

辻　事業環境は急速かつ不連続な変化が常態化しているなか、

当行グループを取り巻く環境も厳しい状況にあると感じていまし
た。メイン商圏の人口減少や異業種からの銀行業への参入が多
くなっているなか、新規事業を通じて当行取引先や地域社会の
あらゆるステークホルダーと連携し、地域課題の解決を通じて地
域社会の発展に貢献することで、当行の成長にも寄与していきた
いという気持ちから参加しました。

西　私は当時、融資相談課で業務をしており、既存の物事に対
する見方や考え方は何となくできていたと思いますが、何もない
白紙のキャンバスから何かを創り出すことの経験をしたいという
思いから参加しました。また、私が今後活躍していく未来の当行
グループを自分自身のアイデアで描きたいという想いをもって臨
みました。

皆木　ゼロから事業を考え、事業化に向けて検証するには
これほど多くの視点が必要なのかと衝撃を受けました。自
分がこれは絶対いけると思っていた事業でもビジネスモデ
ルや事業計画、関係者からの情報収集等をすると事業とし
て成立しないと分かってしまうことが多々ありました。私
は大阪市内で営業活動をしていることもあり、不動産関連

の事業を検討しましたが、事業検討を通じてマーケットや
市場動向について検証する癖がつき、銀行業務でも活かす
ことができています。

岡野　本プロジェクトを通じて、創造力と問題解決力の重要性に
気づかされました。銀行の融資業務は過去の実績や成長性等を
みながら案件組成を進めていきますが、新規事業の場合は過去
の実績がないため、仮説を置きながら物事を創造する力が養わ
れたと感じています。また、検証や調査を進めるにつれて様々な
課題に対して解決策を見つけるための分析力や判断力がつきまし
た。
　私は営業課に配属となって1年程度ですが、お客さまである企
業の経営者の方々は、高い志をもって事業と向き合っており、改
めて経営者の方々の事業に対する情熱に尊敬しました。本プロ
ジェクトを通じて感じた経営者の事業に対する情熱に、銀行業務
を通じて真摯に応えていきたい気持ちが高まりました。

西　自らが事業を行う立場で物事を考えること自体初めての経験
でした。まずは、新規事業の考え方等を事務局の方々と一緒に、
フレームワークや書籍、動画等あらゆる学びのツールを通じて新
規事業の考え方について頭の中に叩き込みました。私は新規事業
を通じて地域社会の課題解決に貢献したい思いが強く、和歌山
県の観光資源を活用した事業を検討していましたが、本プロジェ
クトを通じて物事を多角的に見る力が鍛えられたと感じています。

岡野　新規事業を考えるにあたっては、「マネタイズ」「社会課題
解決」「グループシナジー」の3軸を基本に検討を進めていきまし
た。研修等の実践的な演習では、新規事業開発に必要な知識を
身につけることはできるかもしれませんが、実践のフェーズにおい
てそれだけでは事業は生み出せないことを痛感しました。プロジ
ェクトメンバーの合言葉は、「本気で社長になれるのか？」でしたね。

金城　頭取を含めた経営陣へ1つの新規事業をプレゼンテーシ
ョンするにあたり、社会・顧客課題解決や自社アセットの活用な

本プロジェクトで目指していたゴール

ど考え方を整理したうえで100の事業アイデアを考えました。社
会・顧客課題の解決のためには、自分の思考の癖、収益性の高
い事業創出のために課題の広さ・頻度・深さを意識すること、メ
ガトレンドや社会の流れを照らし合わせ持続性ある事業の創出を
目指しました。

辻　未来創造室では、新規事業創出と同等の位置付けで「挑戦
する組織風土の醸成」を目標に活動していますが、当行は挑戦
する風土のエンゲージメントスコアが低い水準にあります。本プ
ロジェクトを通じて挑戦するために重要なことは情熱を持って取り
組むことだと感じましたし、今後私たちの活動が当行の挑戦する
組織風土醸成に繋がれば嬉しく思います。「そこに愛はあるんか？」
と自問自答をすることは重要だと改めて感じました。

皆木　実際、当行内では新たな試みである「行内起業プロジェ
クト」が実施されるなど、挑戦する組織変化を感じています。行
内起業プロジェクト実施は私たちの活動が影響しているかもしれ
ませんね。今後も失敗を恐れずにチャレンジしていくことで当行
のブランドスローガンである「銀行をこえる銀行」に近づいてい
きたいですね。

一同　新規事業の創出は、当行の成長と持続可能性を支える重
要なファクターだと考えています。挑戦することで得られるスキル
や経験は、個人と組織の両方にとって大きな財産となります。市
場変化が激化する昨今の経営環境への柔軟な対応、あらゆるス
テークホルダーのニーズを的確に捉えることで、新たな価値を提
供することが可能だと思います。失敗を恐れず、常に挑戦し続け
る姿勢が成功への鍵だと思いますし、これからも未来を切り拓く
ために、創造力と情熱を持って新しい可能性を追求していきたい
と考えています。

挑戦する組織風土の醸成に大切なこと

最後に

未来創造室のプロジェクトに参加したきっかけ

本プロジェクトを通じての気づきや自身の変化

未来創造室座談会特 集

大阪中央支店　営業課

皆木 洋功
住吉支店　営業課

岡野 暖
営業統括部　営業企画担当

辻 華那
大阪中央支店　営業課

西 真穂
岸和田支店　営業課

金城 拓磨
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ステークホルダーとの
価値共創

株主・投資家
P41

役職員
P46

法人のお客さま

地域社会

個人のお客さま

ステーク
ホルダーの

皆さま

提供：株式会社竹中工務店

⃝ 130周年定期の実施
⃝ 紀陽ビジネスクラブ特別講演会の開催

⃝ 紀陽本店ビルの建替（現地建替）

竣工時期 2029年12月（予定）
建物用途 本店営業部、和歌山営業本部、本部機能　他

主な目的

❶ 本店ビル（1954年竣工、築71年）の老朽化対応
❷ お客さまへの総合的な金融サービスの向上
❸ 部署間のコミュニケーション活性化
❹ まちづくりや脱炭素社会の実現への貢献
❺ 金融機能のレジリエンス強化

⃝ 和歌山県発のスタートアップ支援拠点「Key Site」の新設
⃝ 紀陽銀行本店、夜のライトアップによるにぎわい創出
⃝ 紀陽文化財団との共催による紀陽コンサートの開催

⃝ 行内起業プロジェクトの実施
⃝ 譲渡制限付株式（RS）交付

　地域とともに歩んだ130年、これまでの感謝とこれからも「地域とともに」という想いをもって周年ロゴマークを作成しました。

⃝「おはよう朝日です」への番組協賛 2025年4月  1日～5月30日
⃝ JR和歌山駅フロントシートに広告掲出 2025年4月21日～6月22日
⃝「キヨー坊やの130周年記念スタンプ」無料配布 2025年5月30日～8月21日

デザインコンセプト
　創立130周年を迎えるにあたり、ステークホルダーの皆さまへの「感謝」とこれからも「地域と
ともに」歩み続けるという想いをもって、和歌山から大阪にかけての地域とのつながりをイメージ
し、海（波の様子）と山を一つのモチーフとしています。

デザイン：株式会社ロカリスト

● お客さま向け

● 地域向け

● 従業員向け

● 周年ロゴマーク

● 130周年記念ブランディング

創立130周年記念事業ステークホルダーとの価値共創
～ これからも「地域とともに」歩み続ける銀行へ ～ 当行は2025年5月2日に創立130周年を迎えました。　

この節目の年に、経営理念である「地域社会の繁栄に貢献し、地域とともに歩む」の実現に向け、「紀陽銀行創立130周年記念
事業」を実施いたします。

　当行はステークホルダーの皆さまに支えられ、130年という長い歴史を築いてまいりました。法人のお客さま、
個人のお客さま、そして地域社会の皆さまとの価値共創を実現するため、様々な取り組みを実施しています。
　これからも、皆さまとともに歩み続け、地域と一体となって成長をめざしてまいります。

※「キヨー坊やの毎日使えるスタンプ」（有料）も提供中

お客さまの経営課題解決に向けた各種コンサルティングサービスの展開
⃝ ビジネスマッチング
⃝ 事業承継・M&A支援
⃝ BCPコンサルティング
⃝ 人事制度構築・運用支援コンサルティング
⃝ SDGｓコンサルティング
⃝ ITコンサルティング
⃝ 脱炭素コンサルティング
⃝ サステナビリティ関連商品

創立130周年記念事業  
⃝ お客さま向け
⃝ 地域向け
⃝ 従業員向け　
⃝ 130周年記念ブランディング　

質の高い金融サービスの提供および利便性の向上
⃝ 電子契約
⃝ スマ通帳。とキヨスマ！
⃝ 紀陽ダイレクト
⃝ インターネット投信
⃝ まどのて
⃝ 「来店予約サービス」の全店拡大

地元地域における社会課題への取り組み強化
⃝ 和歌山県、南海電気鉄道株式会社との包括連携協定締結
⃝ 和歌山市における脱炭素経営の支援に関する連携協定締結
⃝ 和歌山県デジタル経営診断・分析業務
⃝ 堺市デジタル経営支援委託業務

P53

P55

P56

P52
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2024年10月より、地元企業の脱炭素支援に向け、脱炭素コンサルティングの取り扱いを開始しました。当行では、お客さまの
温室効果ガスの排出量測定支援や、削減計画策定・削減対策の実
施、脱炭素宣言書作成や各種認定取得に向けた支援などをおこな
っています。

2025年4月より、お客さまのSDGs（持続可能な開発目標）
達成に向けた取り組みを支援するため、「紀陽ポジティブ・イ
ンパクト・ファイナンス」の取り扱いを開始しました。お客
さまの企業活動が環境・社会・経済に及ぼすインパクト（ポ
ジティブ・インパクトとネガティブ・インパクト）を分析・
評価し、お客さまが設定するKPIの達成支援を通じて、環境・
社会課題の解決と、お客さまの企業価値向上に繋がることを
目的とした融資商品です。

● 脱炭素コンサルティング

● 紀陽ポジティブ・インパクト・ファイナンス

成約件数 7 件（2025/3期）実 績

取組実績

紀陽ＣＳＲ私募債 受託
総額 62,280 百万円 (2016/6~2025/3)

紀陽ＳＤＧｓ私募債 受託
総額 9,000 百万円 (2019/8~2025/3)

紀陽健康経営
応援私募債

受託
総額 2,900 百万円 （2020/1～2025/3）

紀陽ＳＤＧｓ
取組応援ローン

実行
総額 17,234 百万円（2021/10～2025/3）

紀陽サステナビリティ・
リンク・ローン

実行
総額 4,650 百万円 （2022/6～2025/3）

紀陽グリーン・ローン 実行
総額 799 百万円 （2022/6～2025/3）

● サステナビリティ関連商品

お客さま同士のビジネスマッチングや外部提携先とのビジネス
マッチングを通じ、販路開拓支援や経営課題解決支援に取り組
んでいます。

企業にとって「人材」は最も貴重な経営資本であり、「人事制
度」は仕事へのモチベーション向上や人材確保などにおいて重要
な仕組みです。将来にわたり企業が存続し続けるために、時代
の変化に応じた人事制度の導入・見直しが必要であり、大切な
人材の確保とともに十分に能力を発揮できる環境整備に向けた
支援をおこなっています。

ソリューション戦略部本業支援推進室内に設置している「BCP
サポートデスク」では、セミナーやシンポジウム等の事業継続に
関する啓発活動や、お客さまに対するBCP策定・改善・各種訓
練支援や地域社会のレジリエンス向上に関する支援をおこなって
います。

SDGs達成に向けた取り組みは、企業規模を問わず社会的要
請事項となっており、企業イメージの向上や人材確保など、持続
的な成長と企業価値の向上につながるものとされています。当行
では、お客さまのSDGsに関する目標設定や、対外的なPRのた
めの宣言書の策定支援、従業員さまに向けたセミナーの実施や
SDGsカードゲームの提供などをおこなっています。

中小企業経営者の高齢化や身内の後継者不在等、事業承継に
関する問題が深刻化しています。この課題解決に取り組むことは
地域金融機関の重要な役割と考え、ソリューション戦略部本業支
援推進室内に事業承継専担者・M&A専担者を配置しています。

● ビジネスマッチング

● 人事制度構築・運用支援コンサルティング

● BCPコンサルティング

● SDGsコンサルティング

● 事業承継・M&A支援

成約件数 2,781 件（2025/3期）実 績

成約件数 12 件（2025/3期）実 績

成約件数 16 件（2025/3期）実 績

成約件数 35 件（2025/3期）実 績

M&A新規受託件数 61 件（2025/3期）実 績

事業承継提案先数 274 先（2025/3期）実 績

　地域の持続的な成長には、地域経済をけん引する法人のお客さまの成長と発展が欠かせません。紀陽銀行では時代の変化に合わせた
金融支援をおこなうとともに、法人のお客さまが抱える経営課題にグループ機能を駆使した手厚い支援サービスでお応えしています。

法人のお客さま
2020年4月、ITコンサルティングデスクを新設。2021年7月には、紀陽情報システム株式会社が銀行業高度化等会社の認可を取得

するなど、地元企業のDX支援に向けたITコンサルティングの体制はさらに充実しています。当行のITコンサルティングデスクの活動にお
けるお客さまの課題発見と紀陽情報システムのシステム開発能力を
組み合わせ、「財務×ITコンサルティング」による本業支援を展開し
ています。

● ITコンサルティング

成約件数 20 件（2025/3期）実 績

　弊社の基幹システムは導入して27年が経過し、カスタマイズを繰り返しながら使用してきましたが、
業務にマッチしていない部分やシステムで対応できず手作業で行っている業務も多く、非効率で社員か
らの不満も多く寄せられていました。近く創業100周年を迎えるなか、弊社の更なる発展を実現するた
めに、基幹システムの刷新による業務効率化を進めることになりました。しかしながら社内のシステム
人材は少なく、システム導入のノウハウもなかったことから、どのように進めていけばいいか悩んでいた
ところ、紀陽銀行さまより「ＩＴコンサルティング」をご紹介いただきました。
　基幹システム刷新プロジェクトの推進に際しては、対象となる全部署からメンバーを招集し、業務の
流れを把握するところからスタートしました。紀陽銀行さまの伴走支援によって現状把握や課題の整理を
しっかり行うことができ、あるべき姿とのギャップを認識することで、新システムへの要求事項を明確に
することができました。プロジェクト会議を毎週開催するのは大変な時もありましたが、業務効率化に向
けて社員同士が真剣に議論を交わすことができ、社内の絆も深まったように感じています。
　弊社が今後も成長を目指すうえでは紀陽銀行さまのサポートは必要不可欠です。身近なパートナーと
してＩＴに限らず幅広くサポートしていただくことで業界発展の一翼を担い、ひいては社会の発展に寄与
していきたいと考えております。

　弊社は物流事業者として従来から環境問題に関する取り組みを進めておりますが、温室効果ガスの排
出量は他業界と比較すると多い業界であると認識しております。また、弊社グループにおいては大手の
取引先様も多く、近い将来、取引先様からも脱炭素対応に関して様々な要望があると判断し、脱炭素
コンサルティングの導入を検討しておりました。
　脱炭素支援を実施しているコンサルティング会社も数多くありますが、その中でも紀陽銀行さまから
の提案内容は自社内で導入しやすく、また、以前にＳＤＧｓコンサルティングの依頼もしたことがあるな
ど、今後も長期的な付き合いを考えることができると考え脱炭素コンサルティングを依頼しました。
　脱炭素コンサルティングを導入したことで、自社の排出量の数値化や新たな指標が出来ることにより、
営業活動において取引先様との会話の内容に変化が生まれてきていると感じております。また、小さな
会社でも地域において少し先の取り組みをおこなっていくことで、社員の考え方、モチベーションの変
化など、間接的なプラス効果も期待したいと考えています。
　今後も紀陽銀行さまとは長期的な付き合いのなかで、弊社グループへの理解を深めて頂き、成長に
向けたアクセルを踏みたい時に適切な資金供給や本業支援といったガソリンの注入はもちろんのこと、
その時々の時流にあったコンサルティング提案やマッチングなどもお願いしたいと考えております。

企画・検討からシステム評価・選定まで、
システム構築・運用に関する豊富なノウハウを提供

お客さまの現状を把握し、
課題とニーズに応じたコンサルティングを実施

事 例

事 例
ITコンサルティングによる本業支援

脱炭素コンサルティングによる本業支援

株式会社フォワードホールディングス
代表取締役　 　　和田  雅裕さま（左）
経営管理課 課長　合嶋  祐貴さま（右）

おたふく手袋株式会社
代表取締役社長　　　井戸端  勇樹さま（左）
情報システム部 課長　前田     朋哉さま（右）

お客さまの声

お客さまの声
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❶ 住民が暮らしやすい持続可能な地域づくりや賑わいの創出など地域の活性化に関すること
❷ リゾート施設、宿泊施設の誘致やプロモーションの実施など観光振興に関すること
❸ 地域資源を活用した新たな産品開発など地域経済の活性化に関すること
❹ その他地域の振興に関すること

ＤＸ化に向けた取り組みの一環として、住宅ローン取引、事業性融資契約において、電子契約サービスを導入しています。
書面による契約書などへの自署・捺印に代わり、ＰＤＦ化した契約書に電子署名をおこなうことで、ペーパーレス化とお客さまの自署・

捺印や印紙代のご負担の軽減にもつながります。

通帳レス口座「紀陽スマート通帳（スマ通帳。）」を取り扱っております。紙の通帳を発行しないため、紙資
源の使用削減につながります。スマ通帳。の残高や入出金明細は、紀陽銀行公式アプリ「紀陽スマートアプ
リ（キヨスマ！）」にてご確認いただけます。また、キヨスマ！をご利用いただくことで、ご来店いただくことなく
スマートフォンで口座開設や税金・公共料金等のお支払いが可能です。

紀陽ダイレクトでは、お振込（振替）、投資信託、定期預金、積立定期預金、住宅ローンの一部繰上げ返済、各種料
金のお支払い（Pay-easy）といった幅広いサービスをご利用いただけます。

Webからのお申込みも可能となり、ご来店いただかずにより便利に銀行のお取引が可能となりました。

全店窓口にタブレット端末を設置。窓口業務受付システム「まどのて」
の活用により、伝票の記入や印鑑の押印の負担を軽減しています。

２０２４年１２月より、店頭での待ち時間の短縮や混雑軽減を図るため、一部店舗において導
入しておりました「来店予約サービス」の対象店舗を全店舗に拡大いたしました。

当行ホームページまたは紀陽スマートアプリ「キヨスマ！」の来店予約サービス画面より予約
可能です。

● 電子契約　

● スマ通帳。とキヨスマ！

● インターネット投信

● 紀陽ダイレクト　

● まどのて　

● 「来店予約サービス」の全店拡大

住宅ローン取引　14,408 件（２０２５/3末）実 績

インターネット投信契約件数　30,546 件（２０２５/3末）実 績

通帳レス口座　130,010 口座（２０２５/3末）実 績

135,114 ユーザー（２０２５/3末）実 績

キヨスマ！　327,912 ユーザー（２０２５/3末）実 績

取扱件数　784,888 件（２０２５/3末）実 績

事業性融資契約　11,276 件（２０２５/3末）実 績

インターネット投信販売比率　47.8 %（２０２５/3末）実 績

2024年7月、当行、和歌山県および南海電気鉄道株式会社と和歌山県の県民サービス向上および地域の活性化を図るため、包括連
携協定を締結しました。

2024年7月、和歌山市の2030年度温室効果ガス排出量削減目標および2050年カーボン
ニュートラル達成に向けた地域脱炭素の取り組みとして、相互に連携し、双方の資源やノウハウ
を活用し、市内企業の脱炭素経営を支援することで、和歌山市の脱炭素社会の実現をめざすこ
とを目的に、連携協定を締結しました。

2021年度より和歌山県が実施している「デジタル経営診断」の環境構築業務を受託し、以降毎年度「デジタル経営診断実施・分析
業務」を当行が受託しています。

2023年度より堺市産業振興センターが実施している「デジタル
経営支援委託業務」の運営を受託。紀陽情報システムとオンライ
ンの診断ツール「堺DX診断」を構築したうえで、堺市内の事業者
さまのDX診断を実施。

以降毎年度「堺DX診断」を当行が受託しています。

連携事項
❶ 環境関連の融資制度やローン商品と連携した脱炭素経営の支援事業の検討に関すること
❷ Ｊ－クレジット等の環境価値を活用した事業の検討に関すること

連
携

事業実施者 受託事業者 当行取引先

⃝ 診断項目策定
⃝ 試験診断の実施

⃝ 診断システム構築
紀陽情報システム株式会社

❶ 本事業を委託

❷ 試験診断を実施

❹ 診断結果❹ 診断結果

❸ アンケート回答

和歌山県、南海電気鉄道株式会社との包括連携協定締結地方創生

和歌山市における脱炭素経営の支援に関する連携協定締結脱炭素経営支援

和歌山県デジタル経営診断実施・分析業務ＤＸ支援

堺市デジタル経営支援委託業務ＤＸ支援

協定内容

　地域金融機関である私たちにとって、「地元地域をしっかりと支えること」「いかにして地域社会に貢献できるか」が、極めて大切な企
業使命です。すべてのお客さまに安心してご利用いただける銀行をめざすとともに、社会貢献活動にも積極的に取り組み、地域における
役割を果たしてまいります。

　「地域社会の繁栄に貢献し、地域とともに歩む」という経営理念のもと、130年の歩みのなかで培ってきた地域の皆さまの信頼に
応えるため、事業エリアである和歌山・大阪における社会課題への積極的な取り組みや社会貢献活動を通じて、持続可能な地域社会
の実現に貢献してまいります。

個人のお客さま 地域社会

IT等を活用した利便性の向上
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第6次中期経営計画 第7次中期経営計画
2021 2022 2023 2024 2025 2026 … 2030 … 2050

Scope1,2
(自社GHG排出量)

2013年度 9,073t-CO₂
5,007
t-CO₂

3,172
t-CO₂

3,754
t-CO₂

2,239t-CO₂
⬇

2030年度目標
を早期達成

2013年度比
70％以上削減

⬇
達成済

ネットゼロ
⬇

目標の前倒し
　を検討

当行の取り組み

Scope3
（投融資 GHG 排出量） ― 423,240

t-CO₂
9,585,607

t-CO₂
6,277,342

t-CO₂
C-Turtle導入

お客さまの脱炭素支援

　近年、気候変動問題に加えて生物多様性の損失や、これに伴う自然資本および生態系サービスの劣化が深刻化しています。企業の事
業活動は自然資本・生物多様性に依存・影響しており、生物多様性の損失を止めて回復軌道に乗せる「ネイチャーポジティブ」に向けて
行動することが求められています。
　当行グループにおいても「ネイチャーポジティブ」に向けた取り組みを推進するべく、2025年6月にTNFD提言に賛同し、TNFDフォー
ラムに参画しました。また、環境方針を改定し、気候変動や生物多様性の損失などの課題解決に資する事業活動や取り組みを行うことを
表明しました。

 当行グループは、2021年11月にTCFD（気候変動財務情報開示タスクフォース）提言に賛同し、気候変動への対応に取り組んでま
いりました。今後も地域の脱炭素社会の実現に向けた施策に積極的に取り組んでまいります。

❶ 関連法令等の遵守  環境保全に関する法令等を遵守し、役職員の意識の啓発に努めます。
❷ 事業活動における取り組み  商品・サービスの提供を通じて、お客さまの気候変動対応や生物多様性保全への取り組みを支援します。
❸ 環境負荷の低減  事業活動において持続可能なエネルギー利用や省エネルギーの取り組み等を通じて、環境への影響を低減することに努めます。
❹ 気候変動への対応   気候変動問題は紀陽フィナンシャルグループにとって重大な課題であることを認識し、リスク管理の高度化と脱炭素社会の

実現に向けた取り組みを行います。
❺ 生物多様性の保全  生物多様性への理解を深め、保全・回復に向けた取り組みを行います。
❻ ガバナンス   紀陽フィナンシャルグループにおける、気候変動や生物多様性に関する取り組みについてはサステナビリティ委員会にて協議

を行い、取締役会に報告します。また、必要に応じて本方針の見直しを行います。
❼ 情報開示  気候変動や生物多様性に関する取り組み状況を開示し、ステークホルダーとの対話を通じて、取り組みの向上と改善に努め

ます。

紀陽フィナンシャルグループは、経営理念である「地域社会の繁栄に貢献し、地域とともに歩む」のもと、企業活動における環境配
慮や、環境保全に寄与する金融サービスの提供などを通じ、持続可能な社会の実現に貢献します。

省エネ・省資源化施策の推進（適切な空調管理・電子化による紙使用量の削減・LED照明への切替等）

TCFD提言への賛同（2021年11月）

再生可能エネルギー由来の電力導入開始（2022年2月）

サステナビリティ委員会・サステナビリティ推進室の設置（2022年4月）、サステナビリティ基本方針の策定（2023年6月）

再生可能エネルギー由来の電力導入拡大・環境配慮型店舗の導入等検討

カーボンクレジットの活用検討

脱炭素社会の実現に向けた取組強化

Scope3の算出開始、削減目標の設定等検討

施策検討
施策検討

施策検討

カーボンニュートラルに向けた取組強化 取組強化

サステナブルファイナンスの推進（2029年度までの実行目標7,000億円）

脱炭素に関するソリューション営業の展開（2032年度までの実績件数800件）

自治体等と連携した地域の脱炭素化推進に向けた取組

石炭火力発電向け与信ゼロ等への取組検討等

気候変動の影響により洪水等の発生が増加した場合の、当行不動産担保の毀損および当行取引先の業務停止による与信費用の増加
額を算定しております。試算結果は以下の通りであります。

2024年度についてもTCFD提言に沿い、物理的リスクと移行リスクについて、それぞれ下記のシナリオに基づき気候変動に起因する与
信費用の増加額の試算を行いました。

シ ナ リ オ IPCC（気候変動に関する政府間パネル）のRCP8.5シナリオ（4℃シナリオ）
対 象 地 域 和歌山県、大阪府、奈良県、兵庫県
分 析 対 象 事業性融資先
分 析 内 容 事業性融資先の業務停止による売上高減少を受けた債務者区分の悪化、および不動産担保の毀損による与信費用に与える影響を算定
分 析 期 間 2050年まで
分 析 結 果 与信費用の増加額　最大40億円程度

物理的リスク

当行グループは、「気候変動への対応」をマテリアリティ（重要課題）として設定しております。サステナビリティ推進体制としては、取
締役頭取を委員長とする「サステナビリティ委員会」を設置しており、持続可能な環境・社会・企業統治（ESG）の実現に向けた気候変
動や脱炭素社会への対応について、協議・検討を行っております。

原則として年2回開催するサステナビリティ委員会において、具体的施策の決定や各目標額の策定、取組進捗の報告等を議題として上
程し、サステナビリティ委員会での協議内容は都度取締役会へ報告しており、取締役会が適切に監督する体制を構築しております。また、
各本部・営業店一体となったサステナビリティ推進体制の強化を図ることを目的に、経営企画部内に「サステナビリティ推進室」を設置し
ております。なお、2024年度においては、サステナビリティ委員会（TCFD関連議題）は3回開催されております。

サステナビリティ委員会における具体的な審議内容

紀陽フィナンシャルグループ環境方針

⃝ 当行グループの温室効果ガス排出量（Scope1・2）のカーボンニュートラル達成に向けた施策やロードマップ更新の検討
⃝ TCFD提言に基づく気候変動対応の高度化および開示の充実に向けた今後の対応
⃝ TNFD提言への対応や環境方針の改定、CDPへの対応といった環境分野での各種対応 等　

当行における気候変動に伴う「リスク（移行リスクならびに物理的リスク）」と「機会」は以下の通りであります。それぞれの「リスク」、「機
会」に関して、短期（5年）、中期（10年）、長期（30年）の時間軸で定性的に分析しております。

リスク

物理的リスク

オペレーショナルリスク
豪雨・台風、河川氾濫等の被害による当行営業拠点の毀損、事業停止、対策・復旧コ
ストの増加
社会インフラの損壊に伴う当行業績の悪化

短期～長期

信用リスク
豪雨・台風、河川氾濫等の被害による取引先の資産（不動産担保等）の毀損、および
取引先の操業停止に伴う財務状況悪化
気温上昇に起因する事業環境の変化による取引先の業績悪化

短期～長期

移行リスク 信用リスク
環境規制強化の影響を受ける取引先の財務状況悪化 中期～長期
技術転換・技術革新への対応による影響、および消費者ニーズの変化に伴う需要減少
による影響を受ける取引先の資産価値毀損や財務状況悪化 中期～長期

機会
脱炭素社会へ向けたプロジェクトファイナンス推進や防災のためのインフラ投資、脱炭素化や適応策の推進に係る技術開発等に
よる資金需要増加
取引先の脱炭素社会への移行や適応策の推進を支援する金融商品・サービスの需要増加

短期～長期

● ガバナンス

● 戦略

● シナリオ分析

　当行が本店を置く和歌山県は、「木の国」と呼ばれるほどの豊富な山林資源を有するほか、黒潮が流れる太平洋など、すばらしい自
然環境に恵まれた地域です。また、和歌山県と並び、主たる営業エリアとする大阪府においても淀川・大和川などの河川や山脈、大阪
湾など様々な自然環境を有し、当行の営業エリア内には多種多様な自然が存在しています。 
　気候変動を重要な事業リスクとして認識するとともに、恵まれた自然環境の保全に資する活動や商品・サービスの提供などを通じて、
地域社会の持続可能な発展に貢献してまいります。

経営企画部（サステナビリティ推進室）
⃝ サステナビリティに関する取り組みの総括、開示　⃝ 気候変動問題、生物多様性の損失等への取り組み　⃝ 社会貢献活動の推進　など

本部各部・営業店・グループ会社

地
域
社
会

経営会議

取締役会 サステナビリティ委員会
⃝ サステナビリティ経営への取り組み
⃝ ＴＣＦＤにかかる気候変動リスク等への対応
⃝ TNFDにかかる生物多様性損失等への対応

紀陽フィナンシャルグループ環境方針

ＴＣＦＤ提言に基づく開示

環境への取り組み
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当行グループでは、気候変動リスクについて、中長期的に財務に影響を与える可能性がある「重要なリスク」と認識しております。取
締役会で策定している2025年度のリスク管理方針において、気候変動リスクの対応について明記しており、定量的な影響把握に努める
とともに、TCFD提言に基づき段階的に開示内容の充実を図っていきます。

 また、「責任ある投融資に向けた取組方針」を策定しており、環境や社会問題に真摯に向き合っている取引先に対しては、地域金融
機関として適切な知見の提供や積極的な支援を行い、一方で、環境や社会に対してリスク・負の影響を与える投融資については慎重に
判断し、その影響を低減・回避するよう努めてまいります。

● リスク管理

当行グループでは、「2030年度に2013年度比70%以上削減、2050年度にカーボンニュートラル」をめざし、GHG排出量削減に取
り組んでまいりました。2024年9月より、導入可能な拠点すべてに再生可能エネルギー由来の電力を導入したこと等により、2024年度
における当行グループでのGHG排出量は2013年度比75.3%の削減実績となり、2030年度の目標を大幅に前倒しで達成することがで
きました。

引き続き、カーボンニュートラル達成に向け、新店建設時のZEB認証取得や、省エネ設備の導入、営業車両のHV・EV化等の施策を
検討・実行しつつ、2050年度としていた達成目標年度についても前倒しを検討してまいります。

2023年度 2024年度
Scope1 直接排出 694 662
Scope2 間接排出 3,060 1,577
Scope1,2の合計 3,754 2,239

Scope3

カテゴリ  1 購入した製品・サービス 11,498 11,745
カテゴリ  2 資本財 7,937 8,741
カテゴリ  3 Ｓｃｏｐｅ１，２に含まれない燃料

およびエネルギー関連活動 795 787
カテゴリ  4 輸送、配送（上流） ー 794
カテゴリ  5 事業から出る廃棄物 ー 45
カテゴリ  6 出張 274 279
カテゴリ  7 雇用者の通勤 1,186 1,202
カテゴリ15 投資 9,585,607 6,277,342

当行では、PCAF※スタンダードの算定手法を活用し、国内法人向け貸出を対象としてCO₂排出量を算定しております。また、2024
年度分の排出量算定より、NTTデータが提供するC-Turtle FEを導入し、ファイナンスド・エミッションの算定を開始しております。引き
続き、算定の精緻化と対象の拡大を図るとともに、投融資先とのエンゲージメントを強化し、地域の脱炭素化に向けた取り組みを推進し
てまいります。

TCFD提言が開示を推奨する炭素関連資産について、セクターごとの与信残高および全セクターに占める割合は以下のとおりです。な
お、2024年度より、炭素関連資産の対象となる業種区分およびセクターの振分けの見直しを行っております。

GHG排出量（Scope1・2）削減目標と実績推移

ＧＨＧ排出量実績（単位：t-CO₂）

投融資先のGHG排出量（Scope3 カテゴリ15、ファイナンスド・エミッション）の算定

炭素関連資産の与信割合

● 指標と目標

2013
年度

9,073

5,692

7,264

5,294 5,007

3,172
3,754

2,239

前倒しを検討

2,721

2019
年度

2018
年度

2020
年度

2021
年度

2022
年度

2023
年度

2024
年度

2030
年度
（目標）

2050
年度
（目標）

(ｔ-CO₂)

カ
ー
ボ
ン
ニ
ュ
ー
ト
ラ
ル

△75.3%
2030年度目標を
前倒しで達成

△70.0%

※  算定にあたっては、環境省・経済産業省「サプライチェーンを通じた温室効果ガス排出量算定に関する基本ガイドライン（ver.2.7）」および環境省「サプライチェー
ンを通じた組織の温室効果ガス排出等の算定のための排出原単位データベース（ver.3.5）」を使用。

※ Partnership for Carbon Accounting Financials（投融資先の温室効果ガス排出量の計測・開示を標準化するための基準を開発する国際的なイニシアティブ）

サステナブルファイナンス（SDGｓなどの事業のサステナビリテ
ィ向上に向けた取り組みがある取引先への融資やサステナビリテ
ィ関連商品）の実行額（累計）目標を7,000億円としております。

（2022年4月～2030年3月）
2024年度の実行実績は、1,581億円（累計4,303億円）と

なっております。引き続き、環境課題の解決や地域の持続的発
展に寄与するファイナンスを強化していきます。

当行は、環境情報開示システムを提供するCDPによって発表された「気候変動レポート2024」において、「B」ス
コア評価を獲得しました。CDPは世界中の企業や自治体から、気候変動、フォレスト、水セキュリティに関わる情報開
示を求める質問書への回答を収集・分析し、開示する国際環境非営利団体です。

CDPのスコアは8段階（A、A-、B、B-、C、C-、D、D-）で構成され、今回獲得した「B」スコア評価は「マネ
ジメントレベル（自社の環境リスクや影響について把握し、行動している）」と評価されたことを示すものです。

セクター
2022年度 2023年度 2024年度

与信残高
（億円）

割合
（％）

与信残高
（億円）

割合
（％）

与信残高
（億円）

割合
（％）

素材・建築物 8,594 20.5 9,429 21.6 15,127 32.1
金属・鉱業 738 1.8 733 1.7 1,022 2.2
化学 560 1.3 561 1.3 1,417 3.0
建設資材 78 0.2 85 0.2 114 0.2
資本財 1,518 3.6 1,576 3.6 5,061 10.8
不動産管理・開発 5,701 13.6 6,473 14.8 7,512 16.0

農業・食料・林産物 1,090 2.6 1,029 2.4 1,081 2.3
飲料 100 0.2 108 0.2 124 0.3
農業 17 0.0 15 0.0 15  0.0
加工食品・加工肉 493 1.2 468 1.1 506 1.1
製紙・林業製品 480 1.1 438 1.0 436 0.9

炭素関連セクター合計 12,731 30.3 13,708 31.4 18,428 39.1
与信残高総計 41,999 100.0 43,695 100.0 47,080 100.0

セクター
2022年度 2023年度 2024年度

与信残高
（億円）

割合
（％）

与信残高
（億円）

割合
（％）

与信残高
（億円）

割合
（％）

エネルギー 950 2.3 1,054 2.4 885 1.9

石油及びガス 403 1.0 436 1.0 383 0.8

石炭 1 0.0 1 0.0 1 0.0

電力ユーティリティ 547 1.3 616 1.4 500 1.1

運輸 2,097 5.0 2,196 5.0 1,336 2.8

旅客空輸 21 0.1 48 0.1 41 0.1

航空貨物 ― ― ― ― 4 0.0

海上輸送 55 0.1 67 0.2 73 0.2

鉄道輸送 409 1.0 451 1.0 515 1.1

トラックサービス 489 1.2 485 1.1 492 1.0

自動車及び部品 1,122 2.7 1,145 2.6 209 0.4

サステナブルファイナンス実行額目標

CDP「気候変動レポート2024」において「B」スコア評価を獲得

対象アセット 国内法人向け貸出
（財務データ不足先は除く）

基準日
貸出残高：2025年3月末時点
貸出先の財務データ・排出量データ：
2025年3月末時点で当行が保有する
最新の決算期データ

算定カバー率 97.5%

データクオリティ
スコア 3.2

CO₂排出量の
算定方法

PCAFスタンダードに基づく算定を実施し、企業
開示データ、CDPデータ等を活用しています。
データが得られない場合は、売上高あたりの排
出係数を用いて推計しています。

ファイナンスド・
エミッション

帰属係数 × 投融資先のGHG排出量
（Ｓｃｏｐｅ1，2，3）
帰属係数＝投融資額 ÷（各取引先の負債＋資本）

セクター CO₂排出量（t-CO₂）
素材・建築物 3,113,852

金属・鉱業 490,048
化学 320,665
建設資材 170,508
資本財 1,926,166
不動産管理・開発 206,465

農業・食料・林産物 340,692
飲料 7,960
農業 12,725
加工食品・加工肉 194,569
製紙・林業製品 125,438

その他 2,057,761
合計 6,277,342

セクター CO₂排出量（t-CO₂）

エネルギー 442,742
石油及びガス 81,687
石炭 －
電力ユーティリティ 361,056

運輸 322,294
旅客空輸 1,583
航空貨物 6,581
海上輸送 44,222
鉄道輸送 13,226
トラックサービス 221,720
自動車及び部品 34,961

シ ナ リ オ IEA Net Zero Emission 2050シナリオ（NZE2050）（1.5℃シナリオ）

分 析 対 象 エネルギーセクター（電力、ガス、石油小売）、運輸セクター

分 析 内 容 シナリオに基づき、エネルギーセクターについては「炭素税」や「電源構成の変化」、運輸セクターについては「炭素税」や「EV車両の導入」
等の影響を考慮した将来の業績変化を予想し、与信費用に与える影響を算定

分 析 期 間 2050年まで

分 析 結 果 与信費用の増加額　最大30億円程度

当行のポートフォリオ等を勘案し、GHG排出量が相対的に大きく、移行リスクの影響を受けやすいと想定される「エネルギーセクター（電
力、ガス、石油小売）」、「運輸」セクターを分析対象としています。

現時点においては、物理的リスク、移行リスクのいずれも当行の事業の持続可能性に重大な懸念を与えるものではないと認識していま
す。引き続き、シナリオ分析の高度化に努めてまいります。

移行リスク

2030／3末
目標

2025／3末
実績

2024／3末
実績

2023／3末
実績

1,338

(億円 )

2,722

4,303

7,000
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会計監査　内部統制監査

連携

報告

報告

報
告

指
示
命
令

指
示
命
令

連携

内部監査

監査・監督

報告

選任・解任 選任・解任 選任・解任

株主総会

 

❶ 

取
締
役
会

❸ 経営会議

権限一部委任

本部 営業店

グループ会社

内部監査部門（監査部）

監査等委員でない取締役 ❷ 監査等委員会

取締役頭取 監査等委員である取締役

執
行
部
門

サステナビリティ委員会

リスク管理委員会

法令等遵守委員会

ALM戦略委員会

DX戦略委員会

❹ 指名諮問委員会
　 報酬諮問委員会

※ 委員長：社外取締役（監査等委員）

会計監査人

基本的な考え方

コーポレート・ガバナンス体制

当行は、「紀陽フィナンシャルグループの経営理念」を具現化するため、あらゆるステークホルダーの立場を踏まえた透明・公正か
つ迅速・果断な経営の意思決定をはじめとする「コーポレート・ガバナンスの充実」を経営上の重要課題として位置づけ、継続的に取
り組みます。

この実践に向けて、すべての役職員が共有すべき価値観・倫理観を「紀陽フィナンシャルグループ行動憲章」および「紀陽フィナン
シャルグループ役職員行動規範」として制定し、全役職員が地域金融機関としての社会的責任と公共的使命を十分認識し、共通の倫
理観や価値観を持ち、コンプライアンスを重視する企業風土の醸成に努めます。

当行では、会社法上の機関設計として「監査等委員会設置会社」を採用しています。監査等委員会設置会社においては、監査等
委員である取締役に取締役会における議決権が付与されることから、取締役会および取締役に対する実効性の高い監査・監督体制を
確保しています。

内部監査部門は頭取に加え、取締役会および監査等委員会に対するレポーティングラインを構築しています。内部監査の統括部署
として「監査部」を設置し、当行およびグループ各社に対して内部監査を実施しています。体制図は以下のとおりです。

コーポレート・ガバナンス
　当行グループの事業活動における自然資本への依存・影響度を把握するため、MS&ADインターリスク総研株式会社の助言のもと、
ENCORE※を用いて11セクターの分析を行いました。また、当行は和歌山県と大阪府を主要営業エリアとしており、それぞれのエリアに
おける自然資本の特徴、主要産業等が異なることから、当行の融資ポートフォリオや地域の産業特性等も勘案し、和歌山県、大阪府そ
れぞれの地域における依存・影響度のヒートマップを作成しました。
　その結果、和歌山県・大阪府共に、供給サービスにおける「水資源」、調整・維持サービスにおける「水質浄化」「降雨パターンの調整」
や「土壌・堆積物の維持」などへの依存度が高く、「GHG排出量」「土壌・水質汚染」へのインパクトが大きいとの結果になりました。一方、
両府県におけるセクター毎の依存・影響度には違いが見られる結果となりました。
　今後、TNFD提言が推奨するLEAPアプローチを用いた分析を進めることで、地域産業の基盤である生物多様性や自然資本に対する
評価と情報開示を行い、ネイチャーポジティブな金融の流れに資することで地域社会の持続可能な発展に貢献してまいります。
※ ENCORE ： 国連環境計画自然保全モニタリングセンター等により開発された、自然への依存や影響を分析するツール

セクター

依存
供給サービス 調整・維持サービス

水資源 バイオマス
供給 遺伝物質 動物

エネルギー

固形
廃棄物の

浄化

大気・
生態系

による希釈
空気ろ過 水質浄化 騒音減衰

その他の
調整・維持
サービス
－感覚的

影響の緩和 

水流調整
地球規模

の
気候調整

局地的な
気候調整 洪水制御 暴風雨

緩和

降雨
パターン
の調整

土壌・
堆積物
保持

土質調整 花粉媒介

生息地の
個体数と
生息環境
の維持

生物学的
制御

エネルギー M VL VL ー VL L L H VL VL M M VL M L H M ー ー ー VL

素材 H L ー L M M M VH VL L H H L H M VH H ー ー ー VL

資本財・サービス VH L H H H L H VH VL VL VH H L VH VH VH VH ー L ND VL

一般消費財・サービス VH VH VH H VH H VH VH H H VH VH VH VH VH VH VH VH VH VH VH

生活必需品 VH VH VH M VH M M VH VL VL VH VH VH VH VH VH VH VH VH VH H

ヘルスケア H L H M M L L VH VL VL H L L H H VL M ー L ー L

金融 VL ND ー ー ー ー ー ND ー ー L VL L M L VL L ー ー ー ND

情報技術 M ー ー ー L L L M VL VL M VL L M M M L ー ー ー VL

コミュニケーション・
サービス L ND ー ー ND ー L ー VL VL L VL L M M VL M ー ー ー VL

公益事業 VH H ー ー M VL VL M M ー VH VH M VH M M VH ー ー ー ー
不動産 H ー ー VL VL L VL H VL VL H H L H H VH VH ー ー ー ND

セクター

依存
供給サービス 調整・維持サービス

水資源 バイオマス
供給 遺伝物質 動物

エネルギー

固形
廃棄物の

浄化

大気・
生態系

による希釈
空気ろ過 水質浄化 騒音減衰

その他の
調整・維持
サービス
－感覚的

影響の緩和 

水流調整
地球規模

の
気候調整

局地的な
気候調整 洪水制御 暴風雨

緩和

降雨
パターン
の調整

土壌・
堆積物
保持

土質調整 花粉媒介

生息地の
個体数と
生息環境
の維持

生物学的
制御

エネルギー M VL VL ー VL L L H VL VL M M VL M L H M ー ー ー VL

素材 H L ー L M M M VH VL L H H L H M VH H ー ー ー VL

資本財・サービス H L M M M L M VH VL VL H M L H H VH H ー L ND VL

一般消費財・サービス VH VH VH M VH M H VH M M VH VH VH VH VH VH VH VH VH VH H

生活必需品 VH VH VH M VH M M VH VL VL VH VH VH VH VH VH VH VH VH VH H

ヘルスケア VH L VH H H L L VH VL VL VH L L VH VH VL H ー L ー L

金融 VL ND ー ー ー ー ー ND ー ー L VL L M L VL L ー ー ー ND

情報技術 L ー ー ー VL VL VL L VL VL L VL VL L L L VL ー ー ー VL

コミュニケーション・
サービス VL ND ー ー ND ー VL ー VL VL VL VL VL L L VL L ー ー ー VL

公益事業 VH H ー ー M VL VL M M ー VH VH M VH M M VH ー ー ー ー
不動産 H ー ー VL VL L VL H VL VL H H L H H VH VH ー ー ー ND

セクター

インパクト

土地利用面積 淡水利用面積 海底利用面積 GHG排出量 水使用量 その他の
生物資源の抽出

その他の
非生物的資源の

抽出

固形廃棄物の
発生・排出量

非GHGの
大気汚染物質の

排出量

有害な土壌・
水質汚染物質の

排出

土壌・水質の
栄養素汚染物質の

排出量
かく乱 外来種の導入

エネルギー L H H H L ー M M M H L H VL

素材 M VH VH VH H ND VH VH H VH VH VH L

資本財・サービス H H H VH H VL ND H VH VH H VH VH

一般消費財・サービス VH VH VH VH VH VH H VH VH VH VH VH VH

生活必需品 VH H H H VH VH ー VH H VH VH VH VH

ヘルスケア M ND VL M M VL ND M H M M M L

金融 M ー ー L L ー ー VL VL L L L L

情報技術 M ー VL M M ー ー L H H ー M ND

コミュニケーション・
サービス M L M L L ー ー L L L ー M ー

公益事業 H H M VH M M ー H VH VH M VH ー
不動産 L H H VH L ー ー H L VH ー VH L

セクター

インパクト

土地利用面積 淡水利用面積 海底利用面積 GHG排出量 水使用量 その他の
生物資源の抽出

その他の
非生物的資源の

抽出

固形廃棄物の
発生・排出量

非GHGの
大気汚染物質の

排出量

有害な土壌・
水質汚染物質の

排出

土壌・水質の
栄養素汚染物質の

排出量
かく乱 外来種の導入

エネルギー L H H VH L ー M M M H L H VL

素材 M VH VH VH H ND VH VH H VH VH VH L

資本財・サービス M M M VH M VL ND M VH VH M VH VH

一般消費財・サービス VH H H VH VH VH M VH H VH VH VH VH

生活必需品 VH H H H VH VH ー VH H VH VH VH VH

ヘルスケア H ND VL H H VL ND H VH H H H L

金融 M ー ー L L ー ー VL VL L L L L

情報技術 L ー VL L L ー ー VL M M ー L ND

コミュニケーション・
サービス L VL L VL VL ー ー VL VL VL ー L ー

公益事業 H H M VH M M ー H VH VH M VH ー
不動産 L H H VH L ー ー H L VH ー VH L

和歌山における依存・インパクト

大阪府における依存・インパクト

TNFD提言に基づく開示に向けて

VH：Very High　　H：High　　M：Medium　　L：Low　　VL：Very Low　　ND：No Data
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Ⅱ.	企業価値向上に向けた取り組み
	 環境への取り組み Ⅲ. 価値創造を支える経営基盤

 コーポレート・ガバナンス



取締役の役割・専門性

当行の取締役会は、取締役の多様性を確保し、各個人の異なる経験や専門性からの意見・提言による活発な議論は、取締役会の監
督機能と意思決定機能の強化につながるものと考えています。

当行の長期ビジョンの実現、中期経営計画の達成に向け、2024年4月に取締役が備えるべきスキル・専門性を以下のとおりあらた
めて特定しました。地元地域の持続的な成長支援に向け、「SX・脱炭素」を新たに追加し、サステナビリティ経営の高度化とカーボンニ
ュートラル達成・地域の脱炭素支援に向けた取り組みを進めていきます。

これらを踏まえ、取締役会全体としての知識・経験・能力のバランスおよび多様性を踏まえ取締役を選任しております。取締役の経
験・スキル・専門性は次のとおりです。

地 位 氏 名 企業経営 
経営戦略 中小企業 DX 人的資本 SX・脱炭素 市場運用 地方創生 ガバナンス

リスク管理 専門領域

取締役会長 松岡　靖之 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇
取締役頭取兼頭取執行役員 原口　裕之 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇
取締役専務執行役員 丸岡　範夫 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇
取締役常務執行役員 溝渕　　栄 〇 〇 〇 〇 〇
取締役常務執行役員 向井　守寿 〇 〇 〇
取締役常務執行役員 山東　弘之 〇 〇 〇 〇 〇 〇
取締役監査等委員 倉橋　啓之 〇 〇
取締役監査等委員 前田　竜佐 〇 〇
取締役監査等委員（社外） 西田　　恵 〇 〇
取締役監査等委員（社外） 堀　　智子 〇 〇
取締役監査等委員（社外） 足立　基浩 〇 〇 〇
取締役監査等委員（社外） 藤原　敏正 〇 〇

※  SX（サステナビリティ・トランスフォーメーション）：ビジネスモデルや事業優位性等を中長期的に持続化・強化する当行のサステナビリティと気候変動等社会の不
確実性に備え将来的な社会の姿を構築する社会のサステナビリティの両立に向けた経営をおこなうスキル。

※  2024年11月25日付で独立社外取締役が1名辞任したことに伴い、独立社外取締役の人数が3名（取締役11名）となり3分の1以上の要件を満たしていない状
態となっておりましたが、2025年6月27日付の役員体制変更により新たに独立社外取締役1名を選任し、独立社外取締役人数が4名（取締役12名）となり3分
の1以上の要件を満たしております。

区分 内容（設定理由）

企業経営
経営戦略

今後大きな変革がもたらされていく金融業界のなかで、常に機動的に環境変化に対応し、顧客の価値を共創するためには、ESG・SDGs
の観点を踏まえつつ、当行の長期的な経営計画を策定するビジョン、マネジメント経験・経営実績を持つ取締役が必要である。また、意
思決定機能や監督機能の実効性強化等のガバナンス体制を構築するため、企業経営ならびにそれに準ずる経験により培ったノウハウを有
する取締役が必要である。

中小企業 和歌山県、大阪府の広域を基盤とする当行において、コアカスタマー戦略の核となる顧客との接点を強固にする為には、各エリアの事業
部長や支店長の経験を通じ地元企業に対し本業支援、経営改善、事業再生等の知識、経験を持つ取締役が必要である。

DX DXを通じた顧客の課題解決や地域貢献を目指し、グループ機能の最大化を目指す当行にとって、将来のコアコンピタンスとなり得るた
め、当行の強みであるIT分野の確かな知識・経験を持つ取締役が必要である。

人的資本 経営戦略と人材戦略の融合により最適な人材ポートフォリオ構築ならびにダイバーシティ&インクルージョンの実践のため、人的資本経営
に関する知識・経験を持つ取締役が必要である。

SX・脱炭素 地元地域の持続可能な成長支援に向けたSXや脱炭素に関する取組推進のため、リスクと機会を見極め、経営戦略の企画・立案を経験し
た取締役が必要である。

市場運用 市場部門における適切なポートフォリオ構築と安定した有価証券運用による収益確保のため、市場の確かな知識・経験を持つ取締役が必
要である。

地方創生 地域金融機関として、地元企業への本業支援、地域住民の利便性向上に資する活動は必要不可欠であるため、コンサルティングや地方
創生分野での確かな知識・経験を持つ取締役が必要である。

ガバナンス
リスク管理

金融機関の経営の意思決定を行う取締役会において、適切なリスクコントロールを行うとともに、リスク管理態勢等のガバナンス体制を
構築するため、社内外での経営ならびにそれに準ずる経験により培ったノウハウを有する取締役が必要である。

専門領域 金融機関を取り巻く経済・法務・財務等専門領域において社外での実経験・見識にもとづく多角的な知見を当行経営から独立した立場で
意思決定機能や監督機能の実効性強化を助言できる取締役が必要である。

2017年 2018年 2019年 2024年 2025年
監督機能の強化 監査等委員会設置会社へ移行 3分の1以上の独立社外取締役を選任※

独立社外取締役 4名（取締役15名） 4名（取締役13名） 4名（取締役12名）※

任意の委員会 指名諮問委員会および報酬諮問委員会設置
女性役員 女性役員を登用（1名） 女性役員の拡充（2名）

● ガバナンス強化に向けた取り組み

指名諮問委員会 ⃝ 後継者計画の進捗　⃝ 取締役会の実効性評価

報酬諮問委員会 ⃝ 業績連動型報酬　⃝ 確定金額報酬

● 各委員会の構成員 ◎＝議長または委員長　○＝出席メンバー

地 位 氏 名 ❶ 取締役会 ❷ 監査等委員会 ❸ 経営会議 ❹ 指名・報酬諮問委員会

取締役会長 松岡　靖之 ◎ 〇 〇

取締役頭取兼頭取執行役員 原口　裕之 〇 ◎ 〇

取締役専務執行役員 丸岡　範夫 〇 〇

取締役常務執行役員 溝渕　　栄 〇 〇

取締役常務執行役員 向井　守寿 〇 〇

取締役常務執行役員 山東　弘之 〇 〇

取締役監査等委員 倉橋　啓之 〇 ◎ 〇

取締役監査等委員 前田　竜佐 〇 〇 〇

取締役監査等委員（社外） 西田　　恵 〇 〇 ◎

取締役監査等委員（社外） 堀　　智子 〇 〇 〇

取締役監査等委員（社外） 足立　基浩 〇 〇 〇

取締役監査等委員（社外） 藤原　敏正 〇 〇 〇

取締役会は原則月1回開催し、経営に関する基本的事項や重要な業務執行の決定をおこなうとともに、各取締役の業務執行状況
を監督しています。

また、下部組織としてサステナビリティ委員会、リスク管理委員会、法令等遵守委員会、ALM戦略委員会、DX戦略委員会を設
置し、各分野における各種施策の協議をおこなっています。

監査等委員会は原則月１回開催し、監査機能を担うとともに、取締役の業務執行を監督しています。また、監査等委員会の職務を補
助する専門部署として「監査等委員会室」を設置する等、独立性を確保し、監査等委員会が十分な機能を発揮できる体制を整備してい
ます。

経営会議は、取締役会の下部組織として、業務執行取締役等を構成員とし、原則週１回開催し、業務執行に関する重要事項や取締役
会から委任を受けた事項について協議・決議をおこなっています。また、監査等委員である取締役も任意で出席し、適切に提言・助言
等をおこなっています。

取締役会の諮問機関として、社外取締役が過半数を占め、社外取締役を委員長とする指名諮問委員会、報酬諮問委員会を設置し、
取締役等の指名・報酬に関する事項について協議のうえ、取締役会に提言をおこない、当行の指名・報酬に関する透明性および客観性
の向上に寄与しています。

❶ 取締役会  （２０２4年度開催回数：１５回）

❷ 監査等委員会  （２０２4年度開催回数：１４回）

❸ 経営会議  （２０２4年度開催回数：４１回）

❹ 指名・報酬諮問委員会  （２０２4年度開催回数：指名諮問委員会3回、報酬諮問委員会2回）

● 主な審議事項

主な審議事項
⃝ 資本コストや株価を意識した経営の実現に向けた対応
⃝ 企業価値向上に向けた取り組み
⃝ 人的資本経営の実践に向けた取り組み
⃝ 若手行員に向けた各種施策の取組状況
⃝ 「女性向けキャリアデザインフォーラム」提言施策実施について　
⃝ 本店ビル建替

⃝ 株主還元方針の変更
⃝ 政策投資株式の保有方針
⃝ 第7次中期経営計画進捗状況
⃝ 関連会社の検討施策・課題等について
⃝ カスタマーハラスメント対応方針の策定
⃝ IR活動報告
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政策投資株式については、地域金融機関としての「経営戦略
上の必要性」、「取引先に対する営業戦略上の必要性」、「取引の
採算」等を重視し、その保有意義が認められない場合は取引先
企業との十分な対話を経たうえで縮減を進める方針です。２０２４
年度においては、取引先企業との対話のなかで簿価１３億円（時
価３４億円）の縮減に取り組みましたが、株価が下落した影響によ
り時価ベースの残高は７７億円減少しました。

２０２４年度の実績もふまえ、２０２５年５月に第７次中期経営計画
期間の縮減目標を上方修正し、３年間で時価ベース累計１００億円
程度の縮減、連結純資産に対する比率については更なる低減を
計画しております。

取締役会は、すべての政策投資株式について「資本コストやリ
スク・リターンを踏まえた中長期的な経済合理性（当行の利益計
画に基づく採算性指標（ＲＯＲＡ※）等を基準）」や「総合的な取
引関係」等の保有意義を定期的に検証したうえで個社別の保有
方針を決定しています。

議決権行使にあたっては、政策投資先の経営状況やガバナン
スなどを考慮し、中長期的な企業価値向上の観点から、総合的に賛否を判断します。なお、中長期的な企業価値向上や株主価値に大き
な影響を与える可能性のある以下の議案に対しては、当該企業との対話を通じて賛否を判断します。

● 社外取締役の選任理由

⃝ 秘書室と監査等委員会室に十分な人数の担当者を配置し、通常業務における取締役の支援体制を整備しています。
⃝ 取締役会の開催日程を1ヵ月以上前から調整・通知するなど、社外取締役を含め高い出席率の維持に努めています。また、十分

な事前準備のもと活発な議論がおこなわれるよう、議決資料や報告資料は取締役会開催日の3営業日前を目処に配布するうえ、
各取締役とも取締役会前後の予定は極力排除し、十分な審議時間の確保に努めています。

⃝ 新任の社外取締役に対しては、当行の経営理念や経営戦略、業務内容などの知識を習得する機会を提供しています。

氏 名 選任の理由

西田 　恵 弁護士として豊富な経験と見識を有しており、経営から独立した立場で取締役会の意思決定機能や監督機能の実効性強化をするうえで、十分な
経験と見識を有していること、また、企業経営の健全性の確保、コンプライアンス経営の推進について指導いただくため選任しております。

堀 　智子 
公認会計士として専門的知見と財務および会計に関する豊富な経験と見識を有しており、経営から独立した立場で取締役会の意思決定機能や監
督機能の実効性強化をするうえで、十分な経験と見識を有しているため選任しております。公認会計士としての専門的な知見を活かし、主に財務
および会計の観点から経営全般の監督機能の強化のため尽力いただくことを期待します。 

足立 基浩 
大学教授として地域再生と街づくり・都市再生を研究分野とし、同分野を中心に専門的かつ幅広い知見を有しており、経営から独立した立場で
取締役会の意思決定機能や監督機能の実効性強化をするうえで、十分な経験と見識を有しているため選任しております。大学教授としての専門
的な知見を活かし、主に地方創生の専門家の観点から経営全般の監督機能の強化のため尽力いただくことを期待します。 

藤原 敏正
大阪ガス株式会社取締役常務執行役員や大阪ガス・カスタマーリレーションズ株式会社の代表取締役社長等を歴任し、企業経営者として豊富な
経験と知識を有しており、経営から独立した立場で取締役会の意思決定機能や監督機能の実効性強化をするうえで、十分な経験と見識を有して
いるため選任しております。企業経営者としての知見を活かし、経営全般の監督機能の強化のため尽力いただくことを期待します。

取締役会の実効性評価

独立社外取締役の有効な活用

取締役会は、各取締役の自己評価などを踏まえ、毎年、全取締役を対象に取締役会全体の実効性に関するアンケートを実施してきま
した。２０２３年度より、より客観性・透明性を高める観点から第三者機関を活用のうえ評価項目を見直しアンケートを実施しました。そ
の結果を集計・分析したうえで自己評価を実施しています。具体的な分析・評価結果は以下のとおりです。

当行の持続的な成長と中長期的な企業価値向上に向けて、社外での豊富な経験と知見を有し、独立した客観的な立場から実効性の高
い監督をおこなうことが可能な独立社外取締役の積極的な貢献が必要です。当行では３分の１以上の独立社外取締役、２名の女性役員（独
立社外取締役）を選任しています。

社外取締役のサポート体制

主な評価項目

取締役会の実効性に関する分析・評価結果（２０２4年度） 取締役会の実効性評価

⃝ 取締役会の構成と運営 ⃝ 経営戦略と事業戦略 ⃝ 企業倫理とリスク管理
⃝ 業績モニタリングと経営陣の評価・報酬 ⃝ 株主等との対話

　２０２4年度の取締役会実効性評価については、第三者機関による分
析結果を踏まえ、以下のとおり全体として適切に運営されており、実効
性が十分確保されていることを確認しております。

⃝  取締役会は、豊富な知識や経験を持つ多様なメンバーで構成され、
自由闊達な雰囲気で議論がなされており、 適切な運営のもと有効に
機能している

⃝  社外取締役による経営監督機能が十分に発揮できるよう必要な情
報が適切かつタイムリーに提供されており、 専門的な知見などに基
づく問題提起や独立した客観的な立場からの建設的な意見が出され
るなど取締役会の実効性向上が図られている

⃝  認識した課題は、社外取締役も含めた体系的なトレーニング機会の
確立、取締役会における一層の多様性の確保、諮問機関である指
名諮問委員会および報酬諮問委員会における議論の活性化

課題認識

PDCAサイクル
（取締役会で審議）

取締役会の運営

取
組
方
針

実
効
性
評
価

● 政策投資株式

政策投資株式の縮減に向けた取り組み

※ 上場株式および非上場株式、みなし保有株式の合計

第7次中期経営計画（実績／計画）第6次中期経営計画（実績）

2021/3末 2022/3末 2023/3末 2024/3末 2025/3末 2026/3末 2027/3末

■ 時価（億円）　■ 簿価（億円）　● 連結純資産比（%)

25.2

27.8

20.9 20.9

17.8

時価ベース累計  △100億円程度
連結純資産比        20%以下水準

613

684

468

209
261

293

498

189

421

176

20%以下

〈イメージ図〉

情報還元

提言

経営トップの後継者計画について

経営トップの交代と後継者の指名は、企業価値を大きく左右する重要な意思決定であることを踏まえ、十分な時間と資源をかけて後継
者計画に取り組む必要があると認識しております。

また、取締役会は後継者計画を適切に監督し、経営トップの交代と後継者の指名プロセスにおいて客観性・透明性・適時性の高い
手続きを行う必要があるため、指名諮問委員会が後継者計画の策定・運用に主体的に関与し、社内論理が優先されていないか、主観
的・恣意的な判断に陥っていないかをチェックし、取締役会に対して提言をおこなってまいります。

取締役会

経営中核人材の育成

〈評価〉
人事考課・多面評価
外部講師による評価

指名諮問委員会

候補者の選抜〈課題の特定〉 人材開発・育成〈職務・研修〉 評価〈フィードバック〉 次期階層〈選抜〉

〈人材開発〉
「研修」・「実践」 フィードバック

⃝ 取締役・監査役選任議案および退職慰労金贈呈議案（一定期間にわたり赤字もしくは無配の場合、ガバナンス上の問題がある場合等）
⃝ 合併等の組織再編議案
⃝ 買収防衛議案　等

※ RORA（Return on Risk-Weighted Assets）＝（信用コスト・経費控除後）利益÷リスクアセット
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⃝ 取締役（監査等委員である取締役を除く）の報酬については、株主総会で定められた報酬年額限度額の範囲内で、報酬諮問委員会
の提言を受け、監査等委員会からの意見を踏まえ、取締役会の決議により決定する。

⃝ 監査等委員である取締役の報酬については、株主総会で定められた報酬年額限度額の範囲内で、監査等委員である取締役の協議に
より決定する。

⃝ 取締役（監査等委員である取締役を除く）の報酬体系は、役位などによる確定金額報酬、当期純利益（単体）を基準として決定さ
れる業績連動型報酬および譲渡制限付株式報酬とする。

⃝ 監査等委員である取締役の報酬体系は固定報酬部分のみとする。

取締役の報酬の決定について

人権方針について

取締役の報酬を決定するにあたっては、以下のとおり方針と手続きを定めています。

人々の価値観が多様化し、企業における事業やサービスが拡大するなか配慮すべき人権課題も広がっており、企業活動における人権
尊重の重要性は国内外で高まっています。紀陽フィナンシャルグループは、人権尊重の取り組みを強化するとともに、お客さまやサプライ
ヤーとの協働を通じて人権が尊重される社会の実現に貢献するため「紀陽フィナンシャルグループ人権方針」を定めています。

紀陽フィナンシャルグループは、事業活動が人権に対して与える影響を認識し、経営理念に沿って定められた「行動憲章・役職員
行動規範」のもと、人権尊重への取組方針を制定します。本方針のもと、あらゆる事業活動において人権を尊重します。

❶ 国際規範の尊重
 紀陽フィナンシャルグループは「世界人権宣言」や「ビジネスと人権に関する指導原則」などの人権に関する国際規範を尊重します。
❷ 人権方針の適用範囲
 本方針は、紀陽フィナンシャルグループを構成する全役員・従業員に適用されます。また、お客さまやサプライヤー（購買先、外部委

託先、提携業者等）に対して、人権尊重に取り組んでいただくよう努めます。
❸ 従業員の人権
 紀陽フィナンシャルグループは、すべての従業員の人権を尊重し、いかなる場面においても、国籍、人種、民族、 出身、 門地、年齢、

性別、家族形態、キャリア、社会的身分、雇用形態、障がい、宗教、信条、思想、性的指向、性自認、その他各国・地域の法令
で保護される特性による差別を行いません。また個々の価値観・考え方・働き方の多様性を尊重し、雇用・就業における不当な差別
やハラスメントを防止するとともに、働きがいのある職場づくりを通して、すべての従業員の心身の健康保持・増進に努めます。

❹ お客さまに対して
 紀陽フィナンシャルグループは、金融サービスを提供する企業として、お客さまとともに人権侵害を排除し、人権が尊重される社会の

実現に貢献していきます。提供する金融サービスを通じて人権侵害が生じる恐れがある場合には、お客さまに働きかけ、ともに協力し
て適切に対応します。

❺ サプライヤーに対して
 紀陽フィナンシャルグループは、サプライヤー（購買先、外部委託先、提携業者等）に対しても人権尊重に取り組んでいただくよう努

めます。サプライチェーンにおいて、人権侵害が生じている恐れがある場合には、サプライヤーにも適切な対応をとるよう働きかけます。
❻ 社内への浸透
 法令等遵守（コンプライアンス）マニュアルによる本方針の浸透や人権啓発研修の実施等により、全役員・従業員が人権への正しい

認識を持ち、あらゆる事業活動において人権尊重が効果的に実行されるよう努めます。
❼ 救済措置
 紀陽フィナンシャルグループは、役職員や提供するサービスが人権に関する負の影響を引き起こした、あるいはこれに関与したことが

明らかになった場合、適切に対応し、その救済に取り組みます。
❽ 管理体制
 紀陽フィナンシャルグループにおける人権に関する取組状況については、取締役会がこれを監督します。また、必要に応じて本方針の

見直しを行います。
❾ 情報開示と対話
 紀陽フィナンシャルグループは、人権尊重に係る取組について情報開示を行うとともに、ステークホルダーとの対話を通じて、取組の

向上と改善に努めます。

紀陽フィナンシャルグループ人権方針

紀陽フィナンシャルグループは、経営理念「地域社会の繁栄に貢献し、地域とともに歩む」、「堅実経営に徹し、たくましく着実な発展
をめざす」の実現に向け、お客さま本位の徹底を図り、質の高い金融サービスの提供に努めております。

一方で、お客さま等からの暴力、暴言・脅迫、誹謗中傷などカスタマーハラスメントに該当する行為は、従業員の人格や尊厳を傷つ
け、就業環境の悪化を招くものです。

紀陽フィナンシャルグループは、お客さまとのより良好な関係の構築に努めながらも、従業員の良好な職場環境の確保を目的に、いわ
ゆる悪質クレームなどに対する雇用管理上の配慮から、職場におけるカスタマーハラスメントに対して従業員が対応すべき事項および相
談対応等について定め、不当・悪質なクレームから従業員を守ります。

カスタマーハラスメントとは、取引先やお客さまからのクレー
ム・言動のうち、要求内容の妥当性が認められないもの、又
はその妥当性に照らし、当該要求を実現するための手段・態様
が社会通念上、不相当なものであり、当該手段・態様によりグ
ループで働く従業員等の就業環境が害されるおそれがあるものを
いいます。

【該当する行為例】

⃝ 身体的な攻撃（暴行・傷害等）
⃝ 精神的な攻撃（脅迫・中傷・名誉毀損・侮辱・暴言等）
⃝ 威圧的な言動
⃝ 土下座の要求
⃝ 継続的で執拗な言動
⃝ 拘束的な言動（不退去・居座り・監禁等）
⃝ 差別的な言動
⃝ 性的な言動
⃝ 従業員個人に対する攻撃や要求
⃝ 従業員や施設の撮影
⃝ ＳＮＳ／インターネットへの投稿
※ 該当する行為例は、これに限るものではございません。

❶ 社内対応
カスタマーハラスメントに関する知識・対処方法等の研修を実

施し、カスタマーハラスメント発生時に迅速かつ適切な対応を行
うことができる体制を構築します。また、カスタマーハラスメント
に関する相談窓口を設置し、従業員がカスタマーハラスメントの
被害にあった場合はアフターケアに努めます。

❷ 社外対応
取引先やお客さまの要求、言動がカスタマーハラスメントに該

当する事象が生じた場合、お客さまへのご対応またはお取引をお
断りさせていただく場合もございます。また、状況に応じて、弁
護士への相談や警察への通報等、法的措置を含めた適切な措置
を講じ対処させていただくことがあります。

カスタマーハラスメント対応方針の策定

２０２５年４月、お客さまとのより良好な関係の構築と、従業員の良好な職場環境の確保を目的に「カスタマーハラスメント対応方針」を
策定いたしました。

カスタマーハラスメント対応方針

カスタマーハラスメントへの対応2カスタマーハラスメントの定義1
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役会・経営会議の場でも議論されています。
　同フォーラムの参加者38名のうち、すでに7名がマネージ
ャークラスへとステップアップしていますが、本日は同フ
ォーラムの1期生である、南さん・竹原さんと、同フォーラ
ムにも参加いただき、経営サイドからダイバーシティを推進
されている西田取締役、堀取締役にお集まりいただき、当行
のダイバーシティの現在地やダイバーシティに取り組む意義、
推進に向けた課題等について話し合いたいと思います。

藪井　同フォーラムに参加されたお二人は、マネージャーク
ラスになられてどのような仕事をされていますか？

南　私は現在、奈良県にある五条支店の支店長を務めていま
す。女性支店長は、従来融資や事業性業務がない個人向けの
窓口業務が中心となるリテール店舗を任されることが中心で
した。しかし、同フォーラムへの参加をきっかけに、「せっ
かく銀行に入ったのだから、銀行業務の核となる融資や企業
の成長を支援する事業性業務に取り組んでみたい」との思い
が芽生え、思い切って上位の職種にチャレンジし、今はフル
バンキング店の支店長として仕事をさせてもらっています。
着任当初はとても苦労しましたが、当行は各職場ともチーム
ワークがよく、周りのサポートが得られるので、一人で抱え
込むことなく仕事に取り組むことができています。毎日がと
ても充実して、以前にも増して働きがいを感じるようになり
ました。

竹原　私は、事務システム部で営業店の事務の効率化や、研
修などを所管する事務管理担当の調査役として、担当ライン
を統括しています。南さんと同様にアテンダントコース（事
務職）として入行し、窓口業務を担当していました。途中で
マネジメントコース（総合職）にコース転換し、以降個人営
業を続け課長となりました。1年前にマネージャークラスへ
と昇格し、今の部署に来てからは試行錯誤の毎日ですが、同
フォーラムで一緒になった方々が同じような立場で頑張って
いるのを励みに、初めて手掛ける業務に挑戦しています。目
の前の仕事を必死でやるという自分の仕事のスタイルは、マ
ネージャークラスになったいまも変わっていませんが、同フ
ォーラムに参加してからは、目の前の仕事は自分のためだけ
ではなく、お客さまのため、支店のため、そして銀行のため
に、という使命感が強くなってきているのを感じます。

藪井　社外取締役のお二人は、女性活躍を推進する意義をど
のように考えていらっしゃいますか？

西田　性別だけでなく、世代の違いなども含めて、すべての
行員が活躍できる組織づくりを進めることは、企業価値の向
上や持続性向上という面でも重要な取り組みであると考えて
います。例えば、若い世代では女性だけでなく男性もワーク

ダイバーシティ＆インクルージョンの
実現による企業価値向上を目指して

藪井　当行が全行員の活躍を推進するために「ダイバーシテ
ィ推進室」を人事部内に新設したのは2015年です。当時と
比べると、女性の職務領域は広がり、いまでは法人営業や本
部の企画部門で活躍する女性の姿も多く見られるようになり
ました。2021年度には、女性のキャリア形成支援を目的に、

「女性向けキャリアデザインフォーラム」を新たに立ち上げ、
2025年度には3期生のフォーラム開催を予定しています。同
フォーラムでは、キャリアデザインに向けたロールモデルと
の交流をはじめ、女性社外取締役の方にも参加いただき、当
行のダイバーシティの在り方や課題等について議論を行って
います。また、同フォーラムの最終発表の際には、頭取をは
じめとする経営層も参加し、ダイバーシティの促進に向けた
意見交換を行い、参加者から出された意見については、取締

ライフバランスを大切にし、子育てに積極的に参加したいと
いう方も年々増えています。このような世代と、40～60代の
方のジェネレーションギャップは非常に大きいと感じていま
すが、お互いの価値観を認め合い、男性の育児への参画を組
織的に後押しすることも、女性活躍に向けた大切な取り組み
であると考えています。

堀　私も女性活躍を推進する上では、過去からの固定観念と
して定着している“性別役割分担意識”を払拭し、男女ともに
家事・育児に参画しながら、社会で活躍できる仕組みづくり
を行うことが大切であると考えています。男性も子育てや家
事に関われば、そこに喜びを感じられるようになると思いま
すし、ワークライフバランスの推進は従業員エンゲージメン
トの向上にもつながり、結果的に人的資本の最大化による企
業価値向上へと結びつくものと考えています。

西田　当行が今後抱える大きな課題の一つとして、地方の人
口減少があります。当行のメイン営業エリアとする和歌山・
大阪エリアでも人口減少の波が打ち寄せています。人口動態
を見る中でも、これまで以上に多様な人材の活躍が必要であ
り、当行に限らず、地域経済、地域社会の持続性を高める上
でも必要不可欠です。原口頭取を始め、当行の経営陣はみな
さん、そういった問題意識を持ちながらダイバーシティ＆イ
ンクルージョンに取り組んでおられますが、地域を支える金
融機関として、女性活躍という面でも地域をリードする存在
になる必要があると考えています。

藪井　当行のダイバーシティを推進する上で、取締役や執行
役員に社内から登用された女性メンバーがまだ存在していな
いというのが、課題の一つであると感じています。行員の男
女比率はほぼ半々ですが、マネージャークラスになると女性
比率は5%程度であり、役員候補者の母集団形成が喫緊の課題
です。若手の中には、マネージャークラスへのステップアッ
プを見据えている女性が年々増えてきていますが、男女問わ

社外取締役 ダイバーシティ座談会特 集

人事部
ダイバーシティ推進室室長

藪井 温子

社外取締役
監査等委員

西田 恵

五条支店
支店長

南 冴子

社外取締役
監査等委員

堀 智子

事務システム部
事務管理担当

竹原 由枝

長期ビジョンで掲げる「お客さまとの価値共創」を実現するためには、多様な価値観を持った人材が主体的に挑戦で
きる環境を整える必要があります。性別、年齢など問わず多様な人材が活躍し、多様な意見を行内外に発信できる
ようになることが、新たなサービスの提供・事業活動の展開に繋がり、価値共創による企業価値向上へと繋がると考
えています。第一線で活躍するマネジメント層の行員、社外取締役、ダイバーシティ推進室長の5人の女性が、当行
のダイバーシティ＆インクルージョンへの取り組み状況やこれからの課題について語り合いました。

女性活躍に向けた取り組み
ー 女性向けキャリアデザインフォーラムの開催 ー

紀陽銀行のダイバーシティの現在地

ダイバーシティ推進における今後の課題
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ずマネージャークラスを目指すだけでなく、役員といったも
う一歩先のキャリアデザインまでイメージできるようなキャ
リア形成支援を行いたいと考えています。

西田　私が同フォーラムに参加し、女性行員と話をする中で
も、当行では女性役員のロールモデルがいないので役員にな
れると思っていない女性が多いように感じました。「女性が役
員になれるはずがない」と、自分たちでストップをかけてし
まっているのかもしれません。この点については、経営層や
管理監督者、あるいはダイバーシティ推進室から、「なれま
すよ」というメッセージを今まで以上に強く出していく必要
があると感じました。同フォーラムの開催を通じて、徐々に
女性行員のマインドも変化しつつあり、役員候補者となるマ
ネージャークラス、そしてマネージャークラスを目指す行員
も増えつつありますが、依然十分な水準とはいえません。今
後も継続的にメッセージを発信し、母集団形成を加速度的に
押し上げていくことが私たち社外取締役の役目であると考え
ています。

堀　まったく同感で、役員候補者となる女性の母集団が少な
いということが、当行の課題であると感じていました。その
ような中で「女性向けキャリアデザインフォーラム」を創設
したことは、銀行としてこれから本気で取り組んでいこうと
いう意思表示であり、頭取をはじめとする経営層も参加する
ことでダイバーシティに対する組織風土の醸成は以前に比べ
大きく前進したと考えています。同フォーラムを開催したこ
とだけで終わらせず、参加者が職場に戻ってからも上司がし
っかりとキャリアアップをサポートしていくことが大切にな
ります。こちらについてもしっかりと機能しており、組織風
土も良い方向へ向かっていると感じています。

西田　役員は企業の舵取り役ですから、相応の能力を持って
いない方にお任せするわけにはいきません。日本社会の構造
的な問題でもありますが、現在大多数の企業では、40～50代
の女性役員候補者を探そうとすると、外部招聘などしない限
り難しいというのが実情でしょう。そのような中、紀陽銀行

の未来が明るいのは、今の20～30代の行員は、男女ほぼ同じ
割合でマネジメントコースとして入行し、現在も多くの女性
が退職せずに働き続けてくれているということです。その世
代がマネージャークラスへとステップアップしていく頃には、
女性の経営層が一気に増えるのではないかと期待しています。
最初の一人が輩出されれば、その人がロールモデルとなり、
他の方も「私にもできる」と思えるようになるでしょう。こ
うした流れが一度作られると、その後加速度的に広がると思
いますし、そう遠くない未来ではないかと考えています。

堀　コロナウイルスのパンデミックをきっかけに世の中の行
動様式は大きく変化しましたが、急速に変化する時代の中で、
今までと同じ考え方や行動様式では、更なる成長は望めませ
ん。銀行業務についても、刻々と状況は変化し不確実性が高
まっていますが、このような時代にこそ、ジェンダーだけで
なく、年齢やナショナリティも含めた多様化が大切です。お
互いの価値観を受け入れながら、自由な発想でディスカッシ
ョンし、互いの価値観から新たな価値共創を行うことが、当
行の将来、そして当行の強さにつながっていくものだと私は
考えています。

藪井　現場で働かれているお二人から見て、課題などはあり
ますか？

南　私は通勤時間や家庭の状況を考慮して、限られたエリア
内で働く「特定勤務地制度」の下で支店長をしています。人
事制度の改定により勤務地を一定エリアに限定する「特定勤
務地制度」を利用してもステップアップできる環境になった
ことは、キャリアアップを考える特定勤務地の行員にとって
大きな転機となりました。特定勤務地を選択する中で、地域
によってはポストが限られているエリアもあるので、管理監
督者として活躍できる場面をもっと増やしてほしいと考えて
います。特定勤務地制度を選択する中でも、次のキャリアに
つながるルートが見えれば、自分の役割を果たして結果を残
そうというモチベーションが生まれます。私自身がこれから
ロールモデルになっていけたらと思っています。

竹原　部下の様子をみていると、女性の方が、キャリアアッ
プに抵抗を感じている印象をうけることがあります。私も子
育ての真っ只中に、営業課長になりました。当時は営業課長
というと遅くまで仕事して、みんなのフォローをしてという
イメージがあったので、拝命された時に、無理だと思ったん
です。でも、イメージだけで「できない」と思ってしまうの
はよくないと思い直し、思い切って挑戦してみることにしま
した。子どもがいて、家事も育児もしなければなりませんか
ら、勤務時間が制限されるのは事実です。だからといって課
長の仕事ができないのではなく、課長の仕事の中身そのもの
を変えていけばいいのだと考えました。課長が引っ張ってい
くというよりは、課全体を「みんなで一緒にやっていこう」
という雰囲気にして、それまで課長がやっていた仕事を部下
のスキルや適性、キャリアビジョンを考えながら部下たちに
任せるようにしました。そうすれば、その人たちの成長にも
つながるはずです。女性部下からは「竹原さんみたいな働き
方なら、私も課長ができるんじゃないかな」と思ってもらえ
ればいいなと、自分から率先して早く帰るようにしていまし
た。これがロールモデルになるのかはわからないですが、今
後もそのポジションがもつネガティブなイメージを解消でき
るような働き方をしていきたいと思っています。仕事で大切
なのは時間ではなくて質だと思っていますので。もし、もっ
と上のキャリアを目指したいが、自分にはできないと思って
いる人がいるなら「大丈夫。きっとできるよ」と言える環境
を作っていきたいです。

藪井　企業価値を向上させるためには、ダイバーシティの実
現とエンゲージメントの向上が大切です。ダイバーシティを
考えるにあたり、今回は「女性」という部分にフォーカスさ
れていますが、本来は、男女分け隔てなく、ともに輝ける組
織が理想です。社会的にも価値観の多様化が進む中で、お客
さまの価値観やニーズは多様化しています。私たちもダイバー

シティの取り組みを一層強化し、多様な人材のなかでお互い
を認め合うことで、新たな価値共創や企業価値の向上を目指
したいと思います。

竹原　性別や環境に関係なく幅広いキャリアプランを思い描
くことができ、その実現に向けてチャレンジを継続できる組
織であることが、これからの時代には求められると思います。
性別や年齢にとらわれず、一人一人の個性に応じた業務分担
やキャリア形成を支援していくことは、部下のエンゲージメ
ント向上にもつながるので、継続していきたいと思います。

南　女性に限らず、ダイバーシティ&インクルージョンを推
進する上で、新たな仕事にチャレンジする機会は増えてくる
と思います。「自分にできるのだろうか」と不安になる行員も
いるかと思いますが、挑戦に不安はつきものです。自分自身
の経験も参考にしながら、そういった行員の背中を後押しし
ていきたいです。

堀　変化の激しい時代にダイバーシティの推進が中長期的な
企業価値に与える影響は、非常に大きいものです。同フォー
ラムの開催により、当行におけるダイバーシティの位置付け
は大きく前進したと感じていますが、私たちが普段関わる取
締役会の議案説明の場などでは、なかなか女性の方はいらっ
しゃいません。こういう場面に女性が常に登場するようにな
ると、女性役員の誕生もそろそろか、と感じられると思って
います。行員のみなさんに伝えたいのは、常に1ステージ上の
高い視座を持って仕事に関わっていただきたいということで
す。

西田　性別だけでなく、世代間ギャップも広がる中でダイ
バーシティの重要性は増しており、企業成長の持続性を高め
る上でも大切な取り組みとなります。第一線で活躍されてい
る南さん、竹原さんと直接お話ができて非常に有意義でした。
そう遠くない未来にプロパーの女性役員の誕生が期待できる
と思います。私どもも取締役としてダイバーシティの推進を
より一層進めていこうと決意を新たにしています。

ダイバーシティ＆インクルージョンの実現による
企業価値向上
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取締役 取締役（監査等委員）

執行役員

1978年 4月 当行入行、
  本店営業部次長・白浜支店長等を歴任
2002年 6月 経営企画部秘書室長
2002年 10月 改革プロジェクト推進室長兼秘書室長
2003年 4月 経営企画本部副本部長
2004年 4月 経営企画本部部長
2005年 6月 取締役営業推進本部長
2009年 6月 常務取締役本店営業部長
2012年 6月 常務取締役
2013年 6月 専務取締役
2015年 6月 代表取締役頭取
2016年 6月 代表取締役頭取兼頭取執行役員
2021年 6月 代表取締役会長（現任）

1994年 4月 当行入行
  融資部調査役、平野支店次長等を歴任
2014年 10月 新大阪（現 江坂）支店長
2017年 4月 住吉支店長
2020年 4月 融資部副部長
2021年 6月 監査部長
2023年 4月 融資部長
2024年 10月 堺支店長
2025年 6月 取締役（監査等委員）（現任）

1981年 4月 大阪ガス株式会社入社
2012年 4月 大阪ガス株式会社執行役員人事部長
2014年 4月 大阪ガス株式会社執行役員
2014年 4月 大阪ガス・カスタマーリレーションズ株式会社
  代表取締役社長
2015年 3月 大阪ガス・カスタマーリレーションズ株式会社
  代表取締役社長退任
2015年 4月 大阪ガス株式会社常務執行役員リビング事業部長
2015年 6月 大阪ガス株式会社取締役常務執行役員
  リビング事業部長
2016年 4月 大阪ガス株式会社取締役常務執行役員
2018年 4月 大阪ガス株式会社取締役
2018年 4月 大阪ガス・カスタマーリレーションズ株式会社
  取締役会長
2018年 6月 大阪ガス株式会社顧問
2019年 3月 大阪ガス・カスタマーリレーションズ株式会社
  取締役会長退任
2019年 6月 大阪ガス株式会社監査役（常勤）
2023年 6月 大阪ガス株式会社監査役（常勤）退任
2024年 5月 学校法人桃山学院監事（常勤）（現任）
2025年 6月 当行社外取締役（監査等委員）（現任）

（重要な兼職の状況）
学校法人桃山学院監事（常勤）

1993年 3月 公認会計士登録
1994年 1月 税理士登録
1995年 10月 堀公認会計士事務所代表（現任）
2019年 6月 当行社外取締役（監査等委員）（現任）
2024年 5月 学校法人桃山学院監事（非常勤）（現任）

（重要な兼職の状況）
堀公認会計士事務所代表
学校法人桃山学院監事（非常勤）

1991年 4月 当行入行、本店営業部課長等を歴任
2012年 4月 北花田支店長
2013年 6月 融資部部長代理
2017年 7月 融資部副部長
2018年 7月 業務監査部副部長
2019年 10月 業務監査部長
2021年 4月 監査部長
2021年 6月 取締役（監査等委員）（現任）

2003年 10月 弁護士登録（大阪弁護士会所属）
  弁護士法人淀屋橋・山上合同入所
2011年 4月  弁護士法人淀屋橋・山上合同 

パートナー弁護士（現任）
2017年 6月 当行社外取締役（監査等委員）（現任）
2021年 5月 イオン九州株式会社監査役（社外監査役）
2023年 5月 イオン九州株式会社監査役（社外監査役）退任

（重要な兼職の状況）
弁護士法人淀屋橋・山上合同パートナー弁護士

1996年 4月 国立大学法人和歌山大学経済学部助手
1998年 10月 国立大学法人和歌山大学経済学部講師
2000年 10月 国立大学法人和歌山大学経済学部助教授
2010年 4月 国立大学法人和歌山大学経済学部教授
2011年 4月 国立大学法人和歌山大学経済学部副学部長
2015年 4月 国立大学法人和歌山大学経済学部長
2017年 4月 国立大学法人和歌山大学副学長（現任） 
2019年 6月 当行社外取締役（監査等委員）（現任）

（重要な兼職の状況）
国立大学法人和歌山大学副学長

1992年 4月 当行入行
  人事部、融資部、
  事務システム部の各部長代理を歴任
2016年 4月 和泉寺田支店連合店統括支店長
2017年 10月 事務システム部副部長
2018年 4月 事務システム部長
2020年 4月 執行役員事務システム本部長兼
  事務システム部長
2021年 2月 執行役員経営企画部長兼関連事業室長
2023年 6月 上席執行役員経営企画部長兼関連事業室長
2024年 4月 上席執行役員堺事業部長兼南大阪事業部長
2025年 4月 上席執行役員融資本部長
2025年 6月 取締役常務執行役員融資本部長（現任）
2025年 6月 阪和信用保証株式会社代表取締役社長（現任）

1988年 4月 当行入行、
  大阪中央支店長・平野支店長等を歴任
2013年 6月 リスク統括部長
2014年 6月 経営企画本部戦略企画部長
2015年 6月 融資本部融資部長
2015年 10月 融資部長
2017年 4月 執行役員融資部長
2018年 4月 執行役員堺事業部長兼南大阪事業部長
2020年 4月 執行役員営業推進本部長
2020年 6月 取締役上席執行役員営業推進本部長
2021年 3月 紀陽キャピタルマネジメント株式会社
  代表取締役社長
2022年 6月 取締役常務執行役員営業推進本部長
2023年 4月 紀陽キャピタルマネジメント株式会社
  代表取締役社長退任
2023年 4月 取締役常務執行役員経営企画本部長
2025年 6月 取締役専務執行役員経営企画本部長（現任）

（現在の担当） 東京本部

1985年 4月 当行入行、吉備支店長・住吉支店長等を歴任
2010年 6月 事務システム部長
2012年 10月 田辺支店長
2014年 6月 執行役員田辺支店長
2015年 6月 執行役員営業推進本部営業統括部長
2016年 6月 執行役員営業推進本部長兼営業統括部長兼
  営業企画部長
2016年 10月 執行役員営業推進本部長兼営業統括部長
2017年 4月 執行役員
2017年 6月 取締役上席執行役員
2018年 4月 取締役上席執行役員管理本部長
2019年 6月 取締役常務執行役員企画本部長
2020年 4月 取締役常務執行役員経営企画本部長兼
  人事部長
2020年 10月 取締役常務執行役員経営企画本部長
2021年 6月 代表取締役頭取兼頭取執行役員（現任）

（現在の担当） 監査部

1989年 4月 当行入行
  本店営業部調査役・河内長野支店長等を歴任
2013年 6月 事務システム部副部長
2015年 6月 業務監査部長
2016年 10月 営業企画部長
2018年 4月 営業戦略部長
2019年 4月 東和歌山支店連合店統括支店長兼
  和歌山東法人営業部長
2020年 4月 執行役員東和歌山支店連合店統括支店長兼
  和歌山東法人営業部長
2021年 6月 執行役員 事務システム本部長
2021年 6月 紀陽情報システム株式会社代表取締役社長
2023年 6月 上席執行役員 事務システム本部長
2024年 4月 紀陽情報システム株式会社
  代表取締役社長退任
2024年 4月 上席執行役員管理本部長兼
  事務システム本部長
2024年 6月 取締役上席執行役員管理本部長
2025年 6月 取締役常務執行役員管理本部長（現任）

（現在の担当） 事務システム本部

1988年 4月 当行入行
  本店営業部課長・八尾南支店長等を歴任
2010年 10月 営業推進本部営業統括部副部長
2011年 6月 融資本部融資部副部長
2013年 6月 平野支店長
2015年 4月 営業推進本部地域振興部長
2016年 6月 東和歌山支店長
2016年 10月 東和歌山支店連合店統括支店長
2018年 4月 東和歌山支店連合店統括支店長兼
  和歌山東法人営業部長
2019年 4月 執行役員融資部長
2019年 6月 執行役員融資本部長兼融資部長
2019年 6月 阪和信用保証株式会社代表取締役社長
2020年 6月 取締役執行役員融資本部長兼融資部長
2020年 10月 取締役執行役員融資本部長
2022年 4月 阪和信用保証株式会社代表取締役退任
2022年 4月 取締役執行役員管理本部長
2022年 6月 取締役上席執行役員管理本部長
2024年 4月 取締役上席執行役員営業推進本部長
2024年 4月 紀陽キャピタルマネジメント株式会社
  代表取締役社長
2024年 6月 取締役常務執行役員営業推進本部長（現任）
2025年 6月 紀陽キャピタルマネジメント株式会社
  代表取締役社長退任

取締役会長（代表取締役）

松岡 靖之
取締役監査等委員　前田 竜佐

取締役（社外）監査等委員　藤原 敏正取締役（社外） 監査等委員　堀 智子

取締役監査等委員　倉橋 啓之 取締役（社外） 監査等委員　西田 恵

取締役（社外） 監査等委員　足立 基浩

取締役常務執行役員 

山東 弘之

取締役専務執行役員

丸岡 範夫
取締役頭取 兼 頭取執行役員（代表取締役）

原口 裕之

取締役常務執行役員

向井 守寿
取締役常務執行役員

溝渕 栄

専務執行役員 営業本部長兼和歌山事業部長 明樂 泰彦
常務執行役員 和歌山営業本部長兼本店営業部長 朝本 悦宏
上席執行役員 大阪事業部長兼大阪支店長 徳丸 武史
執行役員 事務システム本部長 押村 　浩
執行役員 東京本部長兼東京支店長 兼

ストラクチャードファイナンス推進室長 橋本 信貴
執行役員 堺事業部長兼南大阪事業部長 中嶋 崇裕
執行役員 経営企画部長兼関連事業室長 木下 卓夫
執行役員 田辺支店－連合店統括支店長兼田辺法人営業部長 中辻 雅也
執行役員 営業統括部長 北川 剛大

役員一覧 （2025年7月31日現在）
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紀陽フィナンシャルグループでは、信用リスクを「信用供与先の財務状況の悪化等により、貸出資産等の価値が減少ないし
消失し、損失を被るリスク」と定義しています。グループ内の信用リスク管理の枠組みとして「信用リスク管理規程」を制定し、
信用リスク管理の範囲、信用リスク管理に関する基本方針・組織体制について定め、信用リスクを適切にコントロールするた
めに、内部格付制度、与信ポートフォリオ管理、信用リスク量計測、与信集中リスク管理などをおこなっています。

内部格付制度は信用リスク管理のために不可欠なものであり、正確な自己査定、適正な金利水準の設定、倒産確率データなど、
信用リスク情報の蓄積を通じた、適正なリスク量算定の基礎となるもので、「債務者格付制度」「案件格付制度」「特定貸付債権格

付制度」「リテール・プール管理制度」で構成されています。
内部格付は原則年1回以上の見直しをおこなうほか、重要な情
報が判明した場合には随時見直しをおこなっています。
「債務者格付制度」は、事業性与信先（一般事業法人、個

人事業主、公共部門、金融機関等）を対象として、与信先
の信用度あるいは債務履行の確実性の程度を統一的な尺度
により評価します。格付ランクは公共部門（国、地方公共
団体、政府関係機関等）と公共部門以外（一般事業法人、
個人事業主、金融機関等）を区別しています。
「案件格付制度」は、債務者格付の付与対象先の債権につ

いて、個別の与信案件ごとに保証や担保などの保全状況の
度合いに応じて格付を付与するものです。
「特定貸付債権格付制度」は、ノンリコース・ローンなど

の特定貸付債権に該当する債権について、与信先の信用リス
クと債権の回収リスクを一体的に評価して格付を付与するも
のです。
「リテール・プール管理制度」は、個人向けの消費性与信

および小規模の事業性与信を対象とし、与信先および取引
に係るリスク特性および延滞状況等に基づきプール区分を
設定し、類似性を持ったリスク特性の与信をプール単位で
管理するものです。

また、「融資の基本姿勢（クレジットポリシー）」を制定し、
融資業務運営上の守るべき規範、与信審査にかかる基本事

リスクの一元管理 紀陽フィナンシャルグループはグループ企業の多様なリスクを定性・定量両面から総合的に捉
え、これを一元的に把握・管理する態勢の構築・整備・強化に努める。

統合的リスク管理の強化 紀陽フィナンシャルグループはグループ企業に対する統合的リスク管理の強化による経営資源の
適正配分、リスクに見合った収益の安定的な計上に努める。

戦略目標、業務の規模・特性およびリスク・プロファイルに見合った適切な統合的リスク管理態勢を整備する。1

2

3

計量化可能なリスク・カテゴリーのリスク量の計測は、原則、VaR（バリュー・アット・リスク）等、
数理統計的手法に基づく指標を使用し、客観的妥当性確保に留意する。

統合的に把握されたリスク量とグループの経営体力（自己資本）、当期純利益とを対比し、
適切なリスクをとりつつ、収益機会を捕捉する経営戦略に資することを方針とする。

格付 格付（公共部門） 債務者区分

A1

A1S

正常先

A2S

A3S

A2 A4S

A3 A5S

A4 A6S

A5

A7SA6

A7

B1 B1S

要注意先
その他の 
要注意先B2 B2S

B3 B3S 要管理先

C CS 破綻懸念先

D DS 実質破綻先

E ES 破綻先

監査

リスク管理の基本方針

統合的リスク管理

信用リスク管理

リスク管理態勢

　紀陽フィナンシャルグループのリスク管理の基本方針、ならびに各リスクに関する個別の取り組みをお知
らせいたします。

紀陽フィナンシャルグループでは、「リスク管理の基本方針」を定めており、そのなかで、基本認識・目的として、リスク管理態勢
と収益管理態勢を整備し、地域金融グループとして付加価値の高いサービスの提供により健全性と収益性を高めていくことをめざし
ています。また、地域金融の円滑化等を通じ「地域社会の一員として地域に役立つ企業グループであること」を経営の基本方針と認
識しています。「リスク管理の基本方針」においては、リスク管理に関する態勢を定め、紀陽フィナンシャルグループが管理すべきリ
スクを明らかにして、多様なリスクを一元的に管理・運営することにより、経営の健全性確保および収益性向上を図ることを目的とし
ています。

これらを踏まえて、以下の基本方針を定めています。

統合的リスク管理とは、金融機関が直面するリスクに関し、リスク・カテゴリーごとに評価したリスクを総体的に捉え、経営体力

（自己資本）と比較・対照することによって、自己管理型のリスク管理をおこなうことをいいます。

紀陽フィナンシャルグループにおいては、以下の基本方針のもとで、統合的リスク管理に取り組んでいます。

紀陽フィナンシャルグループでは、「リスク管理規程」を制定し、リスク管理の基本方針を踏まえ、管理対象とするリスクの種類、組
織的な管理態勢などのリスク管理に関する基本的な事項を定め、グループ全体のリスク管理態勢の整備に努めています。

紀陽銀行においては、リスク管理委員会やリスクを統括管理する部署を設置するとともに、各種のリスクを管理する部署を明確に
し、保有するリスクの種類や規模に応じたリスク管理態勢を整備し、実施しています。

また、リスク管理の適切性について、業務部門から独立した内部監査部門による監査を実施しています。

● リスク管理体制図

● 債務者格付制度

各種リスク

基本方針・管理

報告

紀陽銀行

取締役会

経営会議

リスク統括部

子会社各部

内部監査部門

リスク管理委員会

信用リスク 市場リスク 流動性リスク オペレーショナル・リスク

監査等委員会

リスク管理態勢
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金利リスク 金利変動に伴い損失を被るリスクで、資産と負債の金利または期間のミスマッチが存在しているなかで金利
が変動することにより、収益が低下ないし損失を被るリスク。

価格変動リスク 有価証券等の価格の変動に伴って資産価格が減少するリスク。

為替リスク 外貨建資産・負債についてネット・ベースで資産超または負債超ポジションが造成されていた場合に、為替
の価格が当初予定されていた価格と相違することによって損失が発生するリスク。

項、与信取引に関する取引先への説明態勢、大口与信集中排除のためのガイドライン等について定めています。
紀陽銀行では、これらの基本方針や規程等の主旨に則り、資産の健全性を確保するため、営業部門から独立した信用リスク

管理部門（与信管理部門、審査部門、問題債権管理部門）を設けています。そのうち与信管理部門はリスク統括部が担当し、
信用リスクの評価・計測・モニタリング等を通じて信用リスクの適切なコントロールをおこなっています。審査部門および問
題債権管理部門は融資部が担当し、与信案件の適切な審査・管理の実施、問題先の経営状況の適切な把握や、必要に応じて再
建計画策定のサポートや経営改善に向けた助言等をおこなっています。このように各部門は、自らの役割を踏まえて相互に連
携し、信用リスク管理の高度化に努めています。また、内部格付制度の適切な運用、個々の債務者の格付および個々の債権の
プール区分等の妥当性を確保するため、監査部による監査を実施しています。

事務リスク管理

事務リスクとは、正確な事務を怠る、あるいは事故・不正等をおこすことにより損失を被るリスクをい
います。紀陽銀行では、事務処理にかかる規程や事務手続を制定し、正確かつ厳正な事務処理を通じ
て、お客さまに信頼いただけるよう努めています。また、研修や営業店指導を定期的に実施し、営業
店事務のレベルアップに努めています。さらに、事務リスクを回避し、トラブルを未然に防止する観点
から、内部監査部門による営業店を対象とした監査を実施しており、厳正かつ的確な業務の執行と事
故防止のための指導をおこなっています。

システムリスク管理

システムリスクとは、コンピュータシステムのダウンまたは誤作動等、システムの不備等に伴い損失を
被るリスク、さらにサイバー攻撃等を含めコンピュータが不正に使用されることにより損失を被るリスク
をいいます。紀陽フィナンシャルグループでは、このようなリスクを未然に防止するために、システム開
発における工程管理・品質管理等のプロジェクト管理の徹底、オンライン回線の二重化や外部からの
不正侵入を遮断するためのファイアウォール対策を実施し、安定的なシステムの稼働に努めるとともに、
情報漏洩を未然に防止するためのさまざまなセキュリティ対策など、各種対応策を実施しています。ま
た、サイバー攻撃への対応や予防等の態勢強化を図り、専門チーム（CSIRT）を設置しています。

法務リスク管理

法務リスクとは、お客さまに対する過失による義務違反および不適切なビジネス・マーケット慣行によ
り損失・損害（監督上の措置ならびに和解等により生じる罰金、違約金および損害賠償金等を含む）
を被るリスクをいいます。紀陽フィナンシャルグループでは、法務リスク管理の方針、態勢等を定める
ことにより、法務リスクの発生を回避し、損失を最小化するように努めています。

有形資産リスク管理
有形資産リスクとは、災害その他の事象から生じる有形資産の毀損・損害を被るリスクをいいます。紀
陽フィナンシャルグループでは、有形資産に関する自然災害、不法行為等による被害や管理責任に備
えた適切なリスク管理を実施しています。

人的リスク管理

人的リスクとは、人事運営上の不公平・不公正（報酬・手当・解雇等の問題）・差別的行為（セクシュ
アルハラスメント等）から生じる損失・損害を被るリスクをいいます。紀陽フィナンシャルグループでは、
人的リスクを回避し、損失を最小化するために、公平・公正な人事運営や労務管理をおこなうととも
に、各種階層別研修や職場内指導等を実施しています。

流動性リスク管理

市場リスク管理

オペレーショナル・リスク管理

風評リスク管理

紀陽フィナンシャルグループでは、流動性リスクを「必要な資金が確保できなくなり、資金繰りが逼迫する場合や資金の確
保に通常よりも著しく高い金利での資金調達を余儀なくされることにより損失を被るリスク」と定義しています。

紀陽フィナンシャルグループにおける最大の流動性リスクとは預金の大量流出による資金繰りの逼迫であることから、紀陽
銀行においては収益の安定的な確保、強固な財務体質づくりにより、お客さまに安心してお取引いただけるように努めるとと
もに、異常な兆候を検知するための予兆管理の徹底、および外貨も含め資金ポジションの厳正な管理をおこなっています。

さらに「流動性リスク管理規程」を制定し、資金繰りの状況に応じて「平常時」、「要注意時」、「懸念時」、「緊急時」などの
区分を設定し、各々の局面において適切に対応できる態勢を構築しています。

紀陽フィナンシャルグループでは、市場リスクを「金利、為替、株式等のさまざまな市場のリスク・ファクターの変動により、
資産・負債（オフ・バランスを含む）の価値が変動し損失を被るリスク、資産・負債から生み出される収益が変動し損失を被
るリスク」と定義しており、主な市場リスクを以下の3つのリスクとして管理をおこなっています。

紀陽フィナンシャルグループでは、オペレーショナル・リスクを「当行グループの業務の過程、役職員の活動もしくはシステムが不
適切であること、機能しないこと、または外生的な事象により損失を被るリスク」と定義し、事務リスク、システムリスク、法務リスク、
有形資産リスク、人的リスクに分類しています。

紀陽銀行においては、「オペレーショナル・リスク管理規程」を制定し、オペレーショナル・リスク全体を一元的に管理する部署を設
置しており、多岐にわたるオペレーショナル・リスクの各区分に応じた管理部署を定めるとともに、リスク区分ごとに管理規程等を整
備し、適切に管理をおこなっています。

紀陽フィナンシャルグループでは、適時適切な情報開示を積極的におこない、経営の透明性を高めることや顧客保護等管理態勢の
充実、CS（顧客満足）活動の徹底により、風評から評判が悪化することに起因して損失・損害が発生するリスク（風評リスク）の発
生防止に努めています。

また、ソーシャルメディアの普及に伴い、ネットユーザー個人の情報発信力の増大や発信手段の多様化が進むなか、「ソーシャルメディ
アリスク（外部発）対応マニュアル」を制定し、発信した内容について批判的なコメントが殺到する「炎上リスク」の状況を把握すると
ともに、炎上発生時には風評被害を最小限に留められるよう備えています。

紀陽銀行においては、「市場リスク管理規程」を制定し、市場リスクの管理にあたって、時価、評価損益、実現損益、VaR（バリ
ュー・アット・リスク）、BPV（ベーシス・ポイント・バリュー）、ベータ、為替デルタ等を計測し管理をおこなっています。また、
リスク量計測において中心となるVaRを補完することを目的に、ストレステスト、シナリオ分析等についても定期的におこなってい
ます。

こうしたなかで、リスクリミットの設定、取引極度額の設定、ロスカットルールの設定など、適切にリスクをコントロールする
ための制度等を定めて運用しており、市場リスクの状況や各種制度の運用・管理状況等については、リスク管理委員会に定期的に
報告をおこなっています。また、投資部門において、取引を執行する部署（フロントオフィス）、リスクを管理する部署（ミドルオ
フィス）、事務処理・資金決済等を担当する部署（バックオフィス）を設置し、相互牽制の態勢を確保しています。

市場リスク管理プロセスの適切性については、独立した視点から内部監査部門による監査を実施しています。
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1
24

3

検 知

対 応

未然防止

教育・訓練

※ ＲＡＦ … リスクアペタイト（経営戦略や財務計画を達成するために、進んで引き受けようとするリスクの種類と水準）を明確化し、それを共有・モニタリング
するための経営管理やリスク管理の枠組み。

※ ＣＳＩＲＴ（シーサート）：Computer Security Incident Response Teamの略称

適時適切なリスクコントロール

フォワードルッキングな計画検証

ストレステストの高度化

経営計画達成の確実性向上へ

期中の収益目標の進捗管理 当行の持続的成長に向けた一体的な協議体制

最適な資本配分と収益最大化

※ RORA（Return On Risk-Weighted Assets）　＝（信用リスク・経費控除後）利益÷リスクアセット

健全性指標 VaR RORA※

リスク指標のモニタリング

緊急時対策

地震・台風・水害等自然災害の発生のほか、火災・強盗・テロ等人的災害の発生、オンラインダウン・誤作動等によるコンピュー
タ障害の発生や新型感染症の拡大など、想定される緊急事態における混乱を回避し、お客さまおよび従業員の安全ならびに営業の
継続を確保するため、「緊急時対策基本規程」「緊急時対応マニュアル」を定めています。

規程・マニュアルに基づき、平常時における事前対策として、緊急時を想定した事務訓練や、電話・メールによる連絡訓練を定期
的に実施。また、災害時の行動ルールや初動対応、緊急連絡先などをまとめた「地震・津波等防災ハンドブック」を全従業員に配布し、
常時携帯を義務づけています。

紀陽銀行は、「リスクアペタイト・フレームワーク規程」を制定し、以下のとおりＲＡＦの概念を採り入れた経営管理の高度化を図っています。
⃝ リスクガバナンス強化と収益性・健全性向上を実現すべく、リスクアペタイト・フレームワークの概念を踏まえたリスク・リターン

管理を実施し、経営管理の高度化を図る。
⃝ 基礎的内部格付手法（ＦＩＲＢ）に基づく信用リスク管理やＲＯＲＡの活用により、収益管理・リスク管理の高度化を図る。

リスクアペタイト・フレームワーク（RAF※）の概念に基づく運用・管理

⃝  優先復旧店舗を中心に自家発電設備を設置 ⃝  非常用電源車の配備

⃝  和歌山県内の沿岸部拠点にライフジャケットを配備 ⃝  浸水が想定される拠点に止水板を設置　など

大規模災害対策における設備状況

大規模災害発生時における相互支援協定
2019年4月、大規模な災害が発生した際に金融機能の維持または早期復旧を図るため、参加金融機関およびBIPROGY株式会
社と「大規模災害発生時における相互支援協定」を締結。大規模災害発生時には、支援物資の提供や業務継続のための支援な
どの相互支援をおこないます。

和歌山県医師信用組合との「非常時における業務継続支援に関する覚書」の締結
2023年４月、和歌山県医師信用組合と非常時における和歌山県内の円滑な金融機能維持のため、「非常時における業務継続支
援に関する覚書」を締結。今後も関係機関との連携を強化し、地域の金融インフラの維持、レジリエンス向上につとめてまいります。

日本政策投資銀行との「災害対策業務協力協定」の締結
2020年4月、株式会社日本政策投資銀行と「災害対策業務協力協定」を締結しました。
当行と日本政策投資銀行がそれぞれの持つノウハウ、ネットワーク等を活かし、緊密に連携しながらリスクマネーの供給、その他
の支援をおこなうことにより、内外の金融秩序の混乱または大規模な災害、テロリズム等の災害対応において、地域活力の強化
および社会全体の持続可能性向上に寄与してまいります。

資 本 リスク収 益

サイバーセキュリティ

当行では日々高度化・巧妙化していくサイバー攻撃による脅威に対応するため、リスク管理委員会の下部組織として、ＣＳＩＲＴ※部会を設置
しています。ＣＳＩＲＴ部会ではサイバー攻撃発生時の対応、分析のほか、予防、対策および教育などの活動をおこないます。

⃝ サイバー攻撃を想定した訓練
⃝ セキュリティ教育、啓蒙活動
⃝ CSIRT要員としてのスキル向上　等

⃝ サイバー攻撃対策の立案
⃝ セキュリティ技術の情報収集、分析
⃝ 脆弱性情報の収集、分析
⃝ 第三者による脆弱性診断　等

⃝ システム全体のモニタリング
⃝ ネットワーク全体のモニタリング
⃝ インターネットアクセス履歴の分析　等

⃝ 被害局限化、早期復旧のための対応 （事実確認、対応
判断、対処、報告、再発防止策）等

「情報管理の基本方針（セキュリティポリシー）」に基づき、「システムリスク管理規程」ならびに「サイバーセキュリティ管理要領」を定め、
サイバー攻撃に関するリスクを適切に管理し、サイバーセキュリティ対応をおこなうための体制を整備しています。

2025年4月には、サイバーセキュリティ管理態勢を高度化し、業務継続性を強化するため、事務システム部システム担当内にサイバー
セキュリティ対策室を新設しました。

ＣＳＩＲＴ部会メンバーは、日々の脅威情報の収集・発信、攻撃検知時の調査・対応をおこなうとともに、金融ISACとの連携やNISC（内
閣サイバーセキュリティセンター）等の外部関係機関の訓練・演習に参加するなど、さまざまな活動に積極的に取り組んでいます。

サイバー攻撃への対応として、役職員全体のサイバーセキュリティに関するリテラシー向上が不可欠と考えており、定期的にサイバー攻
撃事案を想定したメール訓練や研修を実施し、実効性の向上に努めています。また、近年フィッシングなどによる不正送金が発生してい
ることを受け、フィッシングサイトの立ち上げを検知した際にはお客さま向け注意喚起情報を当行ホームページに掲載しています。

● サイバーセキュリティ管理体制

● 取り組みについて

ＣＳＩＲＴの役割
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贈収賄・汚職防止の関連法令等を遵守し、社会通念上相当
と認められる程度をこえる接待・贈答等を一切おこなわない旨を

「紀陽フィナンシャルグループ役職員行動規範」「紀陽銀行法
令等遵守（コンプライアンス）マニュアル」等に定めています。

法令違反・不正行為の早期発見と是正、各種ハラスメント
防止のための相談体制の構築等、コンプライアンス態勢の強
化を目的に、公益通報者保護法および同法に基づく指針等に
準拠し、紀陽フィナシャルグループの全役職員（退職者を含む）
を利用対象者とする内部通報制度（相談通知制度）を定めて
います。

リスク統括部や社外弁護士を通報窓口とし、情報の匿名性
の保持や通報者の保護等、通報者にいかなる不利益も課すこ
とのないよう適切な運用をおこなっています。

金融システムの国際化・ボーダーレス化が進むなか、犯罪や
テロ等につながる資金の流れを断つことは、国際社会にとって
重要な課題となっています。当行においてもマネー・ローンダ
リング・テロ資金供与・拡散金融対策（以下、マネロン等対
策）を経営の重要課題として位置づけ、AML基本方針を制定
するとともに、マネー・ローンダリング等防止ポリシーを公表
し、経営陣の関与のもと組織的にマネロン等対策の高度化に
取り組んでいます。

2025年4月には、リスク統括部に設置しているマネー・ロー
ンダリング対策室について、各種金融犯罪被害の防止への対
策強化を目的に、マネロン等金融犯罪対策室へと改組しまし
た。また、法令等遵守委員会の下部組織として、マネロン等
金融犯罪対策部会を設置しました。

銀行関連業務または金融商品関連業務に関して、お客さま
の利益が不当に害されることがないように、利益相反管理方
針を定めています。

特殊詐欺、SNS型投資・ロマンス詐欺などからお客さまの大
切なご預金をお守りするため、次のような取り組みを実施して
います。
⃝ 窓口でのお声がけやチラシの配布
⃝ ATM振込制限
⃝ ATM付近での携帯電話禁止
⃝ お取引内容の確認

反社会的勢力との関係遮断に向け、「紀陽フィナンシャルグ
ループ行動憲章」において「地域社会の秩序や安全に脅威を
与える反社会的勢力とは断固として対決し、関係遮断を徹底し
ます。」と定め、反社会的勢力に対しては「反社会的勢力等対
応規程」において、組織としての対応方針を明確にしています。

個人情報の保護に関する法律および関係法令等を踏まえ、
個人情報の適切な保護と利用を実施しています。

また、プライバシーポリシー（個人情報保護宣言）を定め、
個人情報の利用目的および個人番号の利用目的とともに公表
しています。

お客さまからのご意見やご相談については、リスク統括部に
設置している「お客様相談室」にて受付・とりまとめをおこな
い適切にご対応するとともに、貴重なご意見を今後の業務に
活かせるよう全従業員に還元しています。

本部各部門
所属長：法令等遵守責任者
次席者：法令等遵守担当者

お客様相談室

● コンプライアンス体制図

監査

監査

報告

報告

報告報告連絡・報告・協議等
研修等

点検・指導

苦情等に関する報告・相談

法令等遵守にかかる経営姿勢の浸透

コンプライアンス態勢の強化に向けた取り組み

法令等遵守委員会の設置
頭取を委員長とし、本部担当役員および本部長をもって構成

する法令等遵守委員会を設置し、遵法経営の徹底と行内におけ
る法令遵守意識の向上を進めていくために協議をおこなっていま
す。なお、委員会での審議、検討事項については、取締役会に
報告しています。

コンプライアンス・リスク管理の実施
コンプライアンスを実践するために、リスクベース・アプロー

チの観点からリスクに応じたコンプライアンス・リスク管理を実施
することとしています。リスク低減措置の具体的な実践計画であ
る「コンプライアンス・プログラム」を年度ごとに制定し、実効
的にリスク管理を実施するとともに、従業員のコンプライアンス
意識の向上を図る施策を講じています。

コンプライアンス研修の実施
階層別研修等において、リスク統括部のコンプライアンス部門

担当者によるコンプライアンス研修を実施しています。また、コ
ンプライアンスに関するｅラーニングや動画視聴研修も実施し、
従業員のコンプライアンスに関する知識の向上と意識の醸成に努
めています。

役員による全店訪問
定期的に役員が全営業店を訪問し、コミュニケーションを通じ

てコンプライアンスの実践に向けた取り組みについて従業員の理
解を深める機会を設けています。

コンプライアンスマニュアルの制定
従業員の法令等遵守の指針として、法令等遵守（コンプライ

アンス）マニュアルを制定しています。
当行従業員として常に意識するべき事項や業務上守るべき事

項等について、関連する法令・規程とともに記載しています。

コンプライアンス・オフィサーによるモニタリング
リスク統括部に所属するコンプライアンス・オフィサーが定期

的に各部店を訪問のうえ、法令等遵守状況についてモニタリン
グを実施し、コンプライアンスに関する取り組みの徹底と状況把
握を図っています。モニタリング結果については法令等遵守委員
会に報告されます。

取締役会

リスク統括部　法務・コンプライアンス担当（統括部門）

監査等委員会

営業店
支店長：法令等遵守責任者
次席者：法令等遵守担当者

紀陽フィナンシャルグループ行動憲章、役職員行動規範、法令等遵守規程

監査結果報告会

点検・指導

監査部（内部監査部門）

法令等遵守委員会

⃝  現金取引受付時チェックの厳格化
⃝  外国送金受付時チェックの厳格化
⃝  ＡＭＬ／ＣＦＴに関するｅラーニング実施
⃝  金融ＡＭＬオフィサー認定試験の導入　等

具体的な取り組み

贈収賄その他の汚職防止について 利益相反管理方針について

金融犯罪被害防止

反社会的勢力等への対応について

お客さま情報の保護について

お客様相談室の設置

内部通報制度

マネー・ローンダリング・テロ資金供与・
拡散金融対策について

コンプライアンス・オフィサー

  「紀陽フィナンシャルグループ行動憲章」「紀陽フィナンシャルグループ役職員行動規範」において、あらゆ
る法令やルールを厳格に遵守し、社会規範に則った誠実かつ公正な企業活動を遂行することを定めています。
　また、高い倫理観をもち、コンプライアンスを重視する企業風土を醸成していくことを経営の最重要課題
のひとつとして位置づけ、コンプライアンス態勢の強化に努めています。

コンプライアンス態勢
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2015年度 2016年度 2017年度 2018年度 2019年度 2020年度 2021年度 2022年度 2023年度 2024年度

業績サマリー（単位：百万円）

経常収益 73,358 67,389 66,087 66,381 77,795 70,049 72,015 74,268 74,071 86,730
業務粗利益 56,072 49,364 48,811 47,738 51,452 52,969 51,098 25,858 42,815 50,156

資金利益 47,286 45,164 44,612 43,433 44,496 42,157 45,108 43,237 41,110 50,779
役務取引等利益 5,091 5,772 5,785 5,954 6,675 7,835 8,375 8,279 8,875 9,555
その他業務利益 3,693 △ 1,572 △ 1,586 △ 1,649 279 2,975 △ 2,384 △ 25,658 △ 7,170 △ 10,178

経費 37,674 37,950 36,974 35,225 34,217 33,365 32,260 31,229 31,913 33,591
実質業務純益 18,397 11,413 11,837 12,512 17,235 19,604 18,838 △ 5,370 10,901 16,565
コア業務純益 14,777 12,469 12,997 13,869 17,374 17,066 21,957 21,726 18,148 27,963
与信コスト総額 1,025 2,112 1,698 1,581 178 3,359 4,169 △ 337 △ 2,368 △ 186
経常利益 21,597 12,145 15,656 16,945 20,349 19,175 22,344 2,875 18,318 20,898
当期純利益 17,695 10,204 10,506 10,902 12,898 12,822 14,214 2,518 13,961 15,850
顧客向けサービス業務利益 3,188 1,048 1,665 4,293 6,714 9,067 12,495 13,982 14,613 16,933
親会社株主に帰属する当期純利益(連結） 17,023 11,028 11,722 11,620 13,719 13,591 15,460 3,924 15,020 17,618

貸借対照表サマリー（期末残高）（単位：百万円）

資産の部合計 4,436,277 4,861,291 4,661,861 4,574,154 4,723,572 5,649,472 5,868,159 5,476,438 5,819,712 5,915,952
貸出金 2,738,363 2,820,552 2,876,258 2,968,025 3,084,322 3,283,511 3,424,018 3,609,859 3,851,339 4,169,064

中小企業等 1,946,619 2,004,622 2,049,673 2,138,869 2,246,936 2,452,040 2,581,888 2,717,657 2,919,290 3,153,153
有価証券 1,174,717 1,308,015 1,113,588 971,031 1,060,537 1,081,759 986,967 722,837 887,651 837,225

負債の部合計 4,234,891 4,657,123 4,448,113 4,356,108 4,515,552 5,423,194 5,644,886 5,269,234 5,603,023 5,700,600
預金 3,859,888 3,829,914 3,889,458 3,927,743 3,987,606 4,423,216 4,532,030 4,541,311 4,636,386 4,678,207
譲渡性預金 74,907 128,766 70,448 79,994 69,563 53,324 64,391 72,923 69,328 81,099

純資産の部合計 201,385 204,167 213,748 218,046 208,020 226,278 223,273 207,203 216,688 215,351
株主資本合計 170,278 177,056 184,499 191,803 201,797 211,703 221,514 218,569 230,027 238,642
評価・換算差額等合計 31,085 27,059 29,167 26,136 6,092 14,474 1,657 △ 11,444 △ 13,416 △ 23,360

財務指標等 （単位）

自己資本比率（国内基準、連結） （％） 10.23 9.70 9.71 9.32 9.96 10.40 10.82 13.03 12.77 12.05
コアOHR （％） 71.8 75.2 73.9 71.7 66.3 66.1 59.5 58.9 63.7 54.5
1株当たり年間配当 （円） 35.0 35.0 35.0 35.0 35.0 35.0 40.0 40.0 50.0 110.0
配当性向（連結） （％） 14.6 22.2 20.7 20.7 17.3 17.4 17.4 66.9 21.8 40.4
株主還元率 （％） 23.4 31.2 29.2 29.3 24.6 24.7 30.2 66.9 41.8 40.4
1株当たり純資産（BPS、連結） （円） 2,997.11 3,076.28 3,251.11 3,384.30 3,201.86 3,607.40 3,636.42 3,401.78 3,617.69 3,670.12
1株当たり当期純利益（EPS、連結） （円） 239.62 157.77 168.82 168.80 201.73 200.97 230.40 59.83 229.70 272.51
自己資本利益率（ROE、連結） （％） 8.03 5.17 5.32 5.08 6.11 5.89 6.37 1.69 6.54 7.46
発行済株式総数（自己株式を除く） （千株） 70,616 69,760 69,431 68,366 67,948 67,622 66,284 ６５，２４２ 65,530 64,064

※2023年3月からバーゼルⅢ最終化を早期適用

※

主要財務データ（10期分）
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会社概要

紀陽フィナンシャルグループ

紀陽ビジネスサービス株式会社　※特例子会社

本 社 所 在 地 和歌山市中之島2249番地
TEL 073-426-7544

設 立 2021年1月4日
資 本 金 10百万円
株 主 ㈱紀陽銀行100%
業 務 内 容 事務代行業務

● 関連会社

紀陽キャピタルマネジメント株式会社
本 社 所 在 地 和歌山市中之島2249番地

TEL 073-426-7130
設 立 2021年3月1日
資 本 金 50百万円
株 主 ㈱紀陽銀行50%、紀陽興産㈱50%
業 務 内 容 投資業務

紀陽パートナーズ株式会社
本 社 所 在 地 和歌山市中之島2249番地

TEL 073-426-7567
設 立 2003年9月30日
資 本 金 50百万円
株 主 ㈱紀陽銀行100%
業 務 内 容 職業紹介業務

株式会社紀陽カード
本 社 所 在 地 和歌山市本町四丁目45番地

TEL 073-426-7260（JCB）
TEL 073-426-7250（VISA）

設 立 1990年9月5日
資 本 金 60百万円
株 主 ㈱紀陽銀行100%
業 務 内 容 クレジットカード業務

阪和信用保証株式会社
本 社 所 在 地 和歌山市中之島2240番地　

TEL 073-426-7537
設 立 1979年7月11日
資 本 金 480百万円
株 主 ㈱紀陽銀行100%
業 務 内 容 信用保証業務

株式会社紀陽カードディーシー
本 社 所 在 地 和歌山市本町四丁目45番地

TEL 073-426-7270
設 立 1990年9月5日
資 本 金 90百万円
株 主 ㈱紀陽銀行100%
業 務 内 容 クレジットカード業務

紀陽リース株式会社
本 社 所 在 地 和歌山市中之島2249番地

TEL 073-426-7505
設 立 1996年1月9日
資 本 金 150百万円
株 主 ㈱紀陽銀行100%
業 務 内 容 リース業務

紀陽情報システム株式会社　※銀行業高度化等会社

本 社 所 在 地 和歌山市中之島2240番地
TEL 073-432-7581

設 立 1985年2月1日
資 本 金 80百万円
株 主 ㈱紀陽銀行80%、BIPROGY㈱20%
業 務 内 容 プログラム作成・販売、計算受託業務

名 称 株式会社紀陽銀行
設 立 1895年（明治28年）5月2日
本 店 所 在 地 和歌山市本町1丁目35番地

TEL 073-423-9111
資 本 金 800億96百万円
預 金 4兆7,593億円（譲渡性預金を含む）
貸 出 金 4兆1,690億円
従 業 員 数 2,065名　※出向者を除く
店 舗 数 113店舗

和歌山県68店舗
大阪府42店舗、奈良県2店舗、東京都1店舗

上 場 市 場 東京証券取引所プライム市場

企業情報 （2025年3月31日現在）

株式情報
● 株式数・株主数

発行可能株式総数 120,000千株

発行済株式の総数 67,300千株

当年度末株主数 15,017名

大株主の状況

Webサイトのご案内

株主名 持株数等（千株） 持株比率（%)

日本マスタートラスト信託銀行株式会社（信託口） 9,665 15.08 

株式会社日本カストディ銀行（信託口） 2,211 3.45 

紀陽フィナンシャルグループ従業員持株会 2,157 3.36 

STATE STREET BANK AND TRUST COMPANY 505223 1,093 1.70 

明治安田生命保険相互会社 1,007 1.57 

株式会社ヤマヨテクスタイル 999 1.55 

STATE STREET BANK WEST CLIENT - TREATY 505234 924 1.44 

JP MORGAN CHASE BANK　385781 857 1.33 

株式会社島精機製作所 741 1.15 

南海電気鉄道株式会社 711 1.11 

当行会社概要やニュースリリース、
財務情報、IR情報をはじめ各種情報を掲載しております。

詳しくはホームページをご覧ください。
https://www.kiyobank.co.jp/

● 所有者別株式分布
外国法人等

12.7%

金融機関

22.5%

個人・その他

25.7%

その他の法人

37.5%

金融商品取引業者

1.6%

1. 持株数等は、千株未満を切り捨てて表示しております。 
2. 当行は、自己株式3,235,696株を保有しておりますが、上記大株主から除いております。また、持株比率は、発行済株式の総数から自己株式数を控

除して算出し、小数点第3位以下を切り捨てて表示しております。

（注）

紀陽銀行
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